2016年12月19日～25日　時事共同NHKしんぶん赤旗
南スーダン、無人偵察機、米艦防護、核─トランプ・プーチン、真珠湾、辺野古訴訟、オスプレイ、北部訓練場、連合、政局、市民連合、JCP大会、予算案、区割審
しんぶん赤旗2016年12月24日(土)

９条で世界に平和を　首都圏学生らアピール　「ピースナイトナイン」実行委が集会

　首都圏の学生らが、「憲法９条で平和は守れるのか」と題した集会を２２日夜、東京都目黒区の東大で開きました。イラクで支援ボランティアをする高遠菜穂子さんと物理学者の益川敏英さんが講演しました。２００人超の参加者が集まり、「憲法９条を守り生かし、世界のすべての人々の平和と共同を目指す政治を求めます」などとするアピール文を採択しました。
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（写真）学生とトークセッションする益川氏（正面左端）＝22日、東京都目黒区


高遠・益川両氏が講演

　首都圏にある大学の九条の会のメンバーでつくる「Ｐｅａｃｅ　Ｎｉｇｈｔ９（ピースナイトナイン）」実行委員会の主催です。

　九条の会から事務局長の小森陽一さんが、あいさつしました。来年は憲法施行７０年の節目の年であるとし、「憲法を生かせるかどうかの正念場になる」と憲法を守る取り組みを呼びかけました。

　高遠さんは、大雪の影響で会場に来られなかったためネット中継でイラクの経験について講演。イラクで武装勢力に人質にされた経験から「戦場で武器を持っていたら話し合いにならない」と話し、平和を実現するには世界の現実を知ることからはじまるといいました。

　東大などの３人の学生と壇上でトークセッションした益川さんは「科学者は科学だけでなく平和問題にも向き合わないといけない」と訴えました。憲法を守るとは、「放っておくのでは駄目で、強い意志で守るしかない」と語り、一人ひとりが周りに語ることが大切だと話しました。女子学生は、「戦争してからでは遅いので、学んだことを人に伝えたい」と感想を述べました。

　日本共産党の志位和夫委員長、山添拓参院議員や社民党､自由党､参院・沖縄の風の各議員から激励のメッセージが寄せられました。

スーダン高官 武力衝突再燃の南スーダンに懸念
ＮＨＫ12月20日 4時29分
政府軍と反政府勢力の武力衝突が再燃した南スーダンについて、隣国スーダンの高官は衝突が民族間に広がり、今後さらに悪化する可能性があるとして懸念を示しました。
南スーダンでは、キール大統領が率いる政府軍とマシャール前副大統領を支持する反政府勢力との武力衝突が再燃し、治安が比較的安定している首都ジュバを除いて、民族間の対立を背景に各地で衝突が続いています。
これについて、来日している隣国スーダンの外務省のナンバー２にあたるイスマイル外務担当国務相が、１９日に都内でＮＨＫのインタビューに応じました。
このなかでイスマイル氏は、南スーダンの現状について、「もはや政治的なものではなく、民族・部族間の衝突になってしまった。状況はとても深刻だ」と述べ、今後、南スーダンでの武力衝突がさらに激しくなる可能性があるという懸念を示しました。
南スーダンのキール政権は、スーダン政府が反政府勢力を支援していると批判していますが、イスマイル氏はこれを否定したうえで、和平に向けた協議について、「誰ひとり排除せず、すべての関係者を交渉の席に着かせるべきだ」と述べて現在、国外に逃れているマシャール前副大統領も参加させるべきだと主張しました。
また、国連の安全保障理事会が武器の禁輸などの制裁を議論していることについて、効果がないと指摘する一方で、スーダン政府として和平に向けた協議を再開するよう働きかける考えを明らかにし、日本を含めた国際社会にも協力を求めました。
南スーダン制裁決議採択されず＝陸自派遣の日本棄権－米「歴史は厳しい判断」と批判
　【ニューヨーク時事】国連安全保障理事会は２３日、南スーダンへの武器輸出の禁止や内戦当事者の資産凍結などの措置を定めた米主導の制裁決議案を採決したが、採択に必要な９カ国の支持を得られず、決議案は廃案になった。理事国１５カ国のうち、米英仏など７カ国が賛成、日本や中ロなど８カ国が棄権した。
　日本は武器禁輸がかえって混乱を招き、現地の国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊へのリスクが高まる事態を懸念。陸自部隊に安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」の任務が付与されたことも踏まえた対応だが、同盟国である米国と異なる投票行動を取る異例の展開になった。
　パワー米国連大使は採決後、「彼ら（棄権国）の決定に歴史は厳しい判断を下すだろう」と批判。「きょうの行動に賛同しなかった国が（制裁を実施しないことによる）人的コストを理解し次第、すぐに決議案を再提案する用意がある」と述べた。
　日本の別所浩郎国連大使は採決後、南スーダン政府による国民対話などを評価した上で、「より大規模な暴力を防ぐために、こうした取り組みを具体的行動に移していくことが必要だ」と訴えた。（時事通信2016/12/24-01:22）
「極めて失望」と米大使　南スーダン制裁決議案否決

共同通信2016/12/24 06:38

　【ニューヨーク共同】国連安全保障理事会で23日、南スーダンに対する武器禁輸を含む制裁決議案の採決で日本などが棄権し、否決された。提案国米国のパワー国連大使は同日、国連本部で記者団に「投票結果に極めて失望している」と述べた。

　別所浩郎国連大使は否決後に、「南スーダン移行政権が前向きに取り組む中で、さらなる制裁を科すのは逆効果だ」と棄権した理由を語り、同盟国日米の足並みの乱れが目立った。

国連安保理 南スーダン制裁決議採択されず 日本は棄権
NHK12月23日 23時49分
民族間の対立が続く南スーダンに武器禁輸などの制裁を科す国連安全保障理事会の決議案が採決にかけられ、７か国が賛成したものの、残る８か国は棄権し、採択されませんでした。現地の国連のＰＫＯ＝平和維持活動に自衛隊を派遣している日本は、「和平に向けた取り組みを後押しするべきで、制裁は逆効果だ」として、棄権に回りました。
南スーダンでは、自衛隊が派遣されている首都ジュバを除いて民族間の衝突など相次いでいて、アメリカは「これ以上武器が出回り虐殺などに発展するのを防ぐため」として、現地の政府を含む紛争当事者に武器禁輸などの制裁を科す安保理決議案を提出していました。
２３日行われた採決では、安保理１５か国のうちアメリカやイギリスなど７か国が賛成したものの、ロシアや中国といった常任理事国や日本など８か国は棄権し、決議は採択されませんでした。採決を棄権した理由についてロシアや中国の代表は、「南スーダン政府に圧力をかけ和平を危うくする」としており、日本の別所国連大使も「政府が反政府勢力との対話や周辺国の部隊の受け入れを進めようとする中、制裁は逆効果になりかねない」と述べました。
日本の外交筋はＮＨＫの取材に対し、「制裁によって南スーダン政府がＰＫＯに非協力的になれば、治安が悪化して自衛隊が駆けつけ警護を行う事態が増えるおそれもある」としています。これに対して、アメリカのパワー国連大使は、「非常に残念だ。現地の残虐な状況に、なぜ各国は良心が痛まないのか。このあと、どのような事態に発展するのか心配だ」と述べ、名指しは避けながらも日本などの対応を批判しました。
南スーダン大使 不採択を歓迎
安保理で南スーダンに対して武器禁輸などの制裁を科す決議案が採択されなかったことを受け、南スーダンのマロック国連次席大使は２３日、安保理の議場で発言し、「過去の長期にわたる内戦で武器が市民の手に渡っていることなどから、武器の禁輸はさらに政府の力を弱め、多くの武装勢力の力を強めることになる」と述べ、武器の禁輸は和平の実現に逆効果だという考えを示し、採決の結果を歓迎しました。
そのうえで、「政府は国民に平和をもたらすため、安保理を含むすべての関係者と協力して和平合意の履行に努力する」と述べ、改めて国際社会と協力して和平を目指す姿勢を強調しました。
棄権の日本 ＰＫＯへの影響懸念
日本が決議案の採決を棄権したことについて、国連の日本外交筋は、南スーダンに派遣された自衛隊の安全を確保するうえで、現地の政府との協力関係を保ち、対立を避けたい思惑がある、としています。
アフリカ各国の部隊を受け入れるなど、協力的な姿勢を見せ始めた南スーダン政府にいま制裁を科せば、政府が自衛隊を含む国連のＰＫＯに非協力的になり、治安が悪化して自衛隊が駆けつけ警護を行う事態が増えることも懸念されるといいます。
日本政府としては、武器禁輸の意義は認めつつも、現時点では治安の安定に向けた南スーダン政府の取り組みを後押しすることを優先すべきだと判断し、あえて採決を棄権したと、外交筋は説明しています。
米国連大使「非常にがっかり」
南スーダンに武器禁輸などの制裁を科す国連安全保障理事会の決議案が採択されなかったことについて、アメリカのパワー国連大使は２３日、記者団に対し、「非常にがっかりしている。国連の事務総長までもが、過剰な武器の流入によって大勢の人々が命を落としていると指摘しているのに、これ以上議論を続ける必要があるのか。現地の残虐な状況に安保理メンバーの良心は揺り動かされないのか」と述べ、日本を含め採決を棄権した国々を批判しました。
そのうえで「これから現地で何が待ち受けているのか、非常に心配だ」として、決議が採択されなかったことで今後も武器の流入が続き、現地で民族間の虐殺などに発展する事態に強い懸念を表明しました。
国際人権団体「日本の説明は理解に苦しむ」
日本が棄権したことについて、国際人権ＮＧＯ、ヒューマン・ライツ・ウォッチの専門家ジョナサン・ペドノ氏が２３日、ＮＨＫの取材の応じました。この中でペドノ氏は、「南スーダン政府は、これまでも市民は攻撃しないと国際的に約束しながら、繰り返しそれを破ってきた。それにもかかわらず、南スーダン政府の平和への取り組みを優先させたいという日本の説明は理解に苦しむ」と述べ、日本の対応を批判しました。
さらにペドノ氏は、「ことし７月に首都ジュバで戦闘が再燃したときには、国連の施設も攻撃され、ＰＫＯの要員にも死傷者が出た。ＰＫＯが再び政府軍などによって攻撃される事態になれば、輸入された武器が使われるおそれが高い」と指摘し、日本はＰＫＯに派遣している陸上自衛隊の部隊の安全を守るためにも、むしろ決議案を支持するべきだったという考えを示しました。
安保理南スーダン制裁、日本棄権　決議案否決、PKO影響懸念

共同通信2016/12/24 00:4712/24 01:09updated
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23日、ニューヨークでの国連安全保障理事会で、対南スーダン制裁決議案に棄権を表明する別所浩郎国連大使（共同）

　【ニューヨーク共同】国連安全保障理事会は23日、南スーダンに対する武器禁輸を含む制裁決議案を採決し、日本は棄権に回った。理事国15カ国中、採択に必要な9カ国の賛成が得られず、米国が提出した決議案は否決された。安保理決議を巡り、同盟国の日米の歩調が乱れるのは異例。7カ国が賛成、8カ国が棄権した。

　首都ジュバでの国連平和維持活動（PKO）に陸上自衛隊を派遣する日本は、武器禁輸に反対する地元政府と国連の溝が深くなることで情勢が緊迫化し、PKOにも影響が及ぶことを懸念。別所浩郎国連大使は否決後に、制裁は「逆効果だ」と棄権した理由を述べた。

南スーダン 国連次席大使「制裁は生産的でない」
NHK12月23日 10時58分
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民族間の対立が続く南スーダンに武器の禁輸などの制裁を科す決議案を、アメリカが国連の安全保障理事会に提出したことについて、日本の国連次席大使は、和平に向けた政治プロセスが進んでいる間は、制裁は生産的ではないとして、慎重な立場を改めて強調しました。
南スーダンでは、自衛隊が派遣されている首都ジュバを除いて、民族間の衝突が続き治安が悪化していて、アメリカは虐殺に発展するのを防ぐため、対立している当事者に武器の禁輸などの制裁を科す決議案を国連の安全保障理事会に提出しています。
これについて、安倍総理大臣の特使として今月１９日、南スーダン政府の首脳らと会談した日本の岡村国連次席大使は２２日、滞在先のエチオピアで記者会見し、「和平に向けた当事者間の政治プロセスが進んでいる間は制裁は生産的ではない」と述べ、決議案に慎重な立場を改めて強調しました。
また、南スーダン政府に対しては、「制裁を望まないならば、具体的な措置を取らなければならない」と述べて、対立の当事者との対話の促進や周辺国からの部隊の受け入れを行う必要があるという考えを示しました。
一方、アメリカは、武器の禁輸はＰＫＯ部隊の安全を確保する手段にもなるとして、反対する日本の姿勢を批判していて、安保理で日本時間の２３日夜遅くに行われる予定の採決の結果が注目されています。
南スーダン武器禁輸、あす採決＝採択厳しく、日本は不賛成へ－国連安保理
　【ニューヨーク時事】国連安保理が２３日に南スーダンへの武器輸出を禁止する米主導の制裁決議案を採決する見通しになった。ライクロフト英国連大使は２１日、国連本部で「全理事国が２３日の採決で賛成票を投じるよう求める」と要請。ただ、ロシアや日本が慎重姿勢を示すなど、安保理内で足並みはそろっておらず、採択は厳しい情勢だ。
　決議案の採択には安保理１５カ国中９カ国の賛成が必要。ロイター通信によると、７カ国が賛成しているが、残る８カ国は棄権する見通し。南スーダンの平和維持活動（ＰＫＯ）に陸上自衛隊を派遣する日本は「制裁を発動すれば、南スーダン政府を硬化させる」（外務省幹部）とみており、賛成しない方向で調整している。
　ライクロフト大使は「必要数に足りるかは分からない。採択されなければ（安保理）分裂のメッセージになる」と語った。（時事通信2016/12/22-06:44）
武器禁輸に反対か棄権へ＝対南スーダン、米提案に乗らず－日本
　政府は２１日、米国が国連安全保障理事会に提案した南スーダンに対する武器輸出禁止決議案について、反対か棄権の方向で調整に入った。米国が南スーダン政府軍と反政府勢力の衝突激化を懸念しているのに対し、日本は武器禁輸がかえって混乱を招き、国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊部隊のリスクが高まりかねないと判断しているためだ。日米の賛否が分かれれば、今後の両国の協力関係にも影響が出そうだ。
　菅義偉官房長官は２１日の記者会見で、「平和と安定のために何が必要かという観点から検討すべきだ。南スーダン政府の国民対話などの取り組みを後押しすることが重要だ」と述べ、武器禁輸に慎重な姿勢を示した。
　南スーダンでは、７月に政府軍と反政府勢力の戦闘が激化。民族間の対立も加わり政府軍が市民を襲う事件も発生した。国連は「全面的な内戦に陥る危機に直面している」と懸念を示し、武力行使の権限を持つ防護部隊を派遣する方針だ。
　このため、米国は武器禁輸の制裁を発動して事態の沈静化につなげたい考え。しかし、日本政府内には「実際に制裁を発動すれば南スーダン政府を硬化させる」（外務省幹部）との意見が根強い。現地で活動する陸自部隊には今月から安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」の任務が付与されており、政府軍を刺激して治安情勢が悪化するのを避けたいからだ。
　米国は安保理メンバーの各国に決議案への賛同を呼び掛けているが、採択は微妙な情勢。武器禁輸に否定的な日本の対応について、米政府は「理解できない」（パワー国連大使）と不満を募らせている。（時事通信2016/12/21-19:27）
政府、南スーダン制裁に反対方針　陸上自衛隊PKOへの影響懸念

共同通信2016/12/21 12:50

　政府は、米国が国連安全保障理事国に配布した対南スーダン制裁決議案が採決される場合、反対する方向で調整に入った。制裁により国連と南スーダン政府との対立を助長し、首都ジュバで国連平和維持活動（PKO）に参加する陸上自衛隊のリスクが高まると判断したとみられる。複数の政府関係者が21日、明らかにした。

　日本が米国主導の安保理決議案に反対すれば極めて異例。決議案採択に慎重姿勢の日本政府に対しパワー米国連大使は「理解できない」と批判していた。

　決議案は今後1年にわたり、南スーダン政府や反政府勢力への武器関連物資の輸出と軍事活動に関する財政支援禁止を盛り込んでいる。

外相 南スーダン制裁決議案は対話の後押しにならず
NHK12月22日 13時47分
岸田外務大臣は、国連安全保障理事会で議論されている南スーダンに武器禁輸などの制裁を科す決議案について、南スーダン政府の国民対話に向けた取り組みの後押しにはつながらないという認識を示したうえで、関係国に日本の立場への理解を求めていく考えを示しました。
南スーダンをめぐっては、国連安全保障理事会で、武器の流入を食い止め民族間の虐殺を防ぐためとして、政府軍や反政府勢力への武器禁輸などの制裁を科す決議案の議論が行われていて、アメリカのパワー国連大使は今月１９日、決議案に慎重な姿勢を示している日本の対応を批判しました。
これに関連して岸田外務大臣は、２２日の繰り上げ閣議のあと記者団に対し、「南スーダンに制裁措置を科すことが、平和と安定に資するかどうかという観点から検討が行われるべきだと考え、議論に臨んできた。南スーダン政府が進める国民対話の実施に向けた取り組みなどを後押しすることが重要だ」と述べ、制裁は南スーダン政府の国民対話に向けた取り組みの後押しにはつながらないという認識を示しました。
そのうえで、岸田大臣は「安保理の理事国の中で異なる考えを有している国があることも理解しているが、引き続きわが国の考え方をしっかり説明しながら協議に参加していきたい」と述べ、決議の採択を目指すアメリカなどの関係国に、日本の立場への理解を求めていく考えを示しました。
南スーダン制裁、週末採決へ　米主導の安保理決議案

共同通信2016/12/22 11:01

　【ニューヨーク共同】国連安全保障理事会（15カ国）が、南スーダンに対する武器禁輸を含む制裁決議案を23日に採決にかける方向で調整に入ったことが分かった。複数の安保理外交筋が21日、明らかにした。提案した米国は多数派工作を進めているが、非常任理事国の日本は慎重な立場を崩しておらず、採択されるかどうかは不透明だ。

　米国のパワー国連大使は南スーダンの民族間憎悪が虐殺行為につながると警戒を強めており、武器禁輸が有効だと主張している。

慎重姿勢の日本に不満表明＝南スーダン武器禁輸めぐり－米
　【ニューヨーク時事】パワー米国連大使は１９日、米国が提案する南スーダンへの武器輸出を禁止する国連安保理決議案に、日本などが慎重な姿勢を示していることについて「国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊を守る手段である武器禁輸を支持しないという論理は、非常に疑問だ」と述べ、不満を表明した。国連本部で記者団に語った。
　陸上自衛隊を南スーダンのＰＫＯに派遣している日本は、南スーダン政府を刺激することを避けるため、制裁発動に慎重な立場を取っている。
　パワー大使は「日本などは現地の人への影響を懸念しているが、（武器輸出が続いて）現地に良い効果があるということなのか」と述べた。（時事通信2016/12/20-01:29）
米大使に情報提供要請＝岸田外相
　岸田文雄外相は１９日、ケネディ駐日米大使と外務省で会談し、米軍の新型輸送機オスプレイ事故について十分な情報提供を要請した。ケネディ氏は対応に万全を期す考えを示した。（時事通信2016/12/19-23:55）
米大使、日本の慎重姿勢を批判　南スーダン制裁

共同通信2016/12/20 01:39
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19日、米ニューヨークの国連本部で記者会見する米国のパワー国連大使（共同）

　【ニューヨーク共同】米国が国連安全保障理事会に配布した対南スーダン制裁決議案に日本が慎重な姿勢を示していることについて、パワー米国連大使は19日の記者会見で「非常に不自然な考え方だ。理解できない」と述べ、批判した。米国が同盟国の日本の対応を公に批判するのは異例。

　パワー氏は南スーダンの事態を放置すれば「民族浄化」や「ジェノサイド（民族大量虐殺）」を招くとの危機感を抱いており、武器禁輸を含む制裁決議案の早期採択を目指している。

　日本は、首都ジュバで国連平和維持活動（PKO）に参加する陸上自衛隊のリスクが高まることを懸念し、制裁に難色を示している。

首相、「PKO分野で積極貢献」　国連加盟60周年シンポで表明

共同通信2016/12/19 21:40

　安倍晋三首相は19日、国連大学本部（東京都渋谷区）で開かれた日本の国連加盟60周年記念シンポジウムに出席し、南スーダンを含む国連平和維持活動（PKO）などの分野で積極的に貢献する意欲を表明した。「積極的平和主義を掲げ、PKOや（飢餓や貧困の解消を目標とする）人間の安全保障などで、これまで以上に貢献していく」と述べた。国連安全保障理事会の常任理事国入りを目指す考えも重ねて示した。

　首相はPKOへの一層の貢献のため、安全保障関連法を整備したと説明した。

対日情報協定「安保の土台に」＝ＴＨＡＡＤ早期配備を－韓国大統領代行
　【ソウル時事】韓国の黄教安大統領代行（首相）は２１日の国会答弁で、１１月に日本政府との間で締結した軍事


韓国の黄教安大統領代行（首相）＝９日、ソウル（ＡＦＰ＝時事）
情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）について、「北朝鮮の核脅威に対応するため、不可避な協定だ。わが国の安全保障の土台とならなければならない」と強調し、野党の見直し要求を一蹴した。
　黄代行は、今月１６日に行われた日韓防衛実務者協議でＧＳＯＭＩＡに基づく情報共有が行われ、「極めて重要な情報がわが方に提供された」と紹介。「韓米間の情報共有で足りない部分について、ＧＳＯＭＩＡを通じて補完していかなければならない」と指摘した。
　野党が先送りを求めている米最新鋭地上配備型迎撃システム「高高度防衛ミサイル」（ＴＨＡＡＤ）の韓国配備に関しても、北朝鮮の核・ミサイル開発が加速化、高度化している中で、「特別な対処が必要であり、できるだけ早く配備しなければならない」と訴えた。（時事通信2016/12/21-18:31）
日本の防衛費増額に警戒＝「脅威を誇張」と中国
【北京時事】日本の２０１７年度防衛予算案が過去最高の５兆１２５１億円となったことについて、中国外務省の華春瑩・副報道局長は２３日の記者会見で「日本は近年、いわゆる中国の脅威を誇張し、軍事力を高め続けている」として警戒感を示した。
　華副局長は「歴史的要因によって、日本の動向と真意に強い関心を持ち警戒する十分な理由がある」と述べた。
　また、日本政府が南京事件の関連資料を記憶遺産に登録した選考が不透明だとして、制度改善を求め、国連教育科学文化機関（ユネスコ）の分担金拠出を一時停止していたことについても「（制度改善は）ある国の政治的利益のためではない」と述べ、日本をけん制した。（時事通信2016/12/23-19:14）
三沢基地に無人偵察機＝警戒監視強化へ－防衛省
　防衛省は２１日、大型無人偵察機「グローバルホーク」３機を２０１９年度末から順次、航空自衛隊三沢基地（青森県三沢市）に配備すると発表した。尖閣諸島周辺など日本周辺の警戒監視能力の向上を図る。
　米空軍のグローバルホークは、航続時間が約３６時間で、高度約２万メートルでの飛行が可能。東日本大震災時には、東京電力福島第１原発における米国側の監視活動に使われた。
　防衛省は、同機の運用のため発足させる陸海空自の共同部隊も、三沢基地に配備する方向で検討している。同基地への配備の理由を「米国の部隊も駐留しており、運用のノウハウを得られやすい」と説明している。（時事通信2016/12/21-20:28）
グローバルホーク、１９年度末から三沢に
デーリー東北12月22日 09:00
　防衛省は２１日、米国から取得予定の無人偵察機グローバルホーク（ＲＱ４）３機を三沢市の航空自衛隊三沢基地に配備する方針を正式に発表した。２０１９年度末に１機を導入し、残り２機も米国からの取得状況に応じて順次、配備する。防衛省から連絡を受けた市は年明け以降、市議会の議論や各種団体との意見交換を踏まえ、受け入れの是非を判断する。　防衛省や市によると、三沢基地は規模的に余裕があり約３千メートルの滑走路を有すること、米軍が１４年度から夏場にＲＱ４を一時配備していることなどから、配備先に選定された。特に米軍の運用実績について同省は「飛行の安全性の担保につながる」と指摘している。　１７年度以降、格納庫の建設などに着手する予定。機体の操縦士や整備士といった要員の規模は未定だが、空自は米国で隊員に訓練を受けさせ、育成を図る。　２１日は東北防衛局の深澤雅貴局長や空自三沢基地の今城弘治司令らが市役所を訪れ、種市一正市長に配備計画を説明。種市市長は「市議会をはじめ市内各関係団体へ説明、意見を聞いて総合的に判断したい」とのコメントを出した。　一方、三沢基地周辺町内連合会の黒田進二会長（８０）は「事故や騒音など市民生活への影響が主眼だが、三沢の自衛隊機が情報収集することへの危機意識もある。これから住民の意見を聞いて集約したい」と話した。　ＲＱ４は地上からの遠隔操作で、民間機より高い高度１万５千メートル以上を飛行。広範囲で常時継続的な監視が可能となる。空自が導入する３機は画像偵察や電波等の傍受が可能なブロック３０型で、最新の同４０型より一つ前のモデル。離着陸時の騒音は戦闘機に比べ低いとされる。
防衛省 大型無人偵察機を三沢基地に配備へ
NHK12月21日 22時11分
防衛省は、日本周辺での警戒監視を強化するため初めて導入する大型の無人偵察機、「グローバルホーク」について、平成３１年度末までに青森県の三沢基地に配備することを決めました。
防衛省は、アメリカで開発された大型の無人偵察機、「グローバルホーク」について、２年前、自衛隊に導入することを決め、配備先を検討していました。
その結果、平成３１年度末までに青森県にある航空自衛隊三沢基地に１機配備することを決め、２１日、三沢市に伝えました。理由として、防衛省は、敷地の広さや滑走路の長さが十分なことや、アメリカ軍が三沢基地にグローバルホークを飛来させ運用した実績があることなどを挙げています。
グローバルホークは、全長がおよそ１５メートル、翼の端から端までの長さがおよそ４０メートルの大型無人機で、地上からの無線操縦により３６時間連続で飛行できるほか、高性能の赤外線カメラを使って高度２万メートルの上空から監視できるということです。
防衛省は、合わせて３機を三沢基地に配備する計画で、機体の安全性などについて青森県や三沢市に説明することにしています。
米艦防護、政府が運用指針＝安保法で自衛隊に新任務
　政府は２２日の国家安全保障会議（ＮＳＣ）で、平時や武力攻撃に至らない「グレーゾーン事態」の際に米軍艦船などを守る「武器等防護」の運用指針を決めた。安全保障関連法に基づく新たな任務で、自衛隊が武器を使用して他国軍の艦船などを防護できるようになる。南スーダンに派遣した陸自部隊への駆け付け警護を含む新任務付与に続くもので、安保法の運用が一段と本格化する。
　稲田朋美防衛相は２２日の閣議後記者会見で「日米同盟の抑止力、対処力が一層強化され、わが国の平和と安全がより確保される」と強調した。
　指針は、安保法制整備の一環で改正された自衛隊法９５条に関するもので、米軍だけでなく、日本と緊密な防衛関係にある他国軍隊も対象。日本の防衛に資する共同訓練を含む活動に従事する他国軍隊の艦船などを、武力攻撃に至らない侵害から防護するため必要最小限の武器使用を認めた。
　具体的な活動としては、（1）弾道ミサイルの警戒を含む情報収集・警戒監視活動（2）日本の平和・安全に重要な影響を与える事態での輸送・補給活動（3）日本防衛に必要な能力を向上させるための共同訓練－を例示している。
　防護の実施に当たっては、他国軍隊からの要請に基づき、防衛相が「主体的に判断する」と明記。ただし、他国軍隊からの要請が初めての場合や、防護が第三国の領域である場合などはＮＳＣでの審議を求めた。緊急の要請で時間的余裕がない場合はＮＳＣへの事後報告も認めた。（時事通信2016/12/22-10:33）
自衛隊の米艦防護、運用を開始　北ミサイル警戒活動で

共同通信2016/12/22 12:28

　政府は22日、国家安全保障会議（NSC）の9大臣会合を開き、自衛隊が平時から米国の艦艇などを守る「武器等防護」の運用指針を決定した。安全保障関連法に基づく新任務。北朝鮮による弾道ミサイル発射への警戒監視活動などで米軍と連携を図る。22日から運用を始める。

　南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に派遣中の陸上自衛隊は今月12日から安保法に基づき「駆け付け警護」などの遂行が可能となっており、自衛隊の海外任務拡大は本格的な段階に入る。

　安保法施行前、武器等防護は自衛隊が攻撃を受けた場合に限り武器使用が可能だったが、施行後は他国軍にも対象を広げた。

平時から米艦防護＝トランプ政権に理解促す－安保法・運用指針
　政府は２２日の国家安全保障会議（ＮＳＣ）で、平時から有事に至らない「グレーゾーン事態」にかけて、自衛隊が米軍の艦船などを防護する際の運用指針を決定、同日から運用を開始した。自衛隊と米軍の切れ目のない連携により、抑止力を高めるのが目的。来年１月に発足するトランプ次期米政権に対し、日米同盟の重要性について理解を促す狙いもある。
　１１月に閣議決定した「駆け付け警護」に続き、安全保障関連法に伴う自衛隊の新任務の第２弾で、同法の運用が一段と本格化する。
　指針では、武器使用を必要最小限にとどめることを明記。具体的な活動として米イージス艦が北朝鮮の発射する弾道ミサイルの警戒監視を行う場合や、日米共同訓練などの場面を想定。「米国の戦争に巻き込まれる」との懸念を踏まえ、他国軍から要請があった場合は、防衛相が実施可否を「主体的に」判断することを明確にした。
　米軍から初めて要請を受ける場合や、第三国の領域内で活動する場合は、高度な政治判断を求められる。こうした際は首相がＮＳＣを開催して審議することとした。放置すれば日本が攻撃される恐れのある「重要影響事態」下での実施は、首相が対応措置に関する基本計画に明記し、閣議決定の手続きを踏む。
　自衛隊や他国軍部隊が侵害行為を受けるなど特異事象が発生した場合は、速やかに公表することも盛り込んだ。ただ、活動地域や実施状況に関しては「自衛隊や米軍の活動を推察させ、安全を損なう恐れがある」として公表しない方針だ。
　トランプ次期米大統領は、在日米軍駐留経費の日本側負担が少ないと不満を示すなど、同盟関係の先行きには不透明感が漂っている。安倍政権は、新たな事態を想定した日米合同訓練を実施するなど安保法に基づく取り組みを進め、同盟国として存在感を示したい考えだ。（時事通信2016/12/22-19:59）
政府 外国艦船防護の指針決定 運用開始へ
NHK12月22日 11時07分
政府は、２２日のＮＳＣ＝国家安全保障会議の閣僚会合で、安全保障関連法で可能になった、弾道ミサイルの警戒監視を行うアメリカ軍の艦船などを守る新たな任務について、実施するための指針を決定し、運用が開始されることになりました。
ことし３月に施行された安全保障関連法では、共同訓練や弾道ミサイルの警戒監視など、日本の防衛のために活動しているアメリカ軍の艦船などを自衛隊が警護し、武力攻撃に至らない、いわゆるグレーゾーン事態などが起きた際には、武器を使って守れるようになりました。
これを受けて政府は２２日、総理大臣官邸でＮＳＣ＝国家安全保障会議の閣僚会合を開き、新たな任務を実施するための指針を決定しました。
指針では、防衛大臣の任務実施の判断をめぐって、アメリカ軍などから初めて警護の要請があった場合や、第三国の領域での要請があった場合などは、ＮＳＣの閣僚会合を開いて審議するとしています。
さらに、ＮＳＣを補佐する幹事会を機動的に開催するほか、すべての要請に関する情報を関係省庁で共有して緊密に連携するとしていて、任務の実施中に特異な事象が発生した場合は防衛大臣が速やかに公表するとしています。
政府は、新たな任務の運用が開始されることで、自衛隊とアメリカ軍の連携がいっそう深まり、日米同盟の強化につながるなどとしています。
防衛相 日米同盟に資するもの
稲田防衛大臣は閣議のあと記者団に対し、「今までは、日本の艦船などが攻撃された時は守れるが、隣で活動している同盟国が攻撃されたとしても守ることはできないという状況の中で、守れるものは守るということなので、日米同盟に資するものだ」と述べました。
しんぶん赤旗2016年12月23日(金)

「米艦防護」を運用開始　戦争法に基づく新任務

　政府は２２日の国家安全保障会議（ＮＳＣ）で、平時や武力攻撃に至らない「グレーゾーン事態」の際に米艦船などの防護を行う「武器等防護」の運用指針を決めました。まず米軍を対象として、同日、運用を開始しました。

　安保法制＝戦争法に基づく新たな任務で、南スーダンに派遣した陸自部隊への「駆け付け警護」を含む新任務付与に続くもの。米軍・自衛隊の一体化がより加速することになると同時に、米軍の戦争に巻き込まれる危険が高まります。

　指針は、安保法制整備の一環で改定された自衛隊法９５条に関するもので、米軍だけでなく、他国軍隊も対象。具体的にはオーストラリア軍を念頭に置いています。

　具体的な活動としては、(1)弾道ミサイルの警戒を含む情報収集・警戒監視活動(2)「地球規模で米軍の戦争を支援する重要影響事態」での輸送・補給活動(3)共同演習―を例示しています。

　防護の実施に当たっては、他国軍隊からの要請に基づき、防衛相が「主体的に判断する」と明記しました。しかし、実際は米軍の情報に依存しての「判断」となります。

　また、他国軍隊からの要請が初めての場合や、防護が第三国の領域である場合などはＮＳＣでの審議を求めました。緊急の要請で時間的余裕がない場合はＮＳＣへの事後報告も認めました。

米原子力潜水艦の寄港回数 佐世保港は過去最多に
NHK12月22日 13時47分
アメリカ海軍の原子力潜水艦が、２２日に長崎県の佐世保港に寄港し、佐世保への年間の寄港回数がこれまでで最も多い２４回となりました。専門家は、中国の海洋進出に伴って寄港が増えているのではないかとしています。
２２日午前１０時半ごろ、アメリカ海軍の攻撃型原子力潜水艦「アレキサンドリア」（６９００トン）が、長崎県にある佐世保港の赤崎岸壁に接岸しました。
外務省から地元の佐世保市に入った連絡によりますと、寄港の目的は乗組員の休養や物資の補給などのためだということです。
アメリカ海軍の原子力潜水艦が佐世保港に寄港するのはことし２４回目で、佐世保港に原子力潜水艦が初めて寄港した昭和３９年以降、年間の寄港回数が最も多くなりました。
寄港回数が過去最多となったことについて、在日アメリカ軍の活動を調査しているＮＰＯピースデポの梅林宏道特別顧問は「中国の海洋進出に伴って、アメリカの原子力潜水艦がデータを収集したり空母などの艦艇を護衛したりする活動が増えているため、佐世保への寄港が増えているのではないか」と指摘しています。
トランプ次期大統領 就任まで１か月
ＮＨＫ12月20日 6時55分
アメリカのトランプ次期大統領の就任式が１か月後に迫りました。首都ワシントンでは就任式の準備が進む一方、トランプ氏の就任に反対する市民団体が大規模な抗議デモを呼びかけています。
アメリカでは、先月の大統領選挙で選ばれた全米各州とワシントンの選挙人、合わせて５３８人による投票が１９日に行われていて、トランプ氏がまもなく第４５代大統領に正式に選出される見通しです。
ワシントンでは、１か月後の来月２０日に行われる就任式に向け、連邦議会議事堂の前にステージを設置する作業が進められています。
また、ホワイトハウス近くの土産物店の店頭では、オバマ大統領の関連商品に代わって、トランプ次期大統領の名前が書かれたＴシャツやマグカップなどが大量に並べられ、一足先に主役が交代した形です。
一方、トランプ氏の就任に反対する市民団体は、就任式の日に合わせて大規模な抗議デモを行う予定です。
就任式やパレードには、観光客を含めおよそ１００万人が訪れる可能性があるということで、当日は厳しい警備が敷かれる予定です。
就任式に向け抗議デモの動き
アメリカの首都ワシントンでは１７日、トランプ次期大統領の就任に反対するデモが行われました。
デモにはおよそ２００人が参加し、「トランプ氏は人種差別主義者で大統領にふさわしくない」などと訴えました。
そして１９日に大統領を正式に選出する全米５０州と首都ワシントンの選挙人に向け、トランプ氏に投票しないよう呼びかけました。
ワシントンでは来月２０日の就任式に合わせて、移民や女性への差別などに反対するさまざまな団体がトランプ氏に抗議するデモを行うことを計画しています。
そのうちの１つの団体は１７日、メンバーがワシントンの街頭に出て「トランプ氏の政策にＮＯと声を上げよう」と書かれたポスターを貼ったり、ビラを配ったりして市民にデモへの参加を呼びかけました。
主催者のナディア・マーシュさんはＮＨＫの取材に、「私たちは来月２０日にトランプ氏の政策にＮＯと言う。何万、何十万もの人に参加してほしい。われわれは闘い続ける」と話していました。
新政権の２本柱 経済復活と強い安全保障
トランプ氏の上級アドバイザーを務めたジャック・キングストン前下院議員はＮＨＫのインタビューに対し、トランプ新政権が目指す大きな柱は「国内経済の復活と強い安全保障政策」だと説明しています。
このうち経済についてキングストン氏は「トランプ氏は、アメリカに再び多くの製造業を復活させたいと考えている。彼の意図は国際経済からの撤退ではない」としています。
そのうえで、ＮＡＦＴＡ＝北米自由貿易協定については、「トランプ氏は以前はＮＡＦＴＡを破棄すると主張したが、今ではその主張は変え、アメリカの雇用を有利にするため、ＮＡＦＴＡを修正したいと考えている」とする一方で、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定については、「ＴＰＰは今回の大統領選では民主党も共和党も反対した。私はＴＰＰは現在の形では死んでいると思う。トランプ氏は２国間の貿易協定に乗り出すかもしれない」と指摘しました。
また、トランプ氏が掲げるアメリカ第一主義について、キングストン氏は「アメリカの利益を促進することをもっと現実的に追求するということだ。例えば、アメリカは世界最大の食糧ドナー国だが、アメリカへの敬意を払わない国にはあげたくないということだ。われわれは世界の警察官ではないし、ましてや世界のサンタクロースでもないのだ」と述べました。
そして、外交・安全保障については「中東をさらに安定化させるためには、過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートを打倒するために協力する国が必要だ。その意味ではロシアとも協力できるだろう」と述べました。
また対中国政策について、トランプ氏が正式な外交関係のない台湾の蔡英文総統と電話で直接会談したことを指摘し、「オバマ大統領がアメリカのキューバ政策を見直したように、トランプ氏も台湾に対する政策を変える権利がある。あの電話会談はトランプ氏が台湾との関係をいくらか変えようとする現れだろう」と説明しました。
そのうえで、「トランプ次期政権は中国の海洋進出や為替の違法操作、サイバー攻撃などを懸念している。日本はわれわれの重要な同盟国であり、その重要な役割はさらに増すことになるだろう。トランプ氏と安倍総理大臣がすでに会談を行い、このあとも２人が会談する予定があるということだが、日本にとって非常に良好なサインだ」と述べ、トランプ新政権は日米関係を重視すると強調しました。
トランプ氏 主張に一部変化も
トランプ次期大統領の主張をめぐっては、大統領選挙のあとも維持しているものがある一方、変化が見られるものもあります。
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定については先月２１日、就任から１００日以内に取り組む政策課題の１つに挙げ、「アメリカにとって大きな災難となるおそれがあるＴＰＰ協定からの離脱を表明する」と述べ、来月２０日の就任初日に離脱を表明すると改めて明言しています。
また移民やテロ対策として、「メキシコとの国境に壁を築く」とする主張も、その後も繰り返し強調しています。
一方で、選挙戦では大統領に就任したら、民主党のクリントン前国務長官のメール問題を捜査させると訴えていましたが、大統領選の勝利後、アメリカメディアのインタビューに対し、「クリントン氏の一家を傷つけたくない」などと述べ、この問題をめぐって訴追を望んでいない姿勢を示しました。
また選挙戦のさなか、トランプ氏はアメリカのメディアのインタビューに対し、北朝鮮に対抗するため日本などが核兵器を保有することを容認する発言をしましたが、その後、事実上みずからの発言を撤回したと見られています。
一方、トランプ氏は選挙戦では、オバマ政権の医療保険制度改革、いわゆるオバマケアについて「全面的に廃止する」としていましたが、選挙に勝利したあと、一部の制度を維持することを検討する考えも示しました。
また地球温暖化対策をめぐっても、国際的な枠組み、パリ協定から脱退する意向も示していたのに対し、その後、「先入観を持たずに取り組む」と述べ、柔軟姿勢に転じる可能性も示唆していました。
ただ、トランプ氏は閣僚人事で、厚生長官にオバマケアに強く反対してきたプライス下院議員の起用を、また温暖化対策でも、環境保護局長官やエネルギー長官に温暖化対策に消極的な人物を起用すると発表しており、トランプ氏が選挙戦で掲げてきた方針には大きな変更はないと受け止められています。
主要ポストに異例の顔ぶれ
この１か月間、トランプ次期大統領は新政権の閣僚人事に集中的に取り組み、主要ポストの人選を固めてきました。
トランプ氏は自宅があるニューヨーク・マンハッタンのトランプタワーに拠点を構え、面会に訪れる閣僚の候補者や各界の著名人の姿は連日、テレビで放送され、トランプ氏自身も時折、ツイッターで選考の状況を発信するなど、閣僚人事は「劇場型」ともいえる様相を見せました。
また新政権を担う主要ポストの陣容も、歴代の政権に比べ異例の顔ぶれとなりました。
外交を担う国務長官には、大手エネルギー企業、エクソンモービルのＣＥＯとしてロシアとの取引もまとめたティラーソン氏を起用。
また財務長官と大統領への経済政策の助言役となる国家経済会議の委員長には、大手金融機関、ゴールドマン・サックスの元幹部や社長を起用し、民間企業のトップやウォール街の実業家を登用する人事が目立っています。
さらに国防長官にはマティス元アメリカ中央軍司令官を、ホワイトハウスの安全保障担当の補佐官にフリン元国防情報局長官を指名するなど、軍出身者からの起用も相次いでいます。
こうした人選には、トランプ氏が選挙期間中から公約に掲げる既存の政治勢力の一掃を印象づける狙いもあると見られます。
一方で一部のアメリカのメディアが、大富豪を意味するジリオネア、新政権への登用が目立つゴールドマン・サックス、英語で将軍という意味のジェネラルのそれぞれの頭文字Ｇをとって、３Ｇ政権と名付けるなど、人選が大金持ちや元軍人に偏っているという批判的な見方も出ています。
「核能力を強化・拡大」＝トランプ氏が主張－米


報道陣に話すトランプ次期米大統領＝２１日、フロリダ州パームビーチ（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】トランプ次期米大統領は２２日、ツイッターで「世界が核に関して思慮分別をわきまえるまで、米国は核能力を大幅に強化・拡大しなければならない」と主張した。トランプ氏の発言は「核兵器なき世界」を目指すオバマ大統領の取り組みと逆行している。
　トランプ氏は「核拡大」発言の趣旨や背景について、詳しく述べていない。ロイター通信によると、トランプ氏の報道官は「核の拡散を防ぐ必要があるという意味だ」と説明した。
　ロシアのプーチン大統領はこれに先立ち、軍高官らを集めた会合で「戦略的核戦力の能力を強化する必要がある」と述べていた。トランプ氏の発言がこれに直接反応したものかどうかは不明だ。　
　オバマ大統領は２００９年４月にプラハで行った演説で「核兵器のない平和で安全な世界を追求する」と明言。今年５月には、現職の米大統領として初めて被爆地・広島を訪問した。
　世界の核兵器の９割以上を保有する米ロ両国はこれまで、冷戦終結を受けて核兵器の削減を進めてきた。ただ、１１年２月に新戦略兵器削減条約（新ＳＴＡＲＴ）を発効させたものの、米ロ関係の悪化から新たな核軍縮交渉は停滞している。（時事通信2016/12/23-14:23）
トランプ氏「核戦力強化」　プーチン発言に対抗か

共同通信2016/12/23 23:01

　【ワシントン共同】トランプ次期米大統領は22日、「米国は核戦力を大幅に強化し、拡大しなければならない」とツイッターに投稿した。ロシアのプーチン大統領が自国の核戦力強化を訴えた同日の発言に対抗した可能性がある。

　MSNBCテレビは23日、真意を確認しようとした同テレビにトランプ氏が「軍拡競争をしよう」と語ったと報じた。世界最大の核保有国の次期指導者が米ロの新たな核軍拡競争を示唆した発言で、議論を呼ぶのは必至だ。

　トランプ氏の報道担当者はツイッターの投稿を受けた22日、「力による平和を追求するために核抑止力を向上させる必要性を強調した」と説明。

トランプ次期大統領「核能力の強化 拡大を」と投稿
NHK12月23日 12時52分
アメリカのトランプ次期大統領は、核戦力について「世界が核に対する理性を取り戻すまで大幅に強化、拡大しなければならない」とツイッターに投稿し、オバマ大統領のもとで核軍縮を目指してきたアメリカの核政策が今後、変わるのか、大きな関心が集まっています。
アメリカのトランプ次期大統領は２２日、核戦力について「世界が核に対する理性を取り戻すまでアメリカは核能力を大幅に強化、拡大しなければならない」とツイッターに投稿しました。
これについて、トランプ氏の報道担当者はメディアの取材に対して「力による平和を追求するため抑止力の近代化の必要性を強調したものだ」と答え、核抑止力を重視する姿勢を示す狙いがあったとしています。
一方、この投稿に先立って、ロシアのプーチン大統領は、軍の幹部を前に核兵器の近代化の重要性を強調していて、アメリカメディアは、選挙期間中、アメリカの核戦力の近代化がロシアに遅れをとっていると主張していたトランプ氏がこの発言に反応したのではないかという見方を伝えています。
トランプ氏の今回の発言をめぐっては、「核兵器なき世界」を掲げるオバマ大統領のもとで核軍縮を目指してきたアメリカの核政策が今後、変わるのか、大きな関心が集まっています。
「本当に残念で悔しい」
アメリカのトランプ次期大統領が「核能力を大幅に強化、拡大しなければならない」とツイッターに投稿したことについて、広島で被爆し、日本被団協＝日本原水爆被害者団体協議会の代表理事を務める箕牧智之さんは、ＮＨＫの取材に対し、「核兵器の近代化を目指すような今回の投稿は、本当に残念で悔しい」と述べました。
そのうえで、「アメリカとロシアという核兵器を持つ２つの大国が核兵器を近代化するような政策をとれば、ほかの核保有国も同じような政策をとるようになるだろう。そうなれば世界はどうなってしまうのかと不安でいっぱいだ。トランプ氏には、どうか核兵器に頼らない平和の構築を考えてもらいたい」と話していました。
しんぶん赤旗2016年12月24日(土)

「核戦力を強化・拡大」　トランプ氏　ツイッターで発信

　【ワシントン＝遠藤誠二】トランプ次期米大統領は２３日、「核兵器に関して世界が分別を取り戻すまで、米国は核戦力を強化、拡大しなければならない」とツイッターを通じて表明しました。どのような意図か詳細は不明ですが、ロシアのプーチン大統領も同日、戦略核兵器の強化を打ち出したばかり。米ロの二大核保有国が核軍拡路線を肯定したもので、波紋を呼びそうです。

　トランプ氏は、クリスマス休暇先のフロリダ州から発信しました。核兵器をめぐっては、オバマ大統領が就任直後の２００９年４月にプラハでの演説で、「核兵器のない世界」の実現に触れましたが、トランプ氏はあからさまに核軍拡を主張しました。

　トランプ政権移行チームのミラー報道担当は２３日、「トランプ氏が述べたのは、核兵器が特にテロ組織や不安定な『ならず者政権』の手に拡散することの脅威であり、それを防ぐことが決定的に必要ということだ」「力によって平和を追求する上で必須な方策として、抑止能力の改善、近代化の必要性を強調した」と語りました。

　トランプ氏は前日、ミサイル防衛局長ら国防総省幹部、空軍幹部、ロッキード・マーチン、ボーイングという国防分野での二大契約企業幹部と相次いで会談しています。

　大統領選挙でトランプ氏は、「米国の核兵器計画はロシアに遅れを取ってしまった。ロシアは自分たちの核開発に奔走している。それは良くないことだ」「核兵器に関して、米国は古く、疲弊し、消耗し切っている」（ヒラリー・クリントン候補との２回目の討論）と述べ、核兵器の近代化を主張しています。

　また大統領選中には、核兵器の使用を「排除することはない」と主張、日本は核武装も含めて北朝鮮から自衛したほうがいいと述べるなど物議をかもしました。

核戦力強化の必要＝軍事大国アピールか－ロ大統領


２２日、モスクワで、軍関連の会合に臨むロシアのプーチン大統領（ＥＰＡ＝時事）
　【モスクワ時事】ロシアのプーチン大統領は２２日、軍高官らを集めた会合で「戦略的核戦力の能力を強化する必要がある」と述べ、核ミサイルの強化などに取り組むよう求めた。
　大統領は特に「ミサイル防衛システムを突破できる（核）ミサイル」の必要性を強調した。シリア北部アレッポでロシア軍が支援するアサド政権軍が反体制派に事実上勝利するなどしており、大統領の発言には、軍事大国としてのロシアの存在感をアピールする狙いもありそうだ。
　会合は今年のロシアの軍事活動を総括する目的で行われた。大統領は「われわれは世界における力の均衡と政治・軍事的状況の変化を注意深く見なければならない」と指摘。ロシア国境で軍事的脅威があった場合、直ちに対応するよう軍関係者に求めた。（時事通信2016/12/22-22:28）
プーチン大統領 ミサイル防衛に対抗し核戦力向上の考え
NHK12月24日 7時46分
アメリカが世界各地で計画を進めるミサイル防衛システムへの不信感を強めているロシアのプーチン大統領は、自国の核戦力を向上させると述べ、ミサイル防衛システムを突破できる攻撃能力の強化を図る考えを改めて強調しました。
ロシアのプーチン大統領はモスクワで２３日、１年を締めくくる記者会見を開き、アメリカがヨーロッパやアジアで計画を進めるミサイル防衛システムについて言及しました。この中で、プーチン大統領は「ミサイル防衛システムを突破する観点からも、核戦力を向上させる」と述べ、戦略爆撃機や核ミサイルを搭載できる原子力潜水艦などの兵器を改良し、攻撃能力の強化を図る考えを改めて強調しました。
そのうえで、「ミサイル防衛システムを作るよりも、攻撃能力を強化するほうがはるかに効果的だ」と述べ、アメリカとロシアの核戦力のバランスは維持できると自信を示しました。ミサイル防衛システムをめぐってロシアは、アメリカの狙いはロシアの核戦力を無力化することだと不信感を強め、世界と地域の安定を危うくすると強く反発しています。
一方、プーチン大統領は、アメリカのトランプ次期大統領について「どうしたら米ロ関係が改善できるか一緒に考えている」と述べ、アメリカとの関係改善を進めたいという考えを示しました。
次の大統領選 立候補するか未定
ロシアのプーチン大統領は４時間近くにわたって行った記者会見の中で、再来年の３月に予定されている次の大統領選挙について答え、「ロシア国内と世界の状況を見極めて、それまでの実績とわれわれができること、さらにどのように行うべきかということに基づいて立候補するかどうかを決める」と述べ、自身が立候補するかどうかは今の時点では決めていないとしています。
また、先週、プーチン大統領が訪日して行われた日ロ首脳会談については、日本のメディアの質問に応じなかったこともあり、言及しませんでした。
真珠湾攻撃の生存者ら招待＝安倍首相訪問「和解がテーマ」－米高官
　【ワシントン時事】米国家安全保障会議（ＮＳＣ）のクリテンブリンク・アジア上級部長は２１日、ワシントン市内で記者会見し、安倍晋三首相とオバマ大統領が２７日（日本時間２８日）にハワイ・真珠湾で行う慰霊式典に、日本軍による真珠湾攻撃の生存者や第２次大戦の退役米軍人らを招待すると明らかにした。
　クリテンブリンク氏は、一連の行事について「和解が重要なテーマになる」と強調。生存者らの出席に関し「大統領の広島訪問で招かれた被爆者と同じで、（その意義は）とても力強いものとなる。両国の今日の指導者との交流があればよいと思う」と語った。
　日米首脳は２７日午前（同２８日早朝）に首脳会談を行い、「同盟の強さ」を確認。日本軍の攻撃で沈没した戦艦アリゾナの記念館で献花した後、それぞれ所感を述べる。大統領の記者会見は予定されていない。
　クリテンブリンク氏は、オバマ大統領は所感で「和解の力に焦点を当てる。（首相の真珠湾訪問は）日米両国が苦しい歴史をいかに乗り越えて、最も緊密な同盟国、友人になれるかという証左であることを語る」と述べた。（時事通信2016/12/22-12:06）
首相の真珠湾慰霊 捕虜になった元米兵の団体も出席へ
NHK12月24日 4時52分
安倍総理大臣が来週、アメリカのオバマ大統領と真珠湾攻撃の犠牲者を慰霊する際、太平洋戦争中に旧日本軍の捕虜となった元アメリカ兵の関係団体が、ホワイトハウスから招待を受けて立ち会うことになりました。
安倍総理大臣は、来週２６日からハワイを訪れ、２７日にオバマ大統領と首脳会談を行うとともに、太平洋戦争の発端となった７５年前の旧日本軍による真珠湾攻撃の犠牲者を慰霊します。
これについて、太平洋戦争中にフィリピンで旧日本軍の捕虜となった元アメリカ兵やその家族で作る団体はＮＨＫの取材に対し、両首脳が真珠湾のアリゾナ記念館で献花したあと所感を述べる場に立ち会うことを明らかにしました。ホワイトハウスから招待を受け、団体の会長で元捕虜の娘のジャン・トンプソンさんなどが出席するということです。
トンプソン会長は、「歴史的な式典に招かれ、とても光栄だ。日米同盟はかつての敵国が今は強い同盟国であることを示す世界の模範だ」と述べました。ホワイトハウスは、両首脳が所感を述べる場に、当時真珠湾で攻撃を受けた元兵士や太平洋戦争を経験した退役軍人なども招待していて、日米両国の和解や日米同盟の重要性を内外に発信したい考えです。
真珠湾訪問「日米の醜態」＝北朝鮮紙
　【ソウル時事】北朝鮮の朝鮮労働党機関紙・労働新聞は２２日、安倍晋三首相の米ハワイ・真珠湾訪問について「『平和』欺瞞（ぎまん）劇の幕を開けるための日米の醜態だ」とこき下ろした。さらに、日米同盟は「抑止力ではなく、戦争勃発の根源だ」と訴え、同盟強化は「日米に悲惨な結果をもたらす」と主張した。
　同紙は、オバマ米大統領の５月の広島訪問にも触れ、真珠湾訪問が「米国のアジア太平洋支配と日本の再侵略の野望に合わせた筋書きだ」と批判した。（時事通信2016/12/22-16:19）
真珠湾「全ての犠牲者」追悼へ＝安倍首相、日米和解アピール
　安倍晋三首相は２７日（日本時間２８日）の米ハワイ・真珠湾訪問で予定する演説について、日米が戦端を開いた１９４１年の真珠湾攻撃の「全ての犠牲者を追悼する」ことを表明する方向で調整に入った。首相は今回の訪問で日米の和解をアピールしたい考えで、先の大戦への「痛切な反省」を表明した昨年４月の米議会演説も踏襲する。
　菅義偉官房長官は２１日の記者会見で、首相の演説について、「二度と戦争の惨禍を繰り返してはならないとの決意を未来に向けて示し、日米和解の価値を発信する機会になる」と語った。
　首相はハワイで、オバマ大統領とともに真珠湾のアリゾナ記念館を訪れ、献花し慰霊。演説も行う。（時事通信2016/12/21-19:43）
日米首脳「和解の力」訴えへ　真珠湾訪問時の所感で米政府高官

共同通信2016/12/22 08:48
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安倍晋三首相（左）、オバマ米大統領（UPI＝共同）

　【ワシントン共同】米国家安全保障会議（NSC）のクリテンブリンク・アジア上級部長は21日記者会見し、オバマ大統領と安倍晋三首相が真珠湾訪問時に示す所感で、戦火を交えた日米が同盟国に変容した「和解の力」を訴えると明らかにした。旧日本軍による真珠湾攻撃を生き延びた退役軍人らが一連の行事に参加する方向で調整しているという。

　日米両首脳は27日、1941年12月の攻撃で沈没した米戦艦の上に立つ「アリゾナ記念館」で犠牲者を慰霊し、所感を述べる予定。安倍氏と元米兵が対面する可能性もあり、日米両政府は「歴史の克服」のメッセージを発信したい意向だ。

真珠湾訪問、過去に３首相　ハワイ報知社が報道
静岡新聞2016/12/23 07:55

１２月２２日付ハワイ報知紙面
　今月２６、２７日（現地時間）に予定される安倍晋三首相の米ハワイ・真珠湾訪問を巡り、静岡新聞社の関連会社のハワイ報知社が、現地２２日付ハワイ報知で、実際は鳩山一郎首相と岸信介首相も真珠湾を訪問していることが６０年前の記事から分かったと報じた。吉田茂首相も１９５１年に真珠湾に面した米太平洋艦隊司令部を訪れていたことを、政府が１６日に記者会見で明らかにした。当初、今回が現職首相として初の真珠湾訪問とされていたが、既に３人の首相が真珠湾を訪問していたことになる。
　＞真珠湾攻撃翌日の「ハワイ報知」を復刻
　ハワイ報知によると、鳩山首相は５６年１０月、モスクワでの日ソ交渉を終えた帰途、同２９日に真珠湾を訪問した。翌３０日付「布哇（ハワイ）報知」は、「鳩山首相きのう真珠湾を訪問」の見出しで記事と写真を掲載しているという。

岸信介首相のハワイ訪問を伝える「ハワイ報知」英語版（１９５７年６月２９日付、ハワイ報知社提供）
　岸首相は５７年６月、アイゼンハワー大統領との会談で訪米した際、同２８日に真珠湾を訪れた。翌２９日付「ハワイ報知」英語版のほか、他紙もその様子を伝えているという。
　２２日付ハワイ報知には「鳩山、岸両首相とも『礼砲の歓迎』と『儀仗兵の閲兵』が行われており公式の訪問と見られる」との見解も掲載。真珠湾攻撃から７５年の節目の慰霊訪問が、記憶に埋もれたかつての真珠湾訪問にも脚光を当てている。
　■識者、安倍氏と違い指摘「外遊の主目的でない」
　鳩山一郎氏と岸信介氏が現職首相当時に真珠湾を訪れていたと静岡新聞社の関連会社のハワイ報知社が報じたことについて、静岡県内識者は２２日、既に訪問歴が明るみに出ている吉田茂氏と鳩山、岸両氏は他の外交日程の後に立ち寄ったと指摘し、「真珠湾を訪ねること自体を外遊の主目的にした安倍晋三首相とは異なる」との見方を示した。
　政府は当初、１２月下旬に予定される安倍首相のハワイ訪問について「現職首相が真珠湾を訪れるのは初めて」と説明していた。複数のメディアも「現職首相の訪問は初」と報じていたが、菅義偉官房長官が１６日の記者会見で、１９５１年に当時の吉田首相がハワイに立ち寄った際、真珠湾に面した米太平洋艦隊司令部を訪れていたと述べ、修正を図った。さらにハワイ報知の報道で、５６年に鳩山首相、５７年に岸首相がそれぞれ真珠湾に立ち寄っていたことが分かった。
　■報じられていない新事実　鈴木宏尚静岡大准教授
　鳩山一郎首相と、安倍晋三首相の祖父・岸信介首相が在職中に真珠湾を訪れていたのは日本では報じられていなかった新事実である可能性が高い。ハワイ報知によると、鳩山は１９５６年１０月、モスクワでの日ソ共同宣言調印の後、欧州・米国経由で帰国する途中、ホノルルに寄港し、真珠湾を訪問した。岸は５７年６月に訪米し、当時のアイゼンハワー大統領と会談した帰路に訪問した。
　今回安倍首相の真珠湾訪問について、政府もメディアも当初「現職としては初」を疑わなかった。
　だが、過去の首相の訪問が忘れられ、安倍首相の訪問が注目を集めたのはどうしてか。考えられる理由として、真珠湾を訪問した歴代の首相たちはそれ自体を目的として外遊したわけではなかったことが挙げられる。
　戦後現職の首相として最初に訪問した吉田茂首相は５１年９月、サンフランシスコ講和会議への出席の帰路、真珠湾を訪れた。吉田は日本の独立、鳩山は日ソ国交回復、岸は安保改定への布石という外交成果を上げて、その帰路に立ち寄った。それぞれ思うところがあり、訪れたのだろう。
　これに対し今回の安倍首相の場合、真珠湾訪問自体が目的となっている。日米同盟の強固さを国内外にアピールする狙いがあるのだろうが、訪問が象徴的なものに終わらず、具体的な成果となることを期待したい。
駐日大使に元中国大使推薦＝トランプ氏側近－ＮＹタイムズ
　【ワシントン時事】米紙ニューヨーク・タイムズ（電子版）は２１日、トランプ次期大統領の首席戦略官・上級顧問に任命されたバノン氏が駐日大使として、オバマ政権で中国大使だったジョン・ハンツマン氏（５６）を推薦したと報じた。ただ、反対している側近もいるという。
　ハンツマン氏はブッシュ前政権で通商代表部（ＵＳＴＲ）次席代表を務め、２００４年にはユタ州知事に当選。０９～１１年に中国大使だった。１２年大統領選の共和党候補指名争いに出馬したほか、トランプ次期政権の国務長官候補にも一時名前が挙がっていた。
　ニューヨーク・タイムズによれば、バノン氏はこのほか、フロノイ元国防次官を北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）大使に薦めた。トランプ氏はこれまで、国連大使にニッキー・ヘイリー・サウスカロライナ州知事を指名したほか、中国大使、イスラエル大使の人事を決めている。　（時事通信2016/12/22-10:28）
日米戦後和解に尽力＝ケネディ大使
　キャロライン・ケネディ大使が平和への思いを強く抱くようになったきっかけは、１９７８年の被爆地・広島訪問だ。当時２０歳で、叔父の故エドワード・ケネディ上院議員と共に平和記念公園などを訪れ「深く心を動かされた」。それから３８年。現職米大統領として初めて被爆地を訪れたオバマ大統領に同行した。
　日米外交筋は「オバマ大統領の広島訪問にケネディ大使が果たした役割は大きい」と指摘する。大使は自らの役割について詳細は語らず「オバマ大統領の広島訪問は最も印象に残る経験になるだろう」と述べるにとどめた。
　大使は、今月末に予定される安倍晋三首相のハワイ真珠湾訪問の際、オバマ大統領と共に同行する意向を表明。オバマ大統領の広島訪問、安倍首相の真珠湾訪問を「日米同盟を最強にした数十年にわたる友情、協力、信頼がもたらした歴史的瞬間だ」と強調した。
　外交経験がないケネディ氏の駐日大使就任には、オバマ大統領誕生への貢献に対する「論功行賞」と批判の声も上がった。しかし、大使就任後、ケネディ氏は被爆地の広島、長崎や米軍基地問題で揺れる沖縄のほか、東日本大震災の被災地にも頻繁に足を運び日米友好強化に貢献したのは間違いない。
　特に沖縄への思い入れは強く、大使就任後の訪問回数は７回に上る。米軍基地の過剰負担に苦しむ沖縄県民との交流も積極的に行い、大使公邸には文化交流で訪れた首里高校の染色デザイン科の生徒から贈られた２枚のタペストリーが飾られている。オスプレイ事故などで反米感情が高まる中、「沖縄県民の友情、協力には非常に感謝している」と述べた。（時事通信2016/12/21-21:47）
「辺野古断念まで屈しない」＝最高裁判決に２００人抗議－沖縄


辺野古訴訟での県側の敗訴を受け、抗議集会で声を上げる参加者＝２１日午後、那覇市
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟で県の敗訴が確定したことを受け、移設に反対する市民らが２１日、最高裁判決に抗議する集会を那覇市内で開いた。約２００人が参加し、「沖縄の意地を示す大事な時だ」「辺野古を断念させるまで闘い抜こう」と決意を新たにした。
　稲嶺進名護市長は「われわれウチナーンチュは傷だらけだ。国に裏切られ、司法にまで見放され、本当に悲しくなる」とあいさつ。「不当判決に屈することなく、新基地は絶対に造らせない。そのことを最後まで守り通そう」と呼び掛けた。
　沖縄市の無職大浜長伸さん（７５）は、「論点はたくさんあったのに、最高裁は門前払い。国の主張そのままでけしからん」と怒り心頭。「埋め立て承認を取り消した（翁長雄志）知事の判断は正当だ」と訴えた。
　「沖縄は差別されている」と憤るのは、南城市のセラピスト坂本和子さん（４８）。政府との温度差を感じているといい、「国の政策に県民が翻弄（ほんろう）されている」と話した。（時事通信2016/12/21-15:13）
埋め立て承認２６日にも回復＝辺野古移設、政府は工事再開へ
　沖縄県の翁長雄志知事は２２日、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟での県敗訴を受け、２６日にも最高裁判決に従い辺野古埋め立て承認取り消し処分を撤回する意向を固めた。前知事による埋め立て承認の効力が回復することで、政府は速やかに工事を再開する方針だ。
　翁長知事は２２日、名護市内で記者団に対し、「心の中では固まっている。皆さんが思うようなところだ」と述べ、判決に従う考えを改めて示した。埋め立て承認回復の日取りについて、県幹部は「２６～２８日のいずれかだ」と説明した。
　菅義偉官房長官や稲田朋美防衛相ら関係閣僚は２２日午前、埋め立て承認の効力が回復次第、速やかに工事を再開することを確認。知事が２６日に処分の撤回を行った場合、政府は２７日に作業に着手するとの見方が出ている。（時事通信2016/12/22-22:09）
辺野古移設、工事再開速やかに＝沖縄関係閣僚が確認
　政府は２２日午前、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐり、外務、防衛など関係閣僚が対応を協議した。同県の主張を退けた最高裁判決を受け、翁長雄志知事が埋め立て承認取り消し処分を撤回し次第、埋め立て工事を速やかに再開することを確認した。
　また、菅義偉官房長官は記者会見で、米軍北部訓練場（東村など）の一部返還が２２日に実現したことについて、「これにより沖縄基地の約２割の返還が実現する。２０年間かかってようやく安倍政権で返還が決まった」と成果を強調した。（時事通信2016/12/22-12:02）
政府 普天間基地移設進める方針 沖縄県の理解求める
NHK12月23日 7時32分
政府は、沖縄のアメリカ軍北部訓練場の半分以上が返還されたことを受けて、基地負担の軽減に引き続き取り組むとして、普天間基地の移設を進めていく方針です。ただ、沖縄県内では新型輸送機オスプレイの事故に反発が強まっていることから、政府は、アメリカ側に安全対策に万全を期すよう求めるなど、移設工事の早期再開に理解を求めていくことにしています。
沖縄県最大のアメリカ軍の演習場、北部訓練場は、日米両政府の合意から２０年が経過して、２２日、半分以上のおよそ４０００ヘクタールが日本側に返還され、沖縄の本土復帰以降、返還された面積は最大規模となりました。稲田防衛大臣は返還を記念する式典で、「引き続き、沖縄の負担軽減のため、最大限努力していく」と述べました。
政府は、工事を中止している普天間基地の移設を進めていく方針で、最高裁判所の確定判決を受けて、沖縄県の翁長知事が埋め立て承認の取り消しを撤回したあと、埋め立ての本体工事を再開させる方針です。
ただ、沖縄県内では、普天間基地に所属する新型輸送機オスプレイが、移設先から４キロほど離れた名護市の浅瀬に不時着して大破した事故に反発が強まっています。
翁長知事は２２日、北部訓練場の返還記念式典を欠席する一方で、オスプレイの事故を抗議する集会に出席したあと、「オスプレイの配備撤回、普天間基地の早期返還という公約を改めて構築していく決意だ」と述べました。
こうしたことから、政府は、アメリカ側に対し、オスプレイの飛行にあたっては安全対策に万全を期すよう求めるなど、普天間基地の移設工事の早期再開に向けて、沖縄県側の理解を求めていくことにしています。
防衛省 沖縄の自治体と会談
稲田防衛大臣は２２日から２日間の日程で沖縄県を訪れており、２２日は沖縄県最大のアメリカ軍の演習場、北部訓練場の半分以上の返還を記念して、名護市で開かれた政府主催の式典に出席しました。
このあと稲田大臣は２２日夜、那覇市内のホテルで、アメリカ軍の新型輸送機オスプレイが所属する普天間基地がある宜野湾市の佐喜真市長や、オスプレイが訓練を行っている北部訓練場がある国頭村の宮城村長、東村の伊集村長と会談しました。
この中で稲田大臣は、オスプレイが今月１３日に名護市の浅瀬に不時着して大破した事故を受けて、アメリカ軍が一時的に停止していた飛行を再開させたことについて、アメリカ側に安全対策の徹底を求めていくことを伝え、理解を求めたものと見られます。
辺野古沖埋め立て 政府は丁寧な説明を
NHK12月21日 15時57分
民進党は、党の会合で、沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画をめぐる裁判で国の勝訴が確定したことについて、国が移設工事で強引な手法を繰り返せば混迷が深まりかねないとして、政府に対し沖縄県側に丁寧な説明を行うよう求めていくことを確認しました。
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設先とされる名護市辺野古沖の埋め立ての承認をめぐる裁判で２０日、国の勝訴が確定し、中断していた普天間基地の移設工事が再開される見通しとなりました。
これを受けて民進党は、党の沖縄協議会を開き、座長を務める枝野前幹事長は、「最高裁判所の判決は判決だが、政府が沖縄県民の思いや声を踏まえた対応をしなければ、問題はこじれる一方だ」と述べました。そして会合では、沖縄県民の理解がないなかで、事故を起こしたアメリカ軍のオスプレイの飛行が再開されたうえ、国が今後、移設工事で強引な手法を繰り返せば、混迷が深まりかねないとして、政府に対し、沖縄県側に丁寧な説明を行うよう求めていくことを確認しました。
沖縄県知事が承認取り消し撤回なら速やかに工事再開を
NHK12月22日 12時53分
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菅官房長官や稲田防衛大臣ら沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画に関わる閣僚が会談し、移設計画をめぐる最高裁判所の確定判決を受けて、翁長知事が埋め立て承認の取り消しを撤回すれば、移設工事を速やかに再開する方針を確認しました。
アメリカ軍普天間基地の移設計画をめぐる最高裁判所の判決で、国の勝訴が確定したことを受けて、菅官房長官や岸田外務大臣、稲田防衛大臣、鶴保沖縄・北方担当大臣ら、移設計画に関わる閣僚らが２２日午前、総理大臣官邸で会談し、今後の対応を協議しました。
この中で菅官房長官は「沖縄県側が埋め立て取消処分を撤回するなどの今後の動きをしっかり見守りたい」と述べました。
そして、翁長知事が埋め立て承認の取り消しを撤回すれば、ことし３月以来中断していた移設工事を速やかに再開する方針を確認しました。
翁長知事、「新たな闘い」へ幕開け　対決姿勢強め新基地阻止の支持狙う

沖縄タイムス2016年12月23日 10:49

　翁長雄志知事がオスプレイの配備撤回を求める抗議集会に参加し、政府との対決姿勢を鮮明にした。名護市辺野古の新基地建設で法廷闘争に敗れ、闘いの「新たなステージ」の幕開けに抗議集会を選んだ形だ。政府との対峙（たいじ）を明確にすることで辺野古阻止への県民の支持固めにも目を向ける。（政経部・大野亨恭、東京報道部・上地一姫）



新基地建設の阻止とオスプレイ配備撤回で団結を訴えた翁長雄志知事＝２２日午後、名護市２１世紀の森屋内運動場

　「沖縄の基地負担は大きく進む」。名護市内で開かれた米軍北部訓練場の返還式典で、菅義偉官房長官は誇らしげに語った。

　その約３時間後。同じ名護市内で、翁長知事はオスプレイの飛行再開を批判し、こう叫んだ。「政府は沖縄県民を日本国民とみていない」。政府を厳しく批判し対決姿勢を打ちだした。

　知事周辺によると抗議集会への参加を決めたのは知事自身だという。背景にあるのは裁判の終結と、新たな闘いへの移行だ。

　知事は敗訴が決まった２０日の記者会見で「新たな展開を思い、みんなで心を一つに頑張っていこう」と呼び掛けた。県幹部は「知事は新たな闘いのステージに踏み出した」と語る。

　知事はあらゆる手段で新基地建設を阻止すると強調する。念頭にあるのは複数ある知事権限の行使だが、その時に絶対的に欠かせないのは県民の「支持」だ。

　政府主催の式典を突っぱね、市民が主催する抗議集会に出るのは「シンプルで分かりやすいメッセージ」（県関係者）。知事は政府との対決姿勢をさらに強め、市民集会にも積極的に参加する意向だ。

　県幹部はその背景を「知事は行政長の立場から政治家、翁長雄志に軸足を移すということだ」と解説する。今回の抗議集会は、その「皮切り」との位置付けだ。

　一方、政府側は冷ややかにみる。政府関係者はオスプレイの事故直後で返還式典に参加できないことに理解を示しつつ、抗議集会に出たことを「もう少し行政の長としての顔も持った方がいいんじゃないか」と指摘。防衛省関係者は「知事は革新勢力の顔になった」と切り捨てた。

しんぶん赤旗2016年12月21日(水)

辺野古訴訟　最高裁、不当判決を追認　あらゆる手法で新基地阻止へ
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（写真）最高裁の不当判決に抗議する人たち＝２０日、最高裁判所前


　沖縄県名護市辺野古の米軍新基地建設をめぐり、翁長雄志知事が辺野古埋め立て承認「取り消し」の撤回を求めた国の是正指示に従わないのは違法だとして国が県を訴えた訴訟の上告審判決で、最高裁第２小法廷（鬼丸かおる裁判長）は２０日、「上告人（知事）が埋め立て承認取り消しを取り消さないことは違法」であるとして、県の上告を退けました。

　国側の勝訴とした一審福岡高裁那覇支部の判決が確定し、県は敗訴しました。これを受け、政府は中断していた新基地建設に着手するかまえです。

　翁長知事は「確定判決には従う」と述べており、近く埋め立て承認の取り消しを撤回する考えです。ただ、「あらゆる手法で新基地を阻止する」との姿勢に変わりはなく、埋め立て承認取り消し以外の知事権限を行使するかまえです。米海兵隊のＭＶ２２オスプレイ墜落に対する怒りも強まっており、新基地をめぐる安倍政権と沖縄県民のたたかいは新たな段階に入ります。

　政府は昨年１１月、翁長知事が仲井真弘多前知事による辺野古の埋め立て承認を取り消したことを不服として提訴。今年３月の和解条項で埋め立て工事は一時停止されましたが、高裁那覇支部は９月、「辺野古新基地は必要」との国の主張を全面的に認めた不当判決を出しました。

　県はこれを不服として同２３日に提訴。１０月３日に、地方自治など憲法解釈をめぐる「上告理由書」と、辺野古埋め立ての根拠となる公有水面埋立法などの法令解釈をめぐる「受理申立理由書」を提出していました。

　最高裁は上告理由書については１２日に棄却を決定。憲法判断を避けました。申立理由書については口頭弁論を開かず２０日に棄却しました。

　「新基地は必要」という高裁判決の論旨は採用しなかったものの、最高裁は、普天間基地「代替施設」建設のために埋め立て承認を行ったという判断は「社会通念に照らし明らかに妥当性を欠くものであるという事情は認められない」として、形式論の範囲で退けました。

しんぶん赤旗2016年12月22日(木)

県民はあきらめない　最高裁判決抗議　那覇で集会　新基地建設阻止へ
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（写真）「勝利するまでたたかい続けよう」と声をあげる集会参加者＝21日、那覇市


　沖縄県名護市辺野古の米軍新基地建設に伴う埋め立て承認取り消しをめぐる裁判で、最高裁が出した不当判決に抗議する集会が２１日、那覇市の裁判所前の公園で開かれました。参加者は「絶対にあきらめない」と口をそろえて手をつなぎ「翁長雄志知事を支えてたたかい続ける」と声をあげました。

　「辺野古新基地を造らせないオール沖縄会議」が主催。共同代表の稲嶺進名護市長は「不当判決に屈することなく、勝利を得るまで絶対に負けないことを確認して、新しいたたかいに入ろう」と呼びかけました。

　共同代表で名桜（めいおう）大生の玉城愛さんは「日本の三権分立がいかに崩壊しているのかを改めて実感しました。本当にこんな国でいいのかと友だちと議論しています」と訴えました。

　県側代理人を務めた加藤裕弁護士は「政治的で結論ありきの判決」と批判。前の知事が承認してしまえばそれが全てで、行政の誤った処分を地方自治体が自主的に見直すことに裁判所が不当な待ったをかけたと解説し、「地方自治の趣旨をまったく理解していない。最高裁は政治情勢の中でさらに劣化した」と厳しく指摘しました。

　また、新基地建設はさまざまな行政処分や政治的過程によって実現するか、しないかが決まり、埋め立て承認はその一局面でしかないとして、「最高裁判決で私たちのたたかいが負けたことにはならない。この判決を軽々と乗り越えて、新基地を断念させましょう」と語りました。

　「オール沖縄」代表の国会議員や、那覇市議会保守会派「新風会」の金城徹氏らもあいさつ。日本共産党の渡久地修県議は「翁長知事は県民に絶大な信頼を寄せています。誇りをかけてたたかいぬきましょう」と力を込めました。

知事「踏ん張りどころ」　最高裁の沖縄県敗訴　岩礁破砕で再び法廷闘争も

琉球新報2016年12月21日 06:30 
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険しい表情で記者の質問を聞く沖縄県の翁長雄志知事（左）と安慶田光男副知事＝２０日夜、県庁
　米軍普天間飛行場の移設計画に伴う名護市辺野古の埋め立てを巡る裁判で最高裁が２０日、沖縄県敗訴の判決を出した。判決により、翁長雄志知事による辺野古の埋め立て承認取り消しは違法だとした福岡高裁那覇支部の判決が確定した。判決は仲井真弘多前知事による埋め立て承認は妥当性を欠いたものではなく、「不合理な点はうかがえない」と結論付けた。翁長知事は「辺野古新基地は造らせない公約実現に向け、全力で取り組む」考えで、今後のかじ取りが注目される。
　「最高裁の判決は出たが、この闘いというか新辺野古基地は造らせない、オスプレイの配備撤回というのは、今まさに新しいスタートに立ったと思う。これからが私たち県民の踏ん張りどころ、力の出しどころだ」
　県敗訴を受けて２０日夜に開いた記者会見で翁長知事は、今後も辺野古新基地建設阻止に向けた行動を続けると表明した。知事は「米軍統治時代、苛烈（かれつ）を極めた米軍との自治権獲得闘争を粘り強く闘った県民は、日米両政府が辺野古新基地建設を断念するまで闘い抜くと信じている。私も県民と公約実現に向けて全力で取り組む」と読み上げ、“県民運動”として建設阻止に臨む考えを示した。
　知事自身、自らの行政権限行使だけでは今後厳しい流れが待ち受けることが予想される判決だった。県弁護団の松永和宏弁護士は、最高裁が一度も口頭弁論を開かずに判決を出した点を指摘。「判決に政策的なことは書いていないが、非常に政策的な判決だ。本当に判断を示すなら２カ月ではできない」と、中断している新基地建設工事を早期に再開したい政府に配慮したスピード判決ではないかと、不信感をあらわにした。
　原審の福岡高裁那覇支部の判決は、沖縄の「地理的優位性」などに触れ、軍事的にも「辺野古が唯一の解決策」とする政府の主張までも認めていた。だが最高裁は判決で、高裁判決のこの部分は内容を書き換えた。
　司法が判例として「辺野古唯一」を認定することを懸念し、判決文の内容も気にしていた県は、「司法の良識というよりも常識が示された。高裁判決は行政法の専門家からも批判を集めていたから」（幹部）と高裁判決を皮肉った。
　ただ政府側の受け止めは「全面勝訴」に近い。最高裁は判決で、前知事による埋め立て承認について、環境保全や防災対策に特段不合理な点はなかったと判断した。防衛省関係者はこの点に着目する。「知事は今後も権限を使い工事を止めようとするだろう。だが最高裁が環境対策も防災対策も不合理はないと判断した。県が今後権限行使をする際は、裁判で主張したもの以外の理由を探すはずだが、ろくな理屈はもう探せないはずだ」。
　県と政府が次の綱引きとして想定するのは、来年３月に期限切れを迎える岩礁破砕許可の更新申請だ。県はこの更新を認めない場合、政府は再び工事を中断した上で県と法廷闘争する必要がある。ただ、この最高裁判例で、国側は環境対策などの論点で「司法のお墨付き」（防衛省関係者）を得たことで、政府は今後もスピード判決の連続で県の権限を次々に奪えるとの期待をにじませる。
　敗訴を受け、県は２６日にも埋め立て承認取り消しを取り消す。ことし３月から中断してきた工事は再び動き出す。
　わずか１週間前には、米軍普天間飛行場所属のＭＶ２２オスプレイが普天間の移設先の名護市で墜落事故を起こした。翁長知事はこれまで繰り返してきた「あらゆる手法」という言い回しに加え、「新たな手法」や「新たな展開」という表現を使い、建設阻止の決意を示した。（島袋良太）
しんぶん赤旗2016年12月21日(水)

県民とともにたたかう　翁長知事「公約実現に全力」

　沖縄県の翁長雄志知事は県庁で記者会見し、「問題点の多い高裁判決の結論を容認した。このような判断を最高裁が行ったことに深く失望し、憂慮している」とし、今後もあらゆる手法で新基地建設を阻止すると語りました。

　その上で「最高裁は福岡高裁那覇支部とは異なり、『辺野古が唯一』との認定を行うことはなかった」と指摘。「県民の理解が得られない新基地建設を進めることは絶対に許されない」と強調しました。

　「米軍統治下時代に米軍との自治権獲得闘争を粘り強くたたかってきた沖縄県民は、日米両政府が辺野古新基地建設を断念するまでたたかいぬくものと信じている」と述べ、新基地は造らせないとの公約実現に全力で取り組むと決意を示し「県民とともに歩んでいきたい」と語りました。

辺野古訴訟勝訴を歓迎＝米国務省
　【ワシントン時事】カービー米国務省報道官は２０日の記者会見で、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟で国の勝訴が確定したことについて、「われわれは歓迎している」と述べた。さらに「米国と日本は、普天間飛行場の辺野古移設計画を守る立場に変わりない」と強調した。
　辺野古沿岸埋め立て工事の再開時期は明らかにしなかった。（時事通信2016/12/21-09:52）
辺野古判決は当然＝沖縄前知事
　沖縄県の仲井真弘多前知事は２２日、米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟で県の敗訴が確定したことについて、「当然だ。（埋め立て承認は）自信を持ってやった仕事だ」と述べた。名護市で開かれた政府主催の北部訓練場返還式典に出席後、記者団の質問に答えた。（時事通信2016/12/22-20:07）
辺野古沖埋め立てめぐる裁判 きょう最高裁判決
ＮＨＫ12月20日 6時05分
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設先とされる名護市辺野古沖の埋め立ての承認を、沖縄県の翁長知事が取り消したことをめぐり、国が起こした裁判で、最高裁判所は２０日に判決を言い渡します。承認の取り消しは違法だとする高等裁判所の判断が維持され、県の敗訴が確定する見通しです。
名護市辺野古沖の埋め立て承認を、翁長知事が取り消したことをめぐっては、ことし３月に国と沖縄県が裁判でいったん和解しましたが、再び法廷で争う異例の経緯をたどっています。
ことし９月、福岡高等裁判所那覇支部は「普天間基地の騒音被害を取り除くには辺野古沖に移設するしかなく、埋め立てを承認した前の知事の判断に不合理な点はない」として国の訴えを認め、承認の取り消しは違法だとする判決を言い渡しました。
これに対して沖縄県が上告しましたが、最高裁判所が判断を変更する際に必要な弁論を開かずに判決を言い渡すことを決めたため、県の敗訴が確定する見通しです。
判決は、２０日午後３時に最高裁判所で言い渡されます。
国が埋め立て工事を再開した場合、翁長知事はあらゆる手段で移設を阻止するとしていて、双方の今後の対応が焦点となります。
空中給油再開、安全対策が前提＝稲田防衛相
　稲田朋美防衛相は２３日、那覇市で記者団に対し、在日米軍が先の新型輸送機オスプレイの事故以降停止している空中給油訓練について、「再開までにしっかりと安全対策を確認し、（地元に）情報を提供する」と述べた。稲田氏はこうした考えを２２日に米軍普天間飛行場がある宜野湾市の佐喜真淳市長らに伝えた。（時事通信2016/12/23-13:01）
沖縄、オスプレイ撤去要求を決議　県議会、事故と飛行再開に抗議

共同通信2016/12/22 17:0912/22 17:10updated
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13日の不時着事故で大破した米軍の新型輸送機オスプレイ＝15日、沖縄県名護市

　沖縄県議会は22日、同県名護市で起きた米軍輸送機オスプレイの不時着事故と飛行再開に抗議し、原因の徹底究明やオスプレイ撤去を求める決議と意見書を賛成多数で可決した。「県民の過重な基地負担の軽減に向け、真摯に検討・協議を行い実効性のある措置を講じるべきだ」として、在沖縄米海兵隊の撤退と米軍普天間飛行場（宜野湾市）の県内移設断念も要求した。

　決議は米政府と米軍宛てで、意見書は日本政府宛て。事故機のパイロットの対応を評価して批判を受けた在沖縄米軍トップのニコルソン沖縄地域調整官の更迭も求めた。

飛行停止要求を決議へ＝沖縄県議会
　沖縄県議会は１９日、米海兵隊の新型輸送機オスプレイの名護市沖での事故に対する抗議決議の採択に向けた調整に入った。共産、社民両党など県政与党が提案し、自民党などに賛同を呼び掛けている。オスプレイ飛行の即時停止要求を盛り込むことを検討しており、２２日の採択を目指す。（時事通信2016/12/19-20:37）
稲田防衛相、２２日沖縄訪問へ調整＝オスプレイ事故で対応説明
　稲田朋美防衛相は１９日、米海兵隊の新型輸送機オスプレイが沖縄県名護市沖での事故後に一時停止していた飛行を再開したことを受け、政府対応を説明するため２２日に同県を訪問する方向で調整に入った。地元が飛行再開に反発を強めていることから、県をはじめとする地元自治体の関係者に自ら対応を説明し、理解を求めたい考えだ。（時事通信2016/12/19-20:13）
オスプレイ事故で沖縄防衛局など地元に説明
NHK12月22日 5時08分
沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故を受けて沖縄防衛局などは２１日夜、現場周辺の住民を対象に説明会を開き、住民からは地元への事故の連絡が遅いといった指摘が出されました。
説明会はオスプレイの事故現場に近い名護市安部地区の住民らの要望に応じて沖縄防衛局などが開きました。
この中で沖縄防衛局の担当者は事故原因について、空中給油の訓練の際、空中給油機のホースがオスプレイのプロペラの羽に接触して羽が損傷し飛行が不安定になったとして、機械系統や機体の構造に問題はなかったと説明しました。続いて内閣官房の担当者がアメリカ軍による機体の回収は、あと数日で完了するという見通しを示しました。
このあと非公開で質疑が行われ、住民からは「事故について知らせるのが遅い」という指摘や「海の環境にどのような影響を及ぼすのか調査して欲しい」といった要望が出されたということです。
説明会に参加した７０代の女性は「きょうの説明では納得まではいかなかった。事故がまた起きないとも限らないので県内のアメリカ軍基地は撤去して欲しい」と話していました。
北部訓練場の返還「喜ばしい」＝米国務省
　【ワシントン時事】カービー米国務省報道官は２１日の記者会見で、日米両政府が米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）の約半分の敷地を日本に返還することで合意したことについて「喜ばしく思っている」と述べた。さらに「返還は日米同盟の協力的な特質を示しており、在日米軍再編の取り組みを前進させるものだ」と語った。（時事通信2016/12/22-09:22）
北部訓練場返還、政府が式典＝沖縄知事欠席、オスプレイ事故抗議
　沖縄県最大の在日米軍施設・区域である北部訓練場の過半に当たる約４０００ヘクタールが２２日、日本側へ返還された。政府は同日、名護市で返還式典を開催。沖縄の負担軽減をアピールし、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設に向け、理解を求める考えだ。一方、翁長雄志知事は式典を欠席し、新型輸送機オスプレイの不時着事故を抗議する市民集会に参加した。
　返還式典には、菅義偉官房長官、稲田朋美防衛相、ケネディ駐日米大使らが出席。菅長官はあいさつで「返還は沖縄の基地負担軽減に大きく資するものだ。今後とも沖縄の負担軽減に全力で取り組む」と強調した。
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　日米両政府は１９９６年に北部訓練場の部分返還で合意。訓練場の残存区域へのヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）移設が条件だったが、移設工事が完了したことを受け、２２日午前０時に返還された。
　北部訓練場で返還される面積は１９７２年の沖縄県の本土復帰後、最大規模。全国の米軍施設の沖縄への集中度は約７４％から約７０％に低下した。
　名護市での抗議集会には、翁長氏や稲嶺進名護市長らが参加。翁長氏は「県民に寄り添う姿勢が全く見えない」と政府の対応を批判した。集会ではオスプレイ配備撤回を求めるアピール文を採択。集会は主催者発表で４２００人が参加した。（時事通信2016/12/22-20:31）
米軍北部訓練場：翁長知事不在で返還式典　政府、負担減を強調

沖縄タイムス2016年12月23日 06:36

　政府は２２日、米軍北部訓練場の部分返還を記念した式典を沖縄県名護市の万国津梁館で開いた。返還の条件とされた、オスプレイが運用されるヘリパッドの建設に翁長雄志知事が反発し、知事が欠席する異例の式典となった。菅義偉官房長官は「本土復帰後、最大規模の返還だ。県内の米軍施設の約２割が減少し、沖縄の基地負担軽減に大きく資する」と意義を強調した。



セレモニーで米軍側から返還写真のパネルを贈呈された宮城久和国頭村長（左から２人目）、伊集盛久東村長（右）と日米関係者＝２２日、名護市・万国津梁館

　稲田朋美防衛相は、１３日に名護市安部で起きたオスプレイの墜落事故に言及し「県民のみならず国民全体で安全性に大きな関心を持っている中、このような事故は大変、遺憾だ」と述べた。

　その上で「米側には、住宅地上空を避けるなど生活環境への配慮と、二度とこのような事故が起こらないよう再発防止の徹底を求めていく」と理解を求めた。

　ケネディ駐日米国大使は「返還式典は、日米同盟の節目を刻むものだ」と強調。「約４千ヘクタールの返還は、沖縄における米軍のプレゼンス（存在）による影響の軽減を目指し、私たちが持ち続けた決意を示すものだ」との見解を示した。

　在日米軍のマルティネス司令官（中将）は「返還により、軍事利用に限られていた美しい自然を次世代が享受することが可能になる。文化学的、生態学的に貴重な財産になると確信する」と位置づけた。

　沖縄からは北部訓練場を抱える東村の伊集盛久村長、国頭村の宮城久和村長らが出席した。

　式典会場の周辺には、ヘリパッド建設による基地負担増に抗議する市民が集結。動員された機動隊員が警備に当たり、緊迫した。

知事不在で米軍基地返還式　政府「沖縄の負担軽減」

共同通信2016/12/22 19:28

　沖縄県の米軍専用施設「北部訓練場」（東村、国頭村）の大規模な部分返還を記念した式典が22日、名護市の万国津梁館で開かれた。菅義偉官房長官は1972年の本土復帰後最大規模の返還となったとし「基地負担軽減に大きく資する」と強調した。しかし翁長雄志知事は、非返還区域での新型輸送機オスプレイの運用に反発し欠席。沖縄トップ不在の異例の式典となった。

　翁長氏は同じ名護市で同日開催されるオスプレイ不時着事故への抗議集会に参加する。基地問題を巡る政府と沖縄県の対立が鮮明になった。

　式典は防衛省沖縄防衛局の主催。

米軍北部訓練場返還で政府が式典 沖縄
NHK12月22日 18時52分
沖縄県最大のアメリカ軍施設、北部訓練場のおよそ半分が２２日、日本側に返還され、政府主催の記念式典で菅官房長官は「返還は沖縄の本土復帰後、最大規模のもので、沖縄の基地負担軽減に大きく資するものだ」と述べました。一方、返還の条件として建設されたヘリコプター発着場はオスプレイが使用するため、沖縄では不安の声もあがっています。
沖縄県国頭村と東村にあるアメリカ軍施設、北部訓練場は、２２日にほぼ半分にあたるおよそ４０００ヘクタールが返還されました。
また、返還の条件として、オスプレイが使用する６つのヘリコプター発着場が新たに建設されました。
２２日午後４時から、沖縄県名護市で政府主催の記念式典が開かれ、日米両政府の関係者や地元の国頭村と東村の村長らが出席しました。
この中で、菅官房長官は「今回の返還は沖縄の本土復帰後、最大規模のもので、アメリカ軍専用施設のおよそ２割が減少し、沖縄の基地負担軽減に大きく資するものだ。ヘリコプター発着場の移設で地元には引き続き負担をかけることになるが、両村から強い要請があった、返還後の財政措置や地域振興策は確実に実施することを約束する」と述べました。
また、アメリカのケネディ駐日大使は「今回の返還は日米同盟の節目を刻むもので、本来の自然環境を今後の沖縄の世代や沖縄を訪れる人々に楽しんで頂けるようになる」と述べました。
沖縄県の翁長知事は、オスプレイの運用は容認できないなどとして式典を欠席しました。
今回の返還のあとも、全国のアメリカ軍専用施設に占める沖縄県の割合は、およそ７０％で、基地が集中する現状が続きます。
また、沖縄では今月１３日、オスプレイが名護市の浅瀬に不時着して大破する事故が起きました。
新たに建設されたヘリコプター発着場はオスプレイが訓練を行うため、地元の住民などから不安の声もあがっています。
政府主催の記念式典に出席した沖縄県国頭村の宮城久和村長は「オスプレイが事故のあと早い段階で飛行を再開したことに釈然とせず、式典に出席するかぎりぎりまで悩んだ。知事は知事の考えがあって参加しなかったと思うが、私は私なりの立場で、返還を強く求めてきた経緯もあるので、出席することにした」と話しました。そのうえで、宮城村長は「式典後の懇親会では、オスプレイの運用についても最大限配慮をお願いしたいと申し上げた。きょうは式典の場なので、オスプレイの配備撤回までは求めなかったが、機会があれば配備撤回を求めていきたい」と話していました。
政府主催の記念式典に出席した沖縄県東村の伊集盛久村長は記者団に対し、「ひとつの区切りとして出席してよかった。オスプレイは安全性が確認されるまでは、飛行しないよう求めていきたい」と述べました。
返還の記念式典に出席した沖縄のアメリカ軍トップ、ニコルソン四軍調整官は、式典のあと、ＮＨＫの取材に対し「この返還は沖縄の人たちにとってとても重要なもので、沖縄の状況を改善して負担を軽減する」と述べ、返還の意義を強調しました。
住民「せめて住宅の上は飛ばないで」
オスプレイが訓練を行うヘリコプター発着場が近くに建設された東村高江地区では２２日朝も、集落の上空をオスプレイが飛行するのが確認されました。住民は、今後さらに飛行が増えるのではないかと不安を募らせています。
発着場の建設中止を求める裁判を起こしていた安次嶺現達さん（５８）は「政府は負担軽減と言うが、高江の住民にとっては基地機能の強化でしかない。アメリカ軍が戦争で奪った土地を返すのは当たり前で、条件付き返還はおかしい。ここにも人が住んでいて生活がある。これから毎日オスプレイが上空を飛んで騒音に苦しめられるとなると、もうここには住めないのではないか」と話していました。
小学生や中学生の子どもがいる森岡尚子さん（４４）は「工事が強行に進められたことは残念だ。地元にとっては迷惑でしかなくオスプレイが飛ぶたびに墜落するのではないかと不安になる。今でも学校の上を飛んで授業にならないときがあるので、集落の上を飛ばないといった対策はしっかりやってほしい」と話していました。
これまでも自宅の上空をたびたびオスプレイが飛行しているという高越史明さん（６６）は「大きな力で工事が進められ、諦めの気持ちがある。オスプレイが飛ぶたびに家が揺れるような振動があり、怖さを感じている。最低でも住宅の上は飛ばないようにしてほしい」と話していました。
政府 沖縄の米軍北部訓練場の半分以上返還は負担軽減に
NHK12月22日 5時18分
沖縄県最大のアメリカ軍の演習場・北部訓練場の半分以上が返還されたことについて、政府は沖縄の基地負担の軽減につながるとしており、引き続きアメリカ側に北部訓練場で訓練を行っている新型輸送機オスプレイの安全確保を求め地元の理解を得ていきたいとしています。
沖縄県最大のアメリカ軍の演習場・北部訓練場は、返還の条件となっていたヘリコプターの発着場が完成し、２２日、半分以上のおよそ４０００ヘクタールが日本側に返還されました。これについて安倍総理大臣は２１日、「日米の絆を一層強化し、強い信頼関係の下に抑止力を維持しながら沖縄の負担軽減の実現を一つ一つ着実に実行し結果を出していきたい」と述べました。
今回の返還は日米両政府の合意から２０年たって実現したもので、返還面積は沖縄の本土復帰後最大規模となります。これによって沖縄県内のアメリカ軍の専用施設・区域は１７％余り減り、政府は沖縄の基地負担の軽減につながるとしています。
政府は不発弾の処理や土壌汚染の調査などを１年から１年半程度かけて行ったうえで地権者に引き渡す方針で、地元自治体が返還された地域の国立公園への指定や世界自然遺産への登録を要望していることを踏まえ、具体的な活用方法を検討していくことにしています。
一方北部訓練場で訓練を行っている普天間基地所属のオスプレイをめぐっては先週事故を起こしたことも踏まえ、沖縄県の翁長知事が配備の撤回を求める姿勢を強めており、政府は引き続きアメリカ側にオスプレイの飛行にあたっての安全確保を求めるとともに地元の理解を得ていきたいとしています。
ヘリ発着場でオスプレイ訓練 地元に不安の声も
北部訓練場の約４０００ヘクタールを日本側に返還する条件として完成したヘリコプター発着場では輸送機オスプレイが訓練を行うことになっていて、沖縄県名護市の浅瀬にオスプレイが不時着して大破した事故を受け、地元では不安の声が強まっています。
また、２２日午後には名護市で政府主催の記念式典が開かれますが、沖縄県の翁長知事はオスプレイの運用は容認できないなどとして欠席し、２２日夕方に名護市で開かれる事故への抗議集会に出席することにしています。
沖縄の北部訓練場 半分以上日本に返還 正式に発表
NHK12月21日 16時51分
日米両政府は、沖縄県最大のアメリカ軍の演習場・北部訓練場の半分以上が２２日、日本側に返還されることを正式に発表し、安倍総理大臣は、今後も抑止力を維持しながら沖縄の負担軽減を着実に実行していきたいという考えを示しました。
沖縄県のアメリカ軍の演習場・北部訓練場は、沖縄県最大のアメリカ軍の施設・区域で、日米両政府が平成８年に面積の半分以上のおよそ４０００ヘクタールの返還で合意し、条件となったヘリコプターの発着場の移設が進められてきました。
そして、今月中旬までにすべての発着場が完成したことから、日米両政府は、２１日、総理大臣官邸で、安倍総理大臣やアメリカのケネディ駐日大使らが北部訓練場の半分以上が２２日、日本側に返還されることを正式に発表しました。
この中で、安倍総理大臣は「北部訓練場の４０００ヘクタールの返還は２０年越しの課題であった。今回の返還は、基地負担の軽減にとどまらず、跡地利用を通じた地域振興にも大きく寄与することになる」と述べました。
そのうえで、安倍総理大臣は「アメリカ軍機の飛行の安全の確保は、円滑なアメリカ軍の駐留の大前提で、アメリカ側と連携を密にして万全を期していきたい。今後とも、日米の絆を一層強化し、強い信頼関係の下に抑止力を維持しながら、沖縄の負担軽減の実現を一つ一つ着実に実行し、結果を出していきたい」と述べました。
また、ケネディ駐日大使は「日本に対する安全保障上のコミットメントを維持しながら、沖縄県民の影響軽減への継続的なコミットメントを示すものだ。日米両国は、米軍再編への重要な一歩を踏み出した。日米同盟はかつてないほど強固であり、アメリカは今後もあらゆる課題で日本と緊密に連携していく」と述べました。
今回の返還によって、沖縄県内のアメリカ軍の専用施設・区域は、およそ１７．７％減って、全国のアメリカ軍専用施設に占める沖縄県の割合は、およそ７４．５％から、およそ７０．６％になります。
２２日、沖縄県では今回の返還にあわせた政府主催の記念式典が菅官房長官らも出席して開かれることになっています。
官房長官「基地負担軽減に大きく貢献」
菅官房長官は、午後の記者会見で、「沖縄の基地負担軽減にも大きく貢献すると思っており、大変意義深い。政府とすれば、地元の皆さんの要望に一日も早く応えたいという思いのなかで、関係省庁が一体となって取り組んできた成果だ」と述べました。
一方、菅官房長官は、先週名護市で、アメリカ軍の新型輸送機オスプレイが大破した事故について、「アメリカ軍機の飛行に際しては、安全面の確保が大前提という認識で、事故が発生したことは、地元の皆さんに大きな不安を与えるもので遺憾だ。これからもアメリカ側から情報が得られれば、速やかに情報提供を行っていきたい」と述べました。
に、菅官房長官は、１９日、沖縄のアメリカ軍嘉手納基地で哨戒機が機体を損傷していたことについて、「安全運行というのが最優先であると思っている。引き続きアメリカ側から得られた情報は、地元に対し丁寧に説明してまいりたい」と述べました。
ヘリ発着場建設の経緯
アメリカ軍北部訓練場は、沖縄本島北部の国頭村と東村にある県内最大のアメリカ軍施設で、面積はおよそ７８００ヘクタールあります。日米両政府は、沖縄で起きたアメリカ兵による少女暴行事件の翌年、普天間基地の返還とともに、北部訓練場のほぼ半分にあたるおよそ４０００ヘクタールを返還することで合意しました。
合意では、返還される区域にあるヘリコプター発着場を残りの区域に移設することが条件とされ、６つの発着場が東村高江地区の近くに新たに建設されることになりました。住民からは「騒音被害や事故の危険性が高まる」などと反発の声が上がり、市民グループなども建設予定地に通じる入り口に連日、座り込むなどして抗議活動を行いました。
政府は「基地負担の軽減につながる」などとして建設に着手し、おととしの夏までに２つの発着場が完成しましたが、その後、住民の反対もあって工事は中断していました。そして、ことし７月、政府は、残りの４つの発着場の工事に着手し、９月には、民間や自衛隊のヘリコプターも投入して、建設用の機械やトラックなどを運び入れました。
現場には全国から警察の機動隊が派遣され、工事に反対する人たちとのもみ合いなどが続き、１０月には大阪府警の機動隊員が抗議していた人に対し、「土人」という言葉を使って差別的な発言をしていたことがわかり、県内では反発の声が上がりました。
発着場は、年内の完成を目指して工事が進められ、今月１６日に完成しました。
返還に地元では歓迎と不安の声
返還の条件として輸送機オスプレイも訓練を行うヘリコプター発着場が完成し、先週、沖縄県名護市で起きたオスプレイの事故を受けて、地元からは返還を歓迎する声がある一方、事故への不安の声が強まっています。
沖縄県国頭村と東村にある県内最大のアメリカ軍施設、北部訓練場は、平成８年に日米両政府がほぼ半分にあたるおよそ４０００ヘクタールを返還することで合意しました。返還の条件として建設が進められていた６つのヘリコプター発着場が今月中旬に完成し、２２日、日本側に返還されます。
返還の規模は、沖縄の本土復帰以降、最大です。返還される土地は、今後、政府が不発弾の調査などを行うため、地権者に引き渡されるのは１年から１年半後になる見通しです。地元では返還について、今後、観光の振興などにつながるとして、歓迎の声が上がっています。
一方、完成した発着場では、オスプレイの訓練も行われ、今月１３日、名護市の浅瀬にオスプレイが不時着して大破した事故が起きたことを受けて、住民の間では不安の声が強まっています。
また、２２日午後には名護市で日米両政府の関係者が出席して返還を記念する式典が開かれますが、沖縄県の翁長知事はオスプレイの運用は容認できないなどとして反発し式典を欠席するとともに、同じ日に名護市で開かれる今回の事故への抗議集会に出席することにしています。
東村村長「安全確認までオスプレイ訓練反対」
アメリカ軍北部訓練場の一部返還の条件として輸送機オスプレイが訓練を行う新たな発着場が建設された沖縄県東村の伊集盛久村長は、ＮＨＫの取材に対し、返還を歓迎する一方、安全性が確認されるまでオスプレイの訓練に反対する考えを示しました。
この中で、伊集村長は「返還は素直に喜びたい。アメリカが返還すると返還後は国立公園にするなどして沖縄県全体の観光資源として有効に活用していきたい」と述べました。
一方、今月１３日、名護市の浅瀬にアメリカ軍のオスプレイが不時着して大破した事故について、「おととい飛行を再開したことは早いと感じる。しっかりと原因究明をして、県民が納得するようにきちんと発表してから再開するべきではないか」と述べました。
そのうえで、返還の条件として村内に建設されたヘリコプターの発着場で行われるオスプレイの訓練について、「訓練を行うことは安全性が確認されるまで反対の立場だ。住民の立場に立って、騒音の問題や飛行ルートの大幅な変更など徹底的に環境改善を訴え続けていく」と述べました。
米軍北部訓練場 約半分が返還
NHK沖縄12月22日　10時50分
沖縄で最大のアメリカ軍施設北部訓練場のおよそ半分が、６か所のヘリコプター発着場の完成をうけて、２２日、日本側に返還されました。
ただ、完成した発着場では、先週大破する事故を起こしたオスプレイが訓練を行うことになっていて、地元の住民から不安の声が上がっています。
沖縄で最大のアメリカ軍施設北部訓練場は、平成８年に一部を返還することで日米両政府が合意しました。
返還条件となった、６つのヘリコプター発着場が今月中旬までに完成してアメリカ側に引き渡され、訓練場の半分にあたるおよそ４０００ヘクタールが２２日、日本側に返還されました。
返還された区域は、不発弾の探査などを経て１年から１年半後に地権者に土地が引き渡される見通しです。
今回の返還は、沖縄が昭和４７年に本土に復帰して以降、最大の規模のもので、国は沖縄の基地負担軽減につながるとし、午後には、名護市で、政府主催の記念式典が開かれます。
ただ、完成した発着場では先週、名護市で大破する事故を起こしたオスプレイが訓練を行うことになっていて、地元の住民から不安の声が上がっています。
また、オスプレイの配備に反対している沖縄県の翁長知事は記念式典を欠席し、同じ名護市で開かれる抗議集会に出席します。
今回の返還で、沖縄県内のアメリカ軍専用施設はおよそ１７．７％減り、全国のアメリカ軍専用施設に占める沖縄県の割合は、およそ７４．５％から７０．６％になるものの、依然、沖縄に基地が集中する現状が続きます。 
北部訓練場「負担軽減」という名の機能強化　集落近くに着陸帯、オスプレイ年2500回使用

沖縄タイムス2016年12月22日 15:35

　在日米軍最大の面積の沖縄県北部訓練場の過半返還で、日米両政府は「沖縄の負担軽減」を強調するが、新たな着陸帯６カ所が提供されることで機能強化につながる実態が、関連資料などから浮かび上がる。１３日に墜落事故を起こしたＭＶ２２オスプレイの使用は、６カ所の合計で年間２５２０回が見込まれている。



ヘリ着陸帯の位置

　米海兵隊はアジア太平洋地域における戦略や基地運用計画をまとめた「戦略展望２０２５」の中で、「最大で５１％の使用不可能な土地を返還し、新たな施設を設け、土地の最大限の活用が可能になる」と期待感を示している。

　東村高江周辺の新設ヘリパッドは、宇嘉川の河口部に設けた訓練区域と連動する形で、海からの上陸作戦や人員救助などの訓練を実施する狙いがある。

　沖縄防衛局が実施した自主アセスでは６カ所の選定理由を「米軍の運用上の要望」と明記。世界唯一のジャングル戦闘訓練施設として重用されてきた北部訓練場に、新たな機能を持たせる意図がうかがえる。

　北部訓練場内では既設２２カ所と２０１５年に米側に引き渡したＮ４の新設２カ所を合わせ、２４カ所のヘリパッドがある。既設の北側６カ所、南側１カ所の計７カ所を含む土地が返還され、Ｎ１（２カ所）とＧ、Ｈの計４カ所を新たに提供することで、ヘリパッドは２１カ所になる。

　そのうち、１５カ所でオスプレイを運用。年間の使用回数は計５１１０回に上ることから、高江集落に近い６カ所のヘリパッドで全体の半分の訓練を実施することが分かる。

　訓練場内にはオスプレイの低空飛行ルートも設定され、地上１５～６０メートルの地形追従飛行を年２５回実施することも明らかになっている

しんぶん赤旗2016年12月21日(水)

沖縄北部訓練場　上陸訓練が５倍化　「返還」引き換えの追加提供で

　沖縄県名護市沖で夜間訓練中に墜落し大破した普天間基地の垂直離着陸機、ＭV２２オスプレイ。そのオスプレイ部隊のため、北部訓練場の「（北側の）部分返還」と引き換えに、着陸帯の建設が強行されたうえ、新たに米軍に土地・水域も提供されます。追加提供によって海兵隊による海からの上陸訓練の日数が、返還前に比べ最大で約５倍に増加可能となっていることが本紙の取材で分かりました。「負担軽減」を口実にした際限のない危険と隣り合わせの基地機能強化に県民の反発は必至です。（山本眞直）
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　北部訓練場の「部分返還」を合意したＳＡＣＯ（沖縄に関する特別行動委員会）最終報告（１９９６年１２月２日）は、「北部訓練場の（北側の）過半を返還し、残余の部分から海への出入りを確保するため、土地（約３８ヘクタール）及び水域（約１２１ヘクタール）を提供する」と記述しています。

　これは「海への出入りの土地と水域」がなく、北部訓練場では不可能だった上陸訓練を可能にする“仕掛け”です。着陸帯から海へつながる土地と水域（宇嘉川河口沖）の提供を確認した９８年１２月１７日の日米合同委員会は、提供の目的について「上陸訓練のため」と特定しています。

　そのために用意したのが北部訓練場に隣接する国頭村の安波訓練場（約４８０ヘクタール）と安波ダム下流の安波川河口沖に提供されている訓練水域（約７８９５ヘクタール）のＳＡＣＯでの「返還」合意です。

　米軍は、この場所でＣＨ４６中型ヘリなどを使用した上陸作戦の訓練を実施してきました。今後は、訓練にオスプレイが使用されることになります。

　防衛省は本紙の取材に新たに提供された｢土地｣の使用制限について「定められていない｣と答えています｡

　安波訓練場の使用制限は地位協定２条４項（ｂ）に基づき「年間２５日」しか使えません。
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（写真）北部訓練場の「過半の返還」で米軍が新たに確保した上陸訓練のための宇嘉川河口につながる土地＝国頭村安波


　一方、米軍が新たに確保した「土地」の使用制限は、地位協定２条１項（ａ）の米軍専用区域により「使用制限は定められていない」ため、米軍の必要に応じて使用できます。

　水域と追加された「土地」での上陸訓練は、地位協定で提供水域の使用制限「年間１２０日を超えない範囲」となっています。つまり、「年間２５日」しか使えない安波訓練場と単純比較すれば、訓練日数は安波訓練場の４・８倍、約５倍実施が可能になります。

　北部訓練場（ゴンザルベス基地）のジェームス・ドーロン司令官は１１月２１日放映の米軍放送で､｢彼（日本政府)らが建設している(上陸訓練のための）道路は、私たちが過去できなかった訓練場をよりよいものにするだろう」と述べました。

　米海兵隊が「戦略展望２０２５」で描いた「使えない土地を返す代わりに利用可能な訓練場を新たに開発」の一端が姿を現したのです。

しんぶん赤旗2016年12月22日(木)

切り刻まれた高江の森　オスプレイパッド上空から

　「先送りは許されない｣｡９月２６日の安倍晋三首相の所信表明演説が号令となり、沖縄県東村高江の米軍オスプレイパッド（着陸帯）６カ所の「年内完成」が強行されました。

　本紙は２１日までに、すでに完成されたＮ４（2カ所）を除く、Ｎ１（２カ所）、Ｇ、Ｈと呼ばれるオスプレイパッド４カ所を上空から撮影した最新画像（ジャーナリスト・桐島瞬氏撮影）を入手しました。世界で唯一の亜熱帯降雨林で、国の天然記念物ノグチゲラなど無数の固有種が息づく“やんばるの森”が無残に切り刻まれた姿が確認されました。

　日米両政府は１６日、工事「完成」を確認したとしまし
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（写真）二つの着陸帯が並ぶＮ１地区。周囲にブルーシートが張られている


た。しかし、実際にはまだ積まれたままの砂利や多数の工事車両が現場で動いています。「年内完成」を急いだためにずさんな工事で崩落した部分や、今後、豪雨で崩壊しかねない箇所も確認されています。「完成」は見せかけとの疑いが濃厚です。
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（写真）ずさんな工事が行われているＨ地区。左側の斜面は崩落の危険も指摘されている。仮設道路には工事用車両も
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（写真）とりわけ自然の密度が高い区域に建設されたＧ地区。右上の河口域から米軍の歩行訓練ルートを造る。米側の強い要望で建設された




きょう返還式強行

　政府は２２日に沖縄県名護市内で、着陸帯提供と引き換えの米軍北部訓練場「過半」返還式を強行します。所定の手続きを経て、来年中にも米海兵隊の垂直離着陸機ＭＶ２２オスプレイなどの離着陸訓練を開始する狙いです。

しんぶん赤旗2016年12月21日(水)

新基地阻止で沖縄と連帯　東京　最高裁判決受け緊急集会
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（写真）辺野古裁判を受け、オール沖縄会議が主催した緊急報告集会＝２０日、衆院第１議員会館


　辺野古訴訟の最高裁判決を受け、「辺野古新基地を造らせないオール沖縄会議」は２０日、衆院第１議員会館で緊急報告集会を開き、新基地建設反対の決意を確認しました。

　オール沖縄会議の高里鈴代共同代表は「私たちが今日の判決を見た、聞いた証人としてしっかりと記憶しておくべきだ」と語りました。今回の判決が、少女暴行事件から２０年間、沖縄が一貫してオスプレイ配備や新たな辺野古新基地を拒否した結果、反対する県民を許さないと司法が行ったものだとし、「沖縄の生存権を拒否するといってもいい判決だ」と批判しました。そのうえで、「おかしい判決だと感じるのなら、なくしていく歩みを始めよう。一丸となってあげた声は後退することはない。最高裁だからこれで終わり、ではない。ほかの多様な方法を見いだして辺野古の工事を止める。みなさんとともに歩みたい」と述べました。

　オール沖縄会議顧問である日本共産党の赤嶺政賢衆院議員は「最高裁や安倍内閣がどんな権力や建前を動員してきても、沖縄県民のたたかいはさらに大きなたたかいとなって広がるし、広げなければならない」と訴えました。

　同じくオール沖縄会議顧問、「沖縄の風」の伊波洋一参院議員は「裁判の結果に歩みをとどめることはない。県知事や名護市長の権限も大きい。県民と全国が連帯して辺野古新基地はつくらせない」と述べました。

　竹下勇夫弁護士が最高裁判決を報告しました。

沖縄知事欠席に不快感＝菅官房長官
　菅義偉官房長官は２１日午前の記者会見で、翁長雄志沖縄県知事が２２日に予定されている米軍北部訓練場（同県
東村など）の部分返還の式典を欠席することについて、「年


記者会見する菅義偉官房長官＝２１日午前、首相官邸
内の返還が実現できるという趣旨の話を（翁長知事に）報告した後、『歓迎する』と言ったのではなかったか。そんなに軽い話ではない」と述べ、重ねて不快感を示した。（時事通信2016/12/21-12:55）
返還後も基地問題で溝深く
NHK沖縄12月23日　10時32分
沖縄で最大のアメリカ軍施設、北部訓練場のおよそ半分が２２日、日本側に返還され、基地負担軽減につながると強調する国に対し、沖縄県の翁長知事は、オスプレイの事故後の国の対応を強く批判しました。
焦点の、アメリカ軍普天間基地の移設計画でも両者の溝が深まっていて、沖縄の基地をめぐる問題は、解決の糸口すら見いだせない状態が続いています。
沖縄で最大のアメリカ軍施設、北部訓練場のおよそ半分が２２日、日本側に返還され、政府主催の記念式典で菅官房長官は「沖縄の本土復帰以降最大規模の返還で、基地負担軽減に大きく資するものだ」と返還の成果を強調しました。
これに対して、沖縄県の翁長知事は式典を欠席して、今月１３日にオスプレイが大破した事故に抗議する集会に出席し、「飛行再開を容認した国の姿勢は、沖縄県民を日本国民と見ていないもので強い憤りを感じる」などと国の対応を厳しく批判しました。
アメリカ軍普天間基地の名護市辺野古沖への移設計画をめぐって、県の敗訴が確定したことを受け、国は今後県の手続きが整いしだい、移設工事を早期に再開する方針です。
一方翁長知事は、今後もあらゆる権限を使って移設阻止を目指すとして、対決姿勢を鮮明にしています。
県と国の溝がますます深まるなか、沖縄の基地をめぐる問題は、解決の糸口すら見いだせない状態が続いています。 
返還「重要な一歩」＝オスプレイ事故に遺憾表明－日米同盟は世界最強・ケネディ大使
　キャロライン・ケネディ駐日米大使は２１日、東京都内の米大使館で時事通信と会見し、沖縄県の米軍北部訓練場返還について「沖縄における足跡（在日米軍専用施設面積）の２割を削減することになる。沖縄県民への影響を低減す


インタビューに答えるケネディ駐日米大使＝２１日午後、東京都港区の米大使公邸
る重要な一歩」と意義を強調した。米海兵隊輸送機オスプレイの事故に関しては、「懸念を引き起こしたことを遺憾に思う。安全が最優先課題だ」と述べ、安全確保へ決意を示した。
　ケネディ氏は大使就任後、７回にわたり沖縄県を訪れ、２２日に名護市で行われる北部訓練場返還式典にも出席する予定。今年４月に起きた米軍属による女性殺害事件などを振り返り「（沖縄県民にとって）非常に困難な年だった。沖縄県民の友情、協力には非常に感謝している」と訴えた。
　安倍晋三首相による今月末のハワイ真珠湾訪問について、ケネディ大使は「日米同盟の強さを明確に示すものであり、オバマ大統領と共に首相に同行するのを楽しみにしている」と歓迎した。さらに、首相の真珠湾訪問やオバマ大統領の広島訪問を「日米同盟を世界最強にした数十年にわたる友情、協力、信頼」がもたらした「歴史的瞬間」と評価した。
　在日米軍撤退の可能性を示唆したトランプ次期大統領就任後の日米関係を懸念する声が上がっていることに関しては「トランプ氏が（当選後）最初に会った外国首脳は安倍首相であり、次期政権もこれまで通り日米同盟を重視すると確信している」と語った。
　３年余りにわたった任期を終えて来年１月に帰国するケネディ大使は、オバマ政権を代表し「素晴らしい国」で働くことができ非常に幸運だったと強調した。（時事通信2016/12/21-19:23）
北部訓練場、２２日に返還＝沖縄復帰後で最大規模


沖縄県の米軍北部訓練場の約半分の敷地返還についてケネディ駐日米大使（左から３人目）と共同発表する安倍晋三首相（同４人目）。左端はマルティネス在日米軍司令官＝２１日午後、首相官邸
　日米両政府は２１日、米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）の約半分の敷地を２２日に日本に返還することで正式合意した。これを受け、安倍晋三首相とケネディ駐日米大使は首相官邸で訓練場返還を共同発表。返還面積は約４０００ヘクタールで、沖縄県が１９７２年に本土復帰を果たして以降、最大規模となる。
　首相は「今後も抑止力を維持しながら、沖縄の基地負担軽減を一つひとつ着実に実現していきたい」と強調。ケネディ氏は「日米同盟はかつてないほど強固だ。今後もあらゆる課題で日本と緊密に連携していく」と応じた。
　北部訓練場をめぐり日米両政府は、１９９６年１２月に発表した「沖縄に関する特別行動委員会（ＳＡＣＯ）」の最終報告で、約７５００ヘクタールある訓練場の敷地の部分返還で合意。ヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）６カ所を残る訓練場内に移設することが条件だったが、移設工事が今月中旬に完了した。両政府は２１日、外務・防衛当局者による合同委員会を持ち回りで開き、ヘリパッドの米側への提供を決定した。
　返還される面積は、沖縄県内の在日米軍専用施設・区域の面積の２割に相当する。これにより、全国の米軍施設の沖縄への集中度は約７４％から約７０％に低下する。
　返還を受け、日本政府は不発弾処理などを実施した後、１年から１年半後に地権者に引き渡す方針。基地負担軽減で最大の懸案である普天間飛行場（宜野湾市）の返還にも、弾みをつけたい考えだ。
　ただ、返還条件となったヘリパッドは、不時着事故を起こした米海兵隊の新型輸送機オスプレイも利用するため、沖縄県では安全への懸念が強い。政府は２２日に沖縄県名護市で返還式典を開催するが、翁長雄志知事は欠席する意向だ。（時事通信2016/12/21-18:34）
米軍北部訓練場から4千ha返還　本土復帰後最大、日米共同発表

共同通信2016/12/22 00:11
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日本側に部分返還される米軍北部訓練場の返還予定区域（手前）＝17日、沖縄県国頭村（共同通信社ヘリから）[image: image31.jpg]


沖縄県にある米軍専用施設「北部訓練場」の部分返還について、共同記者発表する安倍首相（右）とケネディ駐日米大使＝21日午後、首相官邸

　安倍晋三首相とケネディ駐日米大使は21日、沖縄県にある国内最大規模の米軍専用施設「北部訓練場」（東村、国頭村）の半分超に当たる約4千ヘクタールの返還を発表した。1996年の日米合意に基づく対応で、22日午前0時に引き渡された。72年の沖縄の本土復帰後、最大規模の返還となり、日本政府は沖縄の負担軽減をアピールする。沖縄に集中する米軍専用施設の割合は約74％から約70％となるが、なお重い負担が続く。

　日米両政府は21日午後、官邸で共同発表を開催。首相は「今回の返還は基地負担軽減にとどまらず、跡地利用を通じて地域振興に大きく寄与する」と意義を訴えた。

オスプレイ墜落、政府に“誤算”　北部訓練場の過半返還　「復帰後最大」アピールも不発

琉球新報2016年12月23日 06:30 
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式典後、取材に応じる菅義偉官房長官＝２２日午後、沖縄県名護市の万国津梁館
　菅義偉官房長官やケネディ駐日米大使らがそろい、２２日に沖縄県名護市で華々しく開かれた米軍北部訓練場（沖縄県東村・国頭村）の過半返還を記念する政府の式典。会場周辺では市民の抗議デモがあり、出席を拒んだ翁長雄志知事は、１３日のオスプレイ墜落を受けて開かれた抗議集会で拳を上げた。
　沖縄県がオスプレイの配備撤回を重ねて求めてきたのに対し、式典で菅氏や稲田朋美防衛相が沖縄に配慮するように言及したのは、返還の条件として新たに建設されたヘリパッドで住宅地上空の飛行を避けることや安全管理だった。
　だがこれまでも米軍は常周経路を無視した飛行を繰り返し、日本側がそれを制御できず、被害防止策は形骸化してきた。返還で沖縄の基地面積は減少した一方、新たなヘリパッドや訓練道の建設で北部訓練場の機能は強化された。
　翁長知事は式典当日朝の報道各社とのインタビューで「県内では確かに米軍専用施設が１７％も減るが、全国に占める割合は約７４％から７０％へと減るだけで、ある意味では変わらない」と、負担軽減を強調する政府をけん制した。
　■節目の年に固執
　式典に“待った”をかけたのは知事だけではなく、地元国頭村の宮城久和村長も同じだ。宮城村長はオスプレイ墜落を受け、政府に式典の延期を求めてきた。
　だが墜落から２日後に宮城村長と会談した若宮健嗣防衛副大臣は、日米関係を緊密にした年の重要な式典だと理解を求めた。式典は近く退任するケネディ駐日米大使への“はなむけ”でもあると、政府関係者は認めている。
　式典であいさつしたマルティネス在日米軍司令官は１３日のオスプレイの墜落などには一切触れず、返還部分が県民の「貴重な財産になる」と強調。「同盟の強固さを再確認した。日本と合衆国の素晴らしい日だ」と喜んだ。
　ただ式典がオスプレイ墜落で水を差されたのは事実だ。事故直後、火消しに走る防衛省関係者からは、米軍への恨み節も多く聞かれた。県外メディアの報道でも、オスプレイに対する県民の不安に焦点を当てて式典を報じるものが多く、政府にとっては“誤算”だった。　
　■不快感隠さず
　式典への出席を見送った知事の判断について、県幹部は「墜落という短期的な事象を捉えて決めたものではない」と説明する。「県民大会を開いてもオスプレイが強行配備され、最近では宜野座村城原区の民間地上空でつり下げ訓練をし、沖縄防衛局が抗議をしても米軍は訓練を続けた。こういうことがずっと続いてきた。日米地位協定の改定を含め、同盟の在り方を根本から考えてもらわないと、沖縄の現状は何も変わらない」。
　式典後、知事の式典欠席を問われ、菅氏は不快感を隠さなかった。「基地負担の軽減を掲げる知事が出席しなかったのは極めて残念だ。年内返還を知事に申し上げた際には皆さんの前で『歓迎する』と知事は発言し、２日後にはその言葉を取り消された。返還はそんなに軽い話ではない」。
　近く再開する米軍普天間飛行場の辺野古移設工事を前に、式典開催で「沖縄の負担軽減」をアピールしたかった政府。だがオスプレイ墜落と県民不在の式典で沖縄の基地負担の“実相”はより輪郭を現した。（島袋良太）
「寄り添う姿勢見えず」　翁長知事、式典開催の政府を批判

琉球新報2016年12月23日 06:30 
　沖縄県の翁長雄志知事は２２日、米軍北部訓練場の過半返還を記念する式典開催に合わせて同県名護市で開かれた緊急県民集会「欠陥機オスプレイ撤去を求める緊急抗議集会」に参加した。１３日のオスプレイ墜落事故を受けて「重大事故を起こしたオスプレイが東村高江に近い着陸帯で運用されるのは極めて問題」と述べ、オスプレイ配備撤回に向けた決意を改めて強調した。
　中止を求めていた北部訓練場過半返還の政府式典については「政府が式典を強行したのは県民に寄り添う姿勢が全く見えず、沖縄県は出席を取りやめた」と政府の姿勢を批判した。
　墜落事故に抗議した安慶田光男副知事に対しニコルソン在沖米四軍調整官が「操縦士に感謝すべき」と応じたことに言及し「これは良き隣人というわけにはいかない」と在沖米軍の在り方も厳しく非難した。
　北部訓練場の返還式で菅義偉官房長官が沖縄の負担軽減に資するとしたことについて、集会後の取材で「４千ヘクタール返ってくることで沖縄の基地問題が前に進んだと誤解を生じているのではないか。面積だけで物事を考えている。これはやはり機能強化とも考えられ、予定でなかったオスプレイが飛ぶことも考えられる」と反論した。
　今後の政府への取り組みについて集会後に「（政府と）話し合いは必要だろう」と述べ、政府との協議の場を早期に開きたい意向を示した。
　あいさつでは最高裁判決にも言及し「前知事の埋め立て承認の判断を最大限尊重しているが、逆に言えば、私の今後のさまざまな知事権限の行使について幅広い裁量権限を認めたことを意味している。法令にのっとり厳正に審査し、承認変更等の要件を判断していく」と今後の知事権限の行使に改めて意欲を示した。
辺野古敗訴確定で沖縄県はどう動く？　新たな法的手段準備

沖縄タイムス2016年12月21日 07:22

　最高裁での沖縄県敗訴確定で、翁長雄志知事は速やかに埋め立て承認取り消し処分を取り消す意向を示した。県海岸防災課が起案し、知事や副知事の決裁を取り付け、沖縄防衛局に通知する。防衛局は工事再開を急ぐとみられるが、県は「事前協議が終了しておらず、工事はできない」と事前協議の継続を求める構えだ。

　県は２０１３年１２月の埋め立て承認時に、留意事項として付した本体工事前の事前協議が終了していないため、防衛局に工事を進めず、協議に応じるよう求めている。事前協議では実施設計や環境保全策を確認する。昨年７月に協議に入ったが、県は同年１０月１３日、埋め立て承認を取り消した時点で、防衛局に「事前協議はできない」と伝えた。



辺野古埋め立て、今後の想定される流れ

　防衛局はこの通知を理由に「協議終了」と一方的に見なし、国土交通相が知事の承認取り消し処分の執行停止を決め、工事ができるようになった同２９日付で工事着手届を県に提出し、辺野古での工事を始めた。

　その後、事前協議に関する県と国の認識が食い違うまま、ことし３月４日の和解成立で、工事は中断している。県は事前協議を終了せず、工事を始めたことは「留意事項」に違反するとして、今後も文書での指導を続けるほか、防衛局に必要な資料や質問に対する回答を求めるとみられる。

　一方、知事は埋め立て承認を「撤回」を中心に、工事を止める今後の法的手段を準備している。

　その他にも（１）来年３月末に許可期限を迎える岩礁破砕許可（２）埋め立て予定区域に生息するサンゴを移植するための「特別採捕」許可（３）工事を進める上で必要な複数の設計概要の変更申請－の三つを挙げ、いずれも認めないことで、工事に影響を与えられる可能性があるとしている。

稲田防衛相 今週２２日に沖縄訪問で調整
ＮＨＫ12月19日 17時52分
[image: image34.jpg]



稲田防衛大臣は、沖縄県名護市の浅瀬でアメリカ軍の新型輸送機オスプレイが不時着して大破した事故で、オスプレイの飛行が再開されたことを受けて、地元の関係者に直接説明したいとして、今週２２日に、沖縄県を訪問する方向で調整に入りました。
アメリカ軍の新型輸送機オスプレイが今月１３日、沖縄県名護市の浅瀬に不時着して大破した事故を受けて、防衛省は、アメリカ軍に対し、安全が確認されるまでオスプレイの飛行を停止するよう求め、一時的に飛行が停止されていました。
これに対しアメリカ軍は、今回の事故は、空中給油の訓練の際に、乱気流などによって、給油ホースとプロペラが接触したことによるもので、機体構造などが原因ではないとして、１９日から空中給油を除いた飛行を再開させました。
これを受けて稲田防衛大臣は、地元の関係者に、直接説明したいとして、今週２２日に、沖縄県を訪問する方向で調整に入りました。また稲田大臣は、沖縄訪問に当たっては、沖縄県最大のアメリカ軍の演習場・北部訓練場の一部返還に合わせて、今週２２日に政府が主催する記念式典に出席する方向で調整することにしています。
オスプレイ 防衛相「給油再開までに安全対策万全に」
NHK12月23日 10時29分
稲田防衛大臣は、アメリカ軍の新型輸送機オスプレイが所属する普天間基地がある沖縄県宜野湾市の市長らと２２日夜、会談したことを明らかにし、オスプレイの空中給油が再開されるまでに、情報収集を行うなどして安全対策に万全を期す考えを示しました。
アメリカ軍の新型輸送機オスプレイが、沖縄県名護市の浅瀬に不時着して大破した事故で、アメリカ軍は、オスプレイの機体に問題はなく、空中給油の際に給油ホースとプロペラが接触したことによるものだとして、空中給油を除いた飛行を再開しています。
これについて稲田防衛大臣は２３日、訪問先の那覇市で記者団に対し、２２日夜、オスプレイが所属する普天間基地がある宜野湾市の市長や、オスプレイが訓練を行っている北部訓練場がある国頭村と東村の村長と会談し、飛行再開などの経緯を説明したことを明らかにしました。
そのうえで稲田大臣は、「厳しいご意見もいただいたが、空中給油の再開までに、しっかりと情報収集や安全対策などの確認を行っていると申し上げた」と述べ、空中給油が再開されるまでに、情報収集を行うなどして、安全対策に万全を期す考えを示しました。
また稲田大臣は、アメリカ軍普天間基地の移設計画について、「最高裁判決を受けて、沖縄県の翁長知事が、和解に従って埋め立て承認の取り消し処分を取り消して、協力していただけると思っている」と述べました。
防衛相 「県民にしっかり説明していく」
ＮＨＫ12月19日 11時31分
オスプレイの飛行再開について、稲田防衛大臣は防衛省で記者団に対し、「防衛省・自衛隊の知見、専門的見地などから、合理性があるということだ。今回の事故で最も不安を感じている沖縄県民の皆様や地元の方々にしっかり説明していくことに尽きる」と述べました。
また、「オスプレイは機動力、速度、飛行距離など、優れたところがあり、配備が抑止力の向上につながるということに間違いはない。ただ、安全性が大前提であるということも申し上げてきたところだ」と述べました。
そして、稲田大臣は「空中給油については詳細な検証のもとで、二度とこのような事故が起こらないように、安全確認や教育などをやる必要があることはアメリカ側も認めており、具体的な情報をしっかりと提供してもらい、透明性を持って情報を提供していきたい」と述べました。
飛行再開、再発防止を＝オスプレイ事故－岸田外相
　岸田文雄外相は１８日、沖縄県沖で起きた不時着事故を受け停止している米海兵隊新型輸送機オスプレイの飛行再開について、「原因究明、情報提供、再発防止を（米側に）求めている。再開に向けてはしっかり意思疎通を図ってもらわなければならない」と述べ、日米で調整中との認識を示した。新潟県十日町市で記者団に語った。（時事通信2016/12/18-17:05）
オスプレイ事故 沖縄の市町村議会 半数超で抗議決議や意見書
NHK12月21日 19時18分
沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故を受けて、２１日までに県内の半数を越える市町村で抗議決議や意見書が可決されました。２２日は沖縄県議会でも抗議決議などが可決される見通しで、沖縄で反発の声が広がっています。
ＮＨＫが沖縄県内の４１すべての市町村議会に取材したところ、２１日までに、オスプレイの事故を受けて抗議決議や意見書を可決したのは半数を超える２１の市町村にのぼっています。
このうち、１３の市町村の決議では、事故の翌日、沖縄のアメリカ軍のトップのニコルソン四軍調整官が「沖縄の人を危険にさらさなかった判断は遺憾に思わない」などとパイロットを称賛する発言をしたことに対し、「住民感情を逆なでしている」などと批判しています。
２２日以降も、８つの市町村が事故への抗議決議について審議することになっているほか、２２日、沖縄県議会でも、日米両政府に対して事故に抗議するとともにニコルソン四軍調整官の更迭を求める決議と意見書が賛成多数で可決される見通しで、沖縄で反発の声が広がっています。
「沖縄はずっと同じような状況に置かれている」
ニコルソン四軍調整官が「沖縄の人を危険にさらさなかった判断は遺憾に思わない」などとパイロットを称賛する発言をしたことに、沖縄では批判の声が強まっています。
アメリカ統治下の昭和３４年６月３０日、アメリカ軍戦闘機が、今の沖縄県うるま市にある宮森小学校に墜落し児童１１人を含む１８人が犠牲になりました。久高政治さん（６８）は、宮森小学校の５年生だったとき、この事故を目撃しました。当時、アメリカ軍は「事故は不可抗力で、人口が密集している市街地は避けることができた」などとする談話を発表しました。
この談話について久高さんは、「これだけの犠牲者を出していながら、頑張ったんだというような言い逃れをしていてそれはやっぱり県民を愚弄している発言でしかない」と振り返ります。
沖縄の本土復帰から３０年以上がたった平成１６年、宜野湾市の大学にヘリコプターが墜落した事故の際も、在日アメリカ軍の司令官が、「被害を最小限に食い止めたのはすばらしい功績だ」などと発言しました。久高さんは、今回の四軍調整官の発言について「海に落ちたからいいのではなく一歩間違えれば集落に落ちていたという県民の気持ちをわかってるのかと頭にくる。沖縄は、ずっと同じような状況に置かれている」として、みずからが体験した事故から６０年近く経っても、沖縄の状況が変わっていないと話しています。
しんぶん赤旗2016年12月24日(土)

米軍オスプレイ墜落　沖縄２５市町村抗議　自治体の過半数

　沖縄県では、米海兵隊のＭＶ２２オスプレイが名護市安部（あぶ）に墜落した重大事故に対する抗議決議や意見書を可決した市町村議会が、２３日までに４１市町村の過半数の２５市町村に上りました。

　那覇市議会は、２２日に賛成多数で可決。抗議決議は、「圧倒的民意に逆らい２４機が強行配備され、県民の上空を縦横無尽に飛び交い、生命と生活が脅かされる異常な状況である」と抗議。オスプレイの飛行を一切中止し、直ちに配備を撤回すること、米軍普天間基地を閉鎖・撤去し、県内「移設」を断念することなどを求めています。

　抗議決議や意見書を可決した議会は次の通りです。

【沖縄県】

【市】那覇、名護、うるま、沖縄、宜野湾、浦添、豊見城（とみぐすく）、糸満、石垣の９市

【国頭（くにがみ）郡】国頭村、東村、今帰仁（なきじん）村、恩納（おんな）村、宜野座（ぎのざ）村、金武（きん）町、伊江村の１町６村

【中頭郡】読谷（よみたん）村、嘉手納（かでな）町、北谷（ちゃたん）町、北中城（きたなかぐすく）村、中城村、西原町の３町３村

【島尻郡】南風原（はえばる）町、久米島町、八重瀬町の３町

(宮古郡､八重山郡はなし)

オスプレイ事故 沖縄県議会が抗議決議と意見書可決
NHK12月22日 16時47分
沖縄県名護市の浅瀬でアメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故を受けて沖縄県議会は、オスプレイの配備撤回などを求める抗議決議と意見書を賛成多数で可決しました。
沖縄県議会は、今月１３日に名護市で起きたオスプレイの事故を受けて、共産党や社民党などの与党が、抗議決議案と意見書案を本会議に提出しました。
この中では、オスプレイを「欠陥機」としたうえで、今月１９日に飛行が再開されたことについて「再発防止と原因究明までのあいだ、飛行の中止を要請したにも関わらず一方的に訓練を再開したことは断じて容認できない」などとして、オスプレイの飛行中止や配備撤回などを求めています。
また、沖縄のアメリカ軍トップのニコルソン四軍調整官が「事故は遺憾に思うが、パイロットはすばらしい仕事をした」などと発言したことについて「県民の配慮を欠いた発言に批判の声が上がっている」として更迭を求めています。
これに対し、野党の自民党は「今回の事故は機体そのものが原因ではなく、オスプレイを『欠陥機』と決めつけるのはあまりにも一方的だ」などとして、反対の意見を述べました。
採決では、公明党と維新の会が退席しましたが、抗議決議と意見書は与党の賛成多数で可決されました。
可決された抗議決議は、駐日アメリカ大使や在日アメリカ軍司令官へ、意見書は日本政府へ送られます。
しんぶん赤旗2016年12月23日(金)

オスプレイ飛行中止せよ　沖縄県議会　墜落に抗議決議　自民反対、公明・維新は退席

　沖縄県議会は２２日、「欠陥機米軍ＭＶ２２オスプレイ墜落事故に関する意見書（抗議決議）」を与党（社民・社大・結連合、会派おきなわ、日本共産党）の賛成多数で可決しました。自民は反対、公明と維新は退席しました。

　可決された意見書は、「墜落現場は集落のすぐそばに位置しており、一歩間違えば住民を巻き込む大惨事につながる重大な事故」であり、同じ日にオスプレイが普天間基地で胴体着陸を起こしていたことも「県民に大きな不安と強い衝撃を与えた」と墜落に抗議しています。

　米軍トップの「県民や住宅に被害を与えなかったことは感謝されるべきだ」との発言に批判の声が上がっていることにも言及し、(1)事故原因の徹底究明(2)オスプレイの飛行を中止し、配備の撤回(3)普天間基地の閉鎖・撤去と県内「移設」断念(4)在沖海兵隊の撤退(5)ニコルソン在日米軍沖縄地域調整官の更迭―を求めています。

　自民は、事故を「不時着」とし、オスプレイの県外への分散移転を求める独自案を提出しました。

　日本共産党の渡久地修県議団団長が与党案に賛成し、自民案に反対する討論を行いました。

　渡久地議員は、事故は墜落か不時着か、オスプレイの配備撤回を求めるのか―の根本的な点で与野党が一致しなかったことを指摘。墜落となると日本政府の責任も問われ、今後の訓練や自衛隊のオスプレイ導入に影響が出ることから、墜落や機体の欠陥を否定していると指摘しました。

　女性殺害事件、オスプレイ墜落事故、さらに県民の声を無視したオスプレイの飛行の全面再開に県民の怒りは頂点に達しており、与党案は可決されるべきだと訴えました。

　自民案は、自民会派の賛成少数で否決されました。

オスプレイ事故で抗議集会＝知事「不退転の決意で」－沖縄


オスプレイの不時着事故に抗議する市民集会で、あいさつする沖縄県の翁長雄志知事＝２２日午後、沖縄県名護市
　沖縄県名護市沖に米軍普天間飛行場（宜野湾市）所属の輸送機オスプレイが不時着・大破した事故で、オスプレイ撤去を求める市民団体が２２日午後、名護市で抗議集会を開いた。翁長雄志知事が「今後も不退転の決意で取り組む」と宣言すると、会場は大きな拍手に包まれた。
　翁長氏は、同日に政府主催で行われた米軍北部訓練場（同県東村など）の返還式典を欠席して、集会に出席した。「米軍の要求を最優先した政府は、沖縄県民を日本国民として見ていない」と糾弾した。
　集会には約４２００人（主催者発表）が参加し、オスプレイの撤去や辺野古新基地建設の断念を成し遂げるまで戦い抜くなどとしたアピール文を採択した。（時事通信2016/12/22-21:05）
【速報】オスプレイ撤退を　県民の怒り頂点　名護市で緊急抗議集会

琉球新報2016年12月22日 18:39 
　【名護】名護市安部の海岸に米軍垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイが墜落した事故を受けた「欠陥機オスプレイ撤去を求める緊急抗議集会」が２２日午後６時３０分から名護市の２１世紀の森屋内運動場で始まった。主催は米軍普天間飛行場の名護市辺野古移設に反対する政党や市民団体でつくる「オール沖縄会議」。
　県民が多数参加し、オスプレイの墜落やわずか６日後の飛行再開など、沖縄に寄り添わない政府の姿勢に抗議した。
　集会には翁長雄志知事や稲嶺進名護市長、国政野党の県選出国会議員６氏が出席。オスプレイの撤去や新基地建設の断念などを求める。


　集会は、２２日午後に名護市の万国津梁館で開かれた「北部訓練場返還式典」に合わせて企画された。
　返還式典の会場周辺にも式典開始前から、ヘリパッド建設に反対する市民らが多く集まり、開催を批判するシュプレヒコールを繰り返した。
　一方、東村高江の米軍北部訓練場のメインゲート前には午前８時ごろから市民らが集まり、「露骨なアメとムチの政策で返還をアピールし、辺野古の新基地建設を強行する政府は許せない」などと怒りの声を上げた。
しんぶん赤旗2016年12月23日(金)

オスプレイ　配備撤回までたたかい抜く　翁長知事「不退転の決意」沖縄・名護　県民抗議集会に４２００人

　米軍北部訓練場「返還」式が強行された２２日、沖縄名護市では、１３日に発生した、ＭＶ２２オスプレイ墜落事故に抗議し、配備撤回を求める集会が開かれました。翁長雄志県知事は、県民の願いに応え、政府が招待した式典への出席を拒否するとともに抗議集会に駆け付けました。
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（写真）オスプレイの墜落抗議と撤去を求める緊急抗議集会。壇上右から２人目は翁長知事＝22日、沖縄県名護市


　県内政党や経済界有志、市民などでつくる「辺野古に新基地を造らせないオール沖縄会議」主催の抗議集会開始１０分前、会場にあふれるほどの約４２００人がつめかけた中に翁長知事が到着すると、知事の毅然（きぜん）とした姿勢をたたえる拍手が湧き起こり、しばらく鳴りやみませんでした。

　翁長知事は「このような重大事故を起こしたオスプレイの着陸帯を造り、返還式典を強行した政府には、県民に寄り添う姿勢が全く感じられない。県民は新基地建設を断念させるまでたたかい抜くものと信じている。建白書の精神に基づき、辺野古新基地は絶対に造らせない、オスプレイの配備撤回の公約実現に向け、不退転の決意で取り組む」と力を込めました。

　稲嶺進名護市長は「負けない方法をわれわれウチナーンチュは知っている。それはあきらめないことです」とのべ、知事を先頭にさらなる県民の団結を呼びかけました。

　「オール沖縄」の県選出国会議員６人が相次ぎ発言し、日本共産党の赤嶺政賢衆院議員は「オスプレイの配備撤回と、着陸帯の全てを撤去させるまで翁長知事とともに頑張り抜こう」と訴えました。

　「基地の県内移設に反対する県民会議」が呼びかけたスタンディングには、約４００人が式典会場となった万国津梁（しんりょう）館前（名護市）の国道沿いに、開始の約２時間前から集結。２００人超の警視庁機動隊による警備の中、横なぐりの雨でずぶぬれになりながら、怒りと決意を胸に｢偽りの返還､まやかしの負担軽減は許さない｣｢高江の森を返せ｣｢オスプレイは日本、沖縄から出ていけ」のシュプレヒコールを響かせました。

返還式典の強行に抗議

　沖縄県東村高江などに強行される米軍オスプレイパッド（着陸帯）建設と引き換えに、国頭（くにがみ）村と東村にまたがる米軍北部訓練場の「過半」が２２日午前０時に「返還」されました。北部訓練場の総面積約７８００ヘクタールのうち約４０００ヘクタールの返還で、県内の米軍基地は約１７％減り、在日米軍基地が沖縄に集中する状況も約７４％から約７０％になります。日本政府は同県名護市内で「返還式」の開催を強行。会場近くでは、「オスプレイが運用する新たな基地はいらない」などと全面返還を求める県民が式典に抗議するスタンディングに取り組みました。

オスプレイ事故受け配備撤回など求め抗議集会 沖縄
NHK12月22日 19時03分
沖縄県名護市の浅瀬でアメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故を受けて、事故に抗議しオスプレイの配備撤回などを訴える抗議集会が沖縄県の翁長知事も出席して２２日夜、名護市で始まりました。
抗議集会は、今月１３日に名護市で起きたオスプレイの事故を受けて、県議会の与党会派や市民グループで作る団体が主催し、午後６時半から名護市で始まりました。
２２日に開かれたアメリカ軍北部訓練場のおよそ半分の返還を記念する政府主催の式典に対する批判の意味も込めて式典会場の近くで開かれ、式典を欠席した沖縄県の翁長知事も出席しています。
翁長知事はこのあとの集会の中で、オスプレイの事故をめぐる日米両政府の対応を厳しく批判するとともに、オスプレイの配備撤回などを訴えることにしています。
オスプレイの事故を受けた抗議集会には、沖縄県内の各地から参加者が集まりました。
恩納村から訪れた７３歳の男性は「こんな危険を沖縄だけが背負ってすごさなければいけない状況に悔しい思いがあります。オスプレイはアメリカに持っていってほしいし、日本政府はもっと国民のことを考えてほしい」と話していました。
うるま市の６９歳の女性は「事故の原因がわからないままオスプレイの飛行が再開されたことに抗議するために来ました。軍用機が上空を飛ぶだけでもとても怖いことです。基地はすべて沖縄からなくなってほしい」と話していました。
また、那覇市から訪れた７４歳の男性は「政府は沖縄に負担を押しつけすぎている。北部訓練場の返還で基地負担が減るといっても僅かにすぎず茶番劇だと思います」と話していました。
オスプレイ事故で抗議集会 知事は配備撤回求める考え強調
NHK12月22日 21時30分
沖縄県名護市の浅瀬でアメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故を受けて、２２日夜、名護市で抗議集会が開かれ、沖縄県の翁長知事はオスプレイの配備撤回を求めていく考えを強調しました。
抗議集会は、今月１３日に沖縄県名護市で起きたオスプレイの事故を受けて、県議会の与党会派や市民グループで作る団体が開き、主催者の発表でおよそ４２００人が集まりました。
２２日、アメリカ軍北部訓練場のおよそ半分の返還にあわせ政府が主催した記念式典に対する批判の意味も込めて、集会は式典会場の近くで開かれ、この式典を欠席した沖縄県の翁長知事も出席しました。
この中で、翁長知事は「事故からわずか６日後にオスプレイの飛行再開を容認した日本政府の姿勢は沖縄県民を日本国民と見ておらず、信頼関係を大きく損ねるもので、強い憤りを感じる」と述べました。
そのうえで、翁長知事は北部訓練場の返還の条件としてオスプレイが訓練を行うヘリコプター発着場が建設されたことについて、「オスプレイが北部訓練場で運用されることは極めて問題だ」と述べ、オスプレイの配備撤回を求めていく考えを強調しました。
抗議集会のあと、翁長知事は記者団に対し、「オスプレイの配備撤回、普天間基地の早期返還という公約を改めて構築していく決意だ」と述べました。
「沖縄の苦境打開するには…」 勾留続く山城議長、現在の胸中語る

沖縄タイムス2016年12月22日 13:00

　辺野古、高江の基地建設に対する抗議行動に絡んで起訴、勾留されている沖縄平和運動センターの山城博治議長（６４）が、接見の弁護士を通じて本紙のインタビューに応じた。「安倍政権のすさまじい攻勢を受けて翁長県政、全県民が苦境に立たされている。県民の団結で打開していく道はあるものと信じる」と述べた。



弁護士を通じてインタビューに応じた沖縄平和運動センターの山城博治議長

　政府は２２日、北部訓練場の返還式典を開き、「負担軽減」を打ち出す。山城議長は「オスプレイ墜落事故を踏まえると、脅威の増大はあっても負担軽減はない。式典など冗談ではない。県民の怒りはますます強くなり、オスプレイパッドが完成しても抗議は続くだろう」と指摘した。

　山城議長は接見禁止処分が続いていて、弁護士以外は会うことができない。本紙は弁護士に書面で質問を託し、回答を得た。１０月１７日の逮捕後、山城議長がメディアの取材に応じるのは初めて。（北部報道部・阿部岳）

■【全文】山城議長への書面インタビュー

　－起訴事実について。

　「今後法廷の中で明らかにしていきます」

　－高江ヘリパッドが完成したとして、政府は返還式典を開き、負担軽減を打ち出す。

　「オスプレイ墜落事故を踏まえると、脅威の増大はあっても負担軽減はない。式典など、冗談ではない。県民の怒りはますます強くなり、オスプレイパッドが完成しても県民の抗議は続くだろう」

　－辺野古訴訟は県が敗訴し、工事再開の見通しだ。

　「訴訟の結論は今の裁判所の体制では予想できたことであり、最高裁で県が敗訴しても落胆はないし、県民の決意も揺るがないだろう。工事再開となれば、またたくさんの県民がさまざまな現場に駆け付けて、徹底した抗議活動を展開するだろう。翁長県政にあっては、政府の圧力はすさまじいものと予想されるが、ぜひ県民の思いをくんで、力強く取り組まれることを願っている」

　－オスプレイが墜落した。

　「懸念されていた事故がついに発生した。私たちはオスプレイが配備されようとした２０１２年から、普天間飛行場包囲行動や、高江・辺野古の闘いの現場を通して、オスプレイ配備撤回を求める運動を続けてきた。高江での飛行訓練、キャンプ・シュワブ、ハンセンでの飛行訓練、そして本島全域での飛行訓練。住宅地、市街地を問わない飛行訓練に恐怖を感じ、怒りが沸き立つ。県民が力を合わせて頑張る時と考える」

　－現場で抵抗する市民や、広く県民に訴えたいことは。

　「戦争国家へ邁進（まいしん）する安倍政権のすさまじい攻勢を受けて翁長県政、全県民が苦境に立たされていると思う。これまで培ってきた県民の団結で、この事態を打開していく道はあると信じる。県民の皆さま、頑張って参りましょう」

　「最後に。多くの皆さまに支えられ、心身ともに元気です。ご安心ください」

オスプレイ不時着で抗議決議＝四軍調整官の更迭要求－沖縄県議会
　沖縄県議会は２２日、米海兵隊の輸送機オスプレイが名護市沖で不時着事故を起こしたことを受け、オスプレイの即時飛行停止と配備撤回を求める決議と意見書を社民、共産両党など県政与党の賛成多数で可決した。県民に被害を与えなかったとして「感謝されるべきだ」と発言した在沖米軍トップのニコルソン四軍調整官の更迭も要求した。
　決議は事故を「欠陥機による墜落」と位置付け、別の機の胴体着陸にも触れて「県民に大きな不安と衝撃を与えている」と指摘。「墜落への懸念から配備撤回を幾度も求めてきたが、懸念が現実となった」とし、米軍が一方的に飛行再開したことを「断じて容認できない」と批判した。米軍普天間飛行場（宜野湾市）の県内移設断念や在沖海兵隊の撤退も求めた。
　県政野党の自民党は「重大事故」と位置付け、原因解明までの訓練中止などを求める別の決議案を提出したが、否決された。公明党と日本維新の会は採決に加わらず、退席した。（時事通信2016/12/22-16:07）
「早いが、仕方ない」＝オスプレイ飛行再開に防衛省幹部
　オスプレイの飛行全面再開に、防衛省内では１９日、「早い気もするが、仕方がない」との声が漏れた。
　ある幹部は、沖縄県宜野湾市の普天間飛行場から複数のオスプレイが飛び立ったと聞くと、「伊江島に駐機している機体から飛ばすと思っていた」と驚いた様子。「機体自体に問題がないと分かったので、米軍はすぐにでも再開したかったのだろう」と淡々と話した。
　別の幹部は「確かに地元への説明は足りなかったかもしれない」としつつも、「時間をかけて飛行再開したところで批判は免れない」と指摘。「いつやっても変わらないのなら、運用に大きな支障が出る前に、と飛行再開を急いだのだろう」と推測した。（時事通信2016/12/19-19:08）
防衛局、住民に陳謝＝オスプレイ事故で説明会－沖縄
　防衛省沖縄防衛局などは２１日、米海兵隊の輸送機オスプレイが不時着事故を起こした沖縄県名護市安部で住民説明会を開いた。出席者から不安を訴える意見があり、防衛局側は陳謝するとともに、情報提供に努めると強調した。
　説明会は冒頭を除き、非公開で行われた。出席者によると、住民から「なぜパイロットは安部を選んで落ちたのか」「また同じように安部に落ちるのではないか」といった意見が出た。防衛局側は明確な返答を避けたという。（時事通信2016/12/21-21:30）
「オスプレイ飛ばないで」＝ヘリパッド建設の沖縄・東村区長－北部訓練場返還前に


２２日の米軍北部訓練場返還式典を前に、インタビューに応じる沖縄県東村高江区の仲嶺久美子区長＝１６日、同村の高江公民館
　「不安が現実になった。オスプレイは飛ばないでくれというのが願いだ」。２２日に開かれる米軍北部訓練場（沖縄県東村など）の返還式典を前に、騒音被害などに直面する東村高江区の仲嶺久美子区長（６６）が取材に応じ、「これからが始まり」と完成したヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）に向き合う決意を語った。
　１９９６年の日米合意で同訓練場返還の条件とされた６カ所のヘリパッドは、高江の集落を取り囲むように建設される。先行して完成した２カ所では、既にオスプレイが集落上を低空で飛び交う。仲嶺さんは「（夜間飛行の制限などの）ルールを米軍が守ってくれれば」との思いでいるが、改善される兆しはない。
　高江区の反対決議を押し切る形で２００７年に着工された２カ所のヘリパッドは、１４年までに完成、１５年に米軍へ提供された。運用開始後、夜間まで続く訓練でテレビの音は聞こえず、窓ガラスがガタガタと鳴る。「あと４カ所完成したらどんな運用をされるのか」。不安は募る一方だ。
　政府は今年７月に残る４カ所の建設に着手。全国から機動隊を呼び反対派を排除する姿勢に、「どんなことをしても造るんだ」と衝撃を受けた。長引く反対派と警察の対立に嫌気が差し、「この騒々しさから逃れたい」と早期完成を望む住民もいたという。
　そうした状況で発生したオスプレイの事故。住民の建設反対への機運は高まり、仲嶺さんは区民代表と共に配備撤回の要望活動を行った。
　ヘリパッドが全て完成し、沖縄への関心が高江から普天間飛行場が移設される名護市辺野古に移ったとしても、区民はオスプレイと向き合い続けなければならない。仲嶺さんは「これからが始まりだ。暮らしを守るために活動を続けていかなければ」と力を込める。
　２２日の返還式典に欠席を表明する関係者が相次ぐが、「今後につなげるためにも、政府高官に会ってきちんと話したい」との思いから参加を決めた。集落での低空飛行や夜間訓練をなくすよう、菅義偉官房長官に直接求めたい考えだ。（時事通信2016/12/21-14:23）
沖縄米軍のトップが現場視察 地元住民に謝罪
ＮＨＫ12月19日 19時11分
沖縄のアメリカ軍トップのニコルソン四軍調整官は１９日午後、沖縄県名護市のオスプレイの事故現場を視察し、地元の住民に謝罪するとともに、飛行再開に理解を求めました。
ニコルソン四軍調整官は１９日午後、オスプレイが不時着して大破した事故現場を視察に訪れ、８００メートル余り離れた海岸で軍の担当者から、機体の回収作業の進捗（しんちょく）などについて説明を受けました。
続いてニコルソン四軍調整官は、現場近くの名護市安部地区の区長らと面会し、「事故を起こして申し訳ない」と謝罪しました。そのうえで、「機体の安全性は確認できた」などと述べ、オスプレイの飛行再開に理解を求めました。
これに対し、住民側の１人は集落の近くをオスプレイが飛ばないよう求めたということです。
このあとニコルソン四軍調整官はＮＨＫの取材に対し、「沖縄の人たちの心配は理解している。オスプレイが安全ではないと考えるなら海兵隊の隊員を乗せることはできない」と述べました。
機体の回収作業も再開 あと３日で完了か
天候候の影響で見合わせていた機体の回収作業は１９日夕方、再開され、アメリカ軍の兵士がボートを使って機体の一部を回収していました。現場にはまだ事故機のプロペラなどが残っていますが、すでに操縦席や尾翼などが回収されていて、早ければ、あと３日ほどで撤去が完了する見込みだということです。
第１１管区海上保安本部は、事故原因の究明のため、アメリカ軍に対し、任意で機体を調べるなどの捜査協力を求めていますが、１９日午後５時現在で、回答はないということです。
オスプレイ、普天間で飛行再開＝沖縄知事が中止要求－空中給油は当面見合わせ


飛行を再開した米海兵隊の新型輸送機オスプレイ＝１９日午後、沖縄県宜野湾市の米軍普天間飛行場
　在日米軍は１９日午後、沖縄県名護市沖で１３日に発生した事故後に一時停止していた海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイの飛行を全面再開した。普天間飛行場（同県宜野湾市）を拠点に複数の機体が相次いで離着陸した。翁長雄志知事は「到底容認できない」と表明し、日米両政府に対してオスプレイ飛行の即時中止と配備撤回を要求した。
響く爆音、複数機縦横に＝「県民感情逆なで」－事故後６日で飛行再開・オスプレイ
　在日米軍は事故原因となった空中給油については当面見合わせ、地上でのシミュレーションにとどめる方針。ただ、事故からわずか６日後の再開に対し、沖縄県内では強い反発が出ている。
　在沖縄米軍トップのニコルソン四軍調整官は飛行再開に先立ち、「ＭＶ２２の安全性と信頼性に米軍が最大級の自信を持っていることを日本国民にご理解いただくことが重要だ」とする声明を発表。「パイロットの練度を維持し、必要な時に同盟国を支援できるよう訓練の機会を確実に持つことが大切だ」とも指摘した。
　翁長氏は県庁で記者団に、「事前に十分な説明がないまま一方的に飛行再開を強行する姿勢は、信頼関係を大きく損ねる」と在日米軍を批判。再開を容認した日本政府に対しても、「県民に寄り添うとしながら、米側の説明をうのみにしている。主体性が全くない」と非難した。
　事故は１３日夜に起き、オスプレイ１機が名護市東海岸沖に不時着、大破した。在日米軍は事故原因について、夜間の空中給油訓練中、乱気流などにより事故機のプロペラが給油機のホースと接触して損傷したためとし、「機械系統や機体の構造に問題はない」と日本側に説明した。（時事通信2016/12/19-19:24）
飛行再開「怒りとむなしさ」＝オスプレイ撤去求める－翁長沖縄知事
米海兵隊の新型輸送機オスプレイが飛行を再開したことを受け、記者団の取材に応じる沖縄県の翁長雄志知事＝１９日午後、県庁
　「言葉を尽くしても尽くし切れないほど、怒りとむなしさを感じる」。沖縄県の翁長雄志知事は１９日、オスプレイ飛行再開を受け、厳しい口調で語った。「県民の不安は一向に払拭（ふっしょく）されていない」とし、日米両政府に改めてオスプレイの配備撤回を求める考えを示した。
　翁長知事はオスプレイが米軍普天間飛行場（宜野湾市）を飛び立った約１時間半後、県庁で記者団を前に、怒りを秘めた表情でコメントを読み上げた。「一方的な飛行再開は信頼関係を損ねる」「米軍の考えが最優先で、極めて県民不在だ」と激しく憤った。
　事故が起きるたび、県の申し入れを米軍に伝えるだけの日本政府を「当事者能力がない」と痛烈に批判。「国が一地方自治体を無視することの恐ろしさを感じている。日本のあり方が変わらない限り、県民の気持ちは伝わらない」と悔しさをにじませた。（時事通信2016/12/19-18:10）
翁長氏、再開「怒り禁じ得ない」　オスプレイ、日米両政府を批判

共同通信2016/12/19 19:32

　沖縄県の翁長雄志知事は19日、米軍オスプレイの飛行再開を巡り日米両政府の対応を強く批判した。9月に沖縄本島沖で米攻撃機が墜落した際にも、米軍が2週間程度で同型機の飛行を再開した経緯に触れ「何ら改善がなされないままの同様な対応に、怒りを禁じ得ない」と強調した。県庁で記者団の取材に応じた。

　「オスプレイに対する県民の不安は一向に払拭されていない」として、県内からの撤去を重ねて要求。在日米軍の法的な地位を定めた日米地位協定も取り上げ「協定の下では、日本は主体的に物事を判断できない。米国追随の安全保障の在り方に何ら改善がみえない」と指摘した。

オスプレイ飛行再開 翁長知事が「政府に強い憤り」
ＮＨＫ12月19日 18時06分
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アメリカ軍がオスプレイの飛行を再開させたことを受けて、沖縄県の翁長知事は１９日午後、記者団に対し、「事前に十分な説明がないまま、一方的に飛行再開を強行する姿勢は信頼関係を大きく損ねるもので、到底容認できない。政府は県民に寄り添うとしながら、アメリカ側の説明をうのみにして飛行再開を容認したことに強い憤りを感じる」と述べました。
そのうえで、翁長知事は「オスプレイに対する県民の不安は一向に払拭（ふっしょく）されておらず、飛行再開に強く抗議するとともに、今後ともあらゆる機会を通じて、日米両政府にオスプレイの配備撤回と飛行の中止を求める」と述べました。また、翁長知事は「国家権力が一地方自治体を無視する恐ろしさを感じる。今の日本の在り方は耐えられない」と述べ、政府の対応を厳しく批判しました。
普天間基地がある宜野湾 市民から不安や批判
アメリカ軍がオスプレイの飛行を再開させたことについて、普天間基地がある沖縄県宜野湾市の住民からは、批判や不安の声が聞かれました。
４０代の男性は「小さい子どもがいるので、飛行を再開すると聞いて非常に不安です。こんなに早く飛行を再開することは許されることではありません」と話していました。６０代の男性は「原因の究明もないまま、１週間足らずで飛行を再開してしまうとはばかげている。もう少し県民の声を聞いてほしいです」と話していました。６０代の女性は「飛行再開は早すぎます。私たちには何も説明がなされていないので、到底納得できません」と話していました。１歳の子どもがいる３０代の女性は「オスプレイは夜遅く家の上空を飛んでいて、子どもが夜泣きしてしまいます。また、いつオスプレイが落ちるかわからないので、飛行再開には反対です」と話していました。
来年から配備予定 横田基地の反対派は
東京の横田基地では、アメリカ空軍が来年から２０２１年までに合わせて１０機のオスプレイを配備する予定で、まず、来年後半に３機が配備される見通しです。
アメリカ軍が１９日午後からオスプレイの飛行を再開させたことについて、「横田基地の撤去を求める西多摩の会」の高橋美枝子代表は「飛行の安全が確認されるのは本来、半年か１年先になるべきで、これほど短い時間で今回の事故の原因究明ができたとは言えないと思う」と話していました。
そのうえで「これまで事故を起こし続けているオスプレイが夜間に横田基地の低空を飛ぶのはたまったものではない。沖縄でも横田でもオスプレイは飛んで欲しくない」と話していました。
「米軍を優先、県民不在」　翁長沖縄知事、日米政府を批判

琉球新報2016年12月19日 16:14 
　在沖米海兵隊が１３日夜に墜落した垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイの飛行訓練を１９日午後２時に再開したことを受け、翁長雄志知事は同日午後３時半に県庁で記者会見した。翁長知事は「県民に寄り添うとしながら米側の説明をうのみにし、米軍の考えを最優先し、飛行再開を容認する政府の姿勢は極めて県民不在だと言わざるを得ない。日米安保に貢献する県民を一顧だにしないもので強い憤りを感じる」と強く批判した。その上で改めて日米両政府にオスプレイの配備撤回と飛行中止を求めた。
　飛行再開は、事故から３日目の１６日に米側が日本政府に打診し、両政府は１９日の再開で協議してきた。米軍はオスプレイの飛行は全面再開した一方、墜落事故が起きた際に行っていた空中給油訓練だけは休止を続けている。
　１９日午前９時には、沖縄防衛局の中嶋浩一郎局長が県庁に謝花喜一郎知事公室長を訪ね、飛行再開を伝えていた。謝花氏は中嶋氏に飛行を再開しないよう求めていた。翁長知事は中嶋氏の来訪後、飛行再開の受け止めを記者団に問われ、「言語道断でとんでもない」と批判していたが、同日午後の飛行再開となった。
　一方、在沖米軍トップのニコルソン在沖米四軍調整官は１９日、飛行再開に伴う声明を発表し「ＭＶ２２の安全性と信頼性に高い自信がなければ、米軍は飛行を続けないと理解してもらうことが重要だ」とした。その上で「同じく重要なのは操縦士の練度を維持し、同盟国を支援するために行う訓練の機会を確実に持つことだ」と再開の必要性を主張した。
【琉球新報電子版】
【電子号外】オスプレイが全面飛行再開　普天間飛行場、沖縄の反発押し切る

琉球新報2016年12月19日 14:14 
　１３日夜に名護市安部の海岸で墜落して以降、飛行を停止していた米軍普天間飛行場所属の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイが１９日午後１時５８分、宜野湾市の普天間飛行場を離陸し、飛行を再開した。伊江島の補助飛行場からも午後２時３２分、駐機していた１機が離陸した。
　オスプレイが墜落した名護市安部の現場ではまだ機体の大部分が回収されずに残っている。機体回収も完了しない状況で、事故から６日後に飛行再開することに県民の反発は一層強まりそうだ。



クリックで拡大（PDFファイル564KB）
　普天間飛行場のオスプレイ１機が１９日午後１時４３分ごろ、プロペラを回し始め、同５０分ごろにはもう１機のプロペラも回転を始めた。
　米軍は１９日の飛行再開の理由について伊江島補助飛行場に駐機しているオスプレイを普天間に戻すためと説明していたとされる。
伊江村の着陸帯「ＬＨＤデッキ」付近にあるヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）に１機が駐機しているのが１８日午後に確認されていた。同機体は事故が発生した１３日以前に伊江島に飛来していたとみられるが、飛来した詳しい期日や理由は明らかになっていない。
　１９日正午前から伊江島補助飛行場ではトラックが行き交うなどしているのが確認されており、午後２時の飛行再開に向けて準備していたとみられる。
　沖縄防衛局は米軍が１９日からオスプレイの飛行を全面再開する意向を受けて、同日朝、職員らを派遣し、県庁や名護市など地元関係自治体に飛行再開を伝えていた。【琉球新報電子版】


米軍普天間飛行場から飛び立つ米軍垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイ＝１９日午後１時５８分、沖縄県宜野湾市
「政府は相手にできない」　翁長沖縄知事、飛行再開に強い憤り

琉球新報2016年12月19日 11:23 
　米軍オスプレイ墜落事故以来飛行停止していたオスプレイが１９日午後から飛行再開することに対し、翁長雄志知事は「言語道断だ。とんでもない」とコメントした。飛行再開を認めた日本政府の姿勢について「もうそういう政府は相手にできない。法治国家ではない」と憤った。
　米軍側は、「不時着」は訓練中の事故が原因で、機体の問題ではないとの見方を表明していた。１７日に墜落現場を視察した安慶田光男副知事が「事故原因が究明されるまでは再開しないように要請している。米軍、米国政府は、沖縄県民をはじめ日本国民、日本政府に真摯（しんし）に応えていくべきではないか」と述べていた。【琉球新報電子版】
オスプレイ全面飛行再開　政府容認、事故から6日

共同通信2016/12/19 14:2112/19 14:23updated
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飛行を再開し、米軍普天間飛行場から飛び立つオスプレイ＝19日午後1時58分、沖縄県宜野湾市[image: image45.jpg]


米軍普天間飛行場＝11月、沖縄県宜野湾市

　在沖縄米軍は19日、普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）所属の新型輸送機オスプレイの飛行を午後に全面的に再開させた。沖縄本島北部沿岸部での13日の不時着事故を受け、運用を停止していた。日本政府は米軍の対応を「理解できる」と容認。事故からわずか6日での再開について、沖縄県側は「言語道断」（翁長雄志知事）と反発した。

　防衛省沖縄防衛局は19日午前、沖縄県側に飛行再開容認の方針を説明。翁長氏は日本政府について「もう相手にできない」と不信感を示した。

　米軍は不時着事故について、乱気流など空中給油訓練中のトラブルが原因で、機体の問題ではないと防衛省に説明している。

オスプレイ事故１週間 飛行再開で抗議の動き拡大か
ＮＨＫ12月20日 6時05分
沖縄県名護市の浅瀬でアメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故から、２０日で１週間になります。日本側が求めている任意の捜査に今も協力が得られない一方、１９日にオスプレイの飛行が再開されたことに沖縄では反発が強まっていて、今後、抗議の動きなどがさらに広がりそうです。
今月１３日、沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍普天間基地に所属するオスプレイが不時着して大破した事故から２０日で１週間になり、現場では、アメリカ軍が機体の回収作業を進めています。
現場には今もプロペラなどが残っていますが、すでに操縦席や尾翼などが回収され、早ければあと数日で撤去が完了する見込みだということです。
第１１管区海上保安本部は、事故原因の究明のため、アメリカ軍に対し、任意で機体を調べるなどの捜査協力を求めていますが、１９日午後５時現在で回答はなく、現場で捜査ができない状態が続いています。
一方、アメリカ軍は、事故は機械的な問題ではないとして、１９日に沖縄県で事故から１週間たたずにオスプレイの飛行を再開させました。
これに対し、沖縄県の翁長知事や地元の名護市の稲嶺市長らは、詳しい事故原因が明らかになっていない中での飛行再開に強く反発しています。
また、普天間基地がある宜野湾市の佐喜真市長が、２０日にアメリカ軍に直接抗議することにしているほか、県議会も飛行再開に抗議する決議の検討を進めるなど、今後、抗議の動きなどがさらに広がりそうです。
オスプレイ 米軍が飛行再開 沖縄普天間基地
ＮＨＫ12月19日 14時01分
沖縄県名護市の浅瀬で輸送機オスプレイが不時着して大破した事故で、アメリカ軍は１９日午後、沖縄県で事故のあと停止していたオスプレイの飛行を再開させました。沖縄県の翁長知事は「県民不在で強い憤りを感じる」と述べ、詳しい事故原因が明らかになっていない中での飛行再開に、県内では反発の声が強まっています。
今月１３日、沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍のオスプレイが不時着して大破した事故のあと、防衛省はアメリカ軍に対し、安全が確認されるまでオスプレイの飛行を停止するよう申し入れ、飛行が停止していました。
これについて、アメリカ軍側は事故は機械的な問題ではないとして飛行再開を打診し、日本側と調整した結果、１９日午後、全面的に飛行を再開させました。
オスプレイが配備されているアメリカ軍普天間基地では、午後２時ごろからオスプレイが相次いで離陸しました。そして、宜野湾市内の上空を飛行したり、沖縄本島の離島にある伊江島補助飛行場で、「タッチアンドゴー」と呼ばれる離着陸訓練を繰り返したりする様子が確認されました。また事故のあと、伊江島補助飛行場に駐機したままになっていたオスプレイ１機も、午後６時前に離陸しました。
アメリカ軍は今回の事故について、空中給油機から給油を受ける訓練中、燃料を送るホースがプロペラの羽根に接触して羽根が損傷し、飛行が不安定になったとしていて、当面、空中給油は見合わせるとしています。
オスプレイの飛行再開について、沖縄県の翁長知事は１９日午後、記者団に対し、「十分な説明がないまま、飛行再開を強行する姿勢は到底容認できない。県民不在で強い憤りを感じる」と述べ、詳しい事故原因が明らかになっていない中、１週間足らずで飛行が再開されたことに対し、県内では反発の声が強まっています。
事故の状況や原因 関係する自治体に提示 防衛省
防衛省は、事故の状況や原因をまとめ、関係する自治体に提示しました。それによりますと、事故のあった夜、オスプレイは、沖縄の北東、数十キロの沖合でアメリカ空軍嘉手納基地に所属する空中給油機から空中給油を受ける訓練を行っていたということです。そして、午後９時５分ごろ、空中給油機の給油ホースが乱気流などにより、オスプレイのプロペラの羽根に接触して羽根が損傷したということです。
損傷は、プロペラが回転するうちに大きくなり、飛行が不安定になったとしていて、オスプレイの空中給油でこうした接触が起きたのは初めてだとしています。
現在、詳細な原因の調査が行われているとする一方、事故は、プロペラと給油ホースの接触によるもので、機械系統や機体の構造、搭載しているシステムが原因ではないとしています。
官房長官 オスプレイ再開理解できる
菅官房長官は午後の記者会見で、「アメリカ側の説明は、防衛省・自衛隊の専門的知見に照らし、合理性が認められるとのことであり、きょう午後からオスプレイが空中給油以外の飛行を再開することは理解できる。政府としては、今後も米軍機の飛行に際し、安全面の確保が大前提という認識の下に、必要な措置を講じていきたい」と述べました。
また菅官房長官は、普天間基地の移設計画への影響はないとしたうえで、翁長知事がアメリカ軍北部訓練場の一部返還に合わせた政府主催の記念式典の自粛を求めていることについて、「そもそも翁長知事は、オスプレイの事故が起きる前から、北部訓練場の会に欠席と述べていたのではないか」と述べました。
民進・蓮舫代表「飛行再開を国として認めてはいけない」
民進党の蓮舫代表は北九州市で記者団に対し、「政府は『不時着』という言葉を使っていたが、どう見ても墜落と思うのが自然で、沖縄の人たちにとっては不安でしかたがない日々だと思う。飛行を再開するのであれば、事故原因と再発防止、そして今後の安全性に関する丁寧な説明が大前提で、それがなされないかぎり、飛行再開をわが国としては認めてはいけない」と述べました。
共産・小池書記局長「再開は断じて許されず」
共産党の小池書記局長は記者会見で、「墜落からわずか６日後に飛行を再開したことは断じて許されず、日米両政府に厳しく抗議したい。稲田防衛大臣は『飛行再開は理解できる』と述べたが、まるで植民地におけるかいらい政権のようなふるまいと言われてもしかたない。オスプレイは全国で飛行ルートが設定されていて、沖縄だけでなく全国の住民の安全と暮らしに関わる重大問題で、日本の空を飛ばせてはならず、沖縄と力を合わせてオスプレイの撤去を求める戦いを進めたい」と述べました。
沖縄では今週 オスプレイ関連の重要な動き
２０日は、オスプレイが配備されているアメリカ軍普天間基地の移設先とされる名護市辺野古沖の埋め立ての承認を、沖縄県の翁長知事が取り消したことをめぐり、国が起こした裁判で判決が言い渡されます。最高裁判所は、判断を変更する際に必要な弁論を開かずに判決を言い渡すことを決め、国側勝訴の判断が維持される見通しとなっていて、判決を受けた沖縄県の対応が注目されます。
また２２日には、沖縄本島北部にあるアメリカ軍北部訓練場の一部が返還されます。本土復帰後、最大の返還となりますが、返還の条件として建設されたヘリコプター発着場はオスプレイも利用します。安全性や騒音を懸念して配備の撤回を求める抗議活動が続いているほか、翁長知事はオスプレイの運用は容認できないなどとして、この日、名護市で開かれる政府主催の記念式典に出席しない考えです。
一方、同じ２２日には、翁長知事を支える県議会の与党会派や、市民グループで作る団体が、名護市でオスプレイの配備撤回や普天間基地の名護市辺野古への移設計画の断念を求める大規模な抗議集会を開くことにしています。
しんぶん赤旗2016年12月20日(火)

オスプレイ全面飛行再開　「断じて許されない」　小池書記局長が会見で厳しく抗議

　日本共産党の小池晃書記局長は１９日、国会内で記者会見し、沖縄県名護市沿岸で米軍普天間基地所属のＭＶ２２オスプレイが墜落（１３日）した問題で、墜落事故からわずか６日後の１９日に米軍が同型機の飛行を全面再開したことに対し、「断じて許されない。日米両政府に厳しく抗議する」と表明しました。

　小池氏は、全面飛行再開に翁長雄志沖縄県知事が「言語道断」だとし、稲嶺進名護市長も「とても信じられない。納得できない」とそれぞれ批判したのは「当然の反応だ」と指摘。米軍が海上保安庁の捜査協力要請を無視していることから、日本政府は独自に何の情報も持っていないはずなのに、米軍の説明をうのみにして、稲田朋美防衛相が全面飛行再開は「理解できる」と述べたのは、「まるで植民地における“かいらい政権”のような振る舞いだといわれても仕方がない」と厳しく批判しました。

　小池氏は、米軍が日本全国に六つの低空飛行訓練ルートを設定し、その範囲は全国２１県、約１４０市町村に及び、年間３３０回もの飛行訓練が計画されていると指摘しました。

　陸上自衛隊木更津駐屯地（千葉県）には日米共同のオスプレイ整備拠点が設けられ、米軍横田基地には空軍の特殊作戦用ＣＶ２２オスプレイ１０機が来年配備され、米海軍もオスプレイの日本配備計画を明らかにし、陸自もＭＶ２２オスプレイ１７機の佐賀空港配備を狙っていることに言及。「沖縄だけでなく、全国各地の住民の安全と暮らしに関わる重大問題だ。危険な軍用機オスプレイに日本の空を飛ばせてはならない。そのために、沖縄と本土が力を合わせてオスプレイ撤去を求めるたたかいを進めていきたい」と表明しました。

オスプレイ、午後に飛行全面再開＝沖縄知事「言語道断」


米軍普天間飛行場に駐機する新型輸送機オスプレイ。沖縄県名護市沖の不時着事故で運用を停止しているが、１９日午後から飛行を再開する＝１９日午前、沖縄県宜野湾市
　在日米軍は１９日午後２時から、停止していた新型輸送機オスプレイの飛行を全面再開させる。事故原因となった空中給油については当面の間、見合わせ、地上でのシミュレーションにとどめる。防衛省沖縄防衛局が同日午前、沖縄県に説明した。これに対し、翁長雄志知事は記者団に「言語道断だ」と述べ、強く反発した。
　菅義偉官房長官は１９日午前の記者会見で、飛行再開について「空中給油以外の飛行再開は理解できる」と述べた。在沖米海兵隊は、トップのニコルソン四軍調整官の「安全に飛行できることに自信を持っている」とのコメントを発表した。


記者会見する菅義偉官房長官＝１９日午前、首相官邸
　オスプレイは１３日に同県名護市沖に不時着、大破しており、事故から１週間足らずの飛行再開となる。
　在日米軍は防衛省に対し、事故は空中給油中に乱気流により、給油ホースと接触したプロペラが損傷したためで、機体構造やシステムが原因ではないと指摘。普天間飛行場（宜野湾市）所属の全機体の点検を行った結果、問題は発見されなかったと説明した。
　稲田朋美防衛相は防衛省内で記者団に、こうした説明について「防衛省・自衛隊の専門的知見に照らせば、合理性が認められる」と述べ、評価。空中給油再開前に、安全上の措置に関する情報を提供するよう米側に求めたことも明らかにした。（時事通信2016/12/19-12:31）
オスプレイ飛行再開 翁長知事「言語道断 法治国家ではない」
ＮＨＫ12月19日 11時03分
オスプレイの飛行再開について、沖縄県の翁長知事は、記者団に対し「言語道断だ」と述べました。そのうえで翁長知事は、記者団が「政府が飛行を容認したことをどう思うか」と質問したのに対し、「そういう政府はもう相手にできない。法治国家ではない」と述べました。
名護市長「到底、納得できない」
沖縄防衛局の幹部は、１９日午前、事故のあった沖縄県名護市の稲嶺市長と面会し、アメリカ軍がオスプレイの飛行再開を決めたことを説明して理解を求めました。これに対し、稲嶺市長は「とても信じられない。オスプレイの安全性が確認されたとはいったいどういうことなのか。到底、納得できない」と述べ、強く反発しました。
このあと稲嶺市長は記者団に対し、「まだ十分な検証ができていない中、政府が、飛行再開について『わかりました』というのが理解できない。沖縄県民の生命と財産を軽んじている。言語道断だ」と述べました。
地元 宜野湾市民から批判の声
アメリカ軍がオスプレイの飛行を全面的に再開させることについて、オスプレイが配備されているアメリカ軍普天間基地のある沖縄県宜野湾市の市民からは批判の声が聞かれました。
このうち４５歳の男性は「飛行の再開は早すぎると思う。原因の調査も終わらない中、説明責任を果たしていないのではないか」と話していました。また、３１歳の女性は「子どもの通う学校の上空も飛ぶので、再開は早いと思う。ただ、地元が何を言っても聞いてくれないので諦めの気持ちです」と話していました。
名護市の久志１３区長が抗議決議　「オスプレイ配備撤回を」　辺野古、豊原も

琉球新報2016年12月22日 07:30 
　【名護】名護市安部区へのオスプレイ墜落に関し、同市の久辺３区と二見以北１０区の計１３区でつくる久志支部区長会（会長・比嘉徳幸三原区長）は２１日に同市久志支所で開いた区長会で、オスプレイの配備撤回へ速やかに取り組むよう要請する抗議決議を全会一致で可決した。現場となった安部区に加え、米軍普天間飛行場の辺野古移設を条件付きで容認する立場の辺野古区長や豊原区長も含む地元の区長会の一致した意見として国へ「住民の生命、安全や生活環境を守る立場から重大な問題で強く抗議する」と強調する。
　住民の生命・財産を守るため、基地問題を巡る考え方を超えて一致した抗議を示す異例の決議。市内の全５５区の区長会でも抗議決議を出す方向で調整中。区長会代表が来週にも沖縄防衛局を訪ねて抗議決議を提出する見通し。
　久志支部区長会の比嘉会長は「万が一、（辺野古の米軍）キャンプ・シュワブに落ちていたら弾薬庫もある中で大惨事になりかねない」と指摘。政府の基地建設強行が進めば、辺野古、高江、伊江島でオスプレイが離着陸できる基地が新たに建設されることを踏まえ「市全体がその範囲に入っている。１３区も含めてどこに落ちるか分からない」と述べた。
　シュワブが所在する辺野古区の嘉陽宗克区長は墜落からわずか６日後の飛行再開に「不信は大きい。事故を繰り返してはならない。住宅上空の訓練を防止するよう徹底してほしい」などと強調した。（古堅一樹）
オスプレイ、午後２時に全面飛行再開へ　沖縄県幹部「ひどい。県民不在だ」

沖縄タイムス2016年12月19日 09:52

　沖縄防衛局の中嶋浩一郎局長は１９日午前、県庁で謝花喜一郎知事公室長と面会し、在沖米海兵隊が１９日午後２時にオスプレイの飛行を全面的に再開すると伝えた。謝花氏は記者団に「ひどい。県民不在だ」と批判した。事故原因究明前の飛行再開に、県内から強い反発が上がるのは必至だ。



　在沖米海兵隊はオスプレイ１機を伊江島補助飛行場から普天間飛行場に向け離陸させる。以降、米軍は１３日の墜落事故後停止していたオスプレイの飛行を全面的に再開する。

　謝花氏は中嶋氏からの説明は「到底納得できるものではない。憤りを感じる」と怒りをあらわにした。改めて飛行を再開しないよう求めた。これに対し中嶋氏は、政府は米側の説明を受け入れる考えを示したという。

　米軍は事故後、墜落原因は訓練中のトラブルで、機体そのものの欠陥ではないと強調。１５日には日本側へオスプレイの飛行再開を打診していた。

　米軍は当初、１６日の飛行を計画したが日本側が難色を示し調整が難航。日本側は悪天候下での空中給油訓練を当面実施しないなどの対策を求め、飛行を容認した。

　一方、翁長雄志知事は１８日に墜落事故現場を視察した際「とんでもない話。飛行を許せばどんどん飛んでいく」と強い不快感を示していた。

　事故後、日本政府は安全が確認できるまでの飛行停止を求め、米軍も在沖米軍トップのニコルソン四軍調整官が「全てのチェックリストを見直し、内容が問題ないと私が確信するまで停止する」と発表していた。

オスプレイ墜落機、プロペラとエンジン回収　引き上げ作業大半終了

琉球新報2016年12月21日 17:02 


サルベージ（海難救助）船に引き揚げられる墜落したオスプレイのプロペラ部分＝２１日午後３時５６分、名護市安部の海岸
　【名護】名護市安部の海岸に墜落した米軍普天間飛行場所属の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイの残骸を回収する作業で２１日午後、プロペラ部分とエンジン部分が回収され、大半の作業を終えた。
　黒川清彦内閣官房沖縄危機管理官によると、比較的小さな残骸の回収を続けた後、今週中には回収作業は完了すると見られる。
　午後３時４８分にエンジン部分が、同５６分にプロペラ部分がそれぞれ引き揚げられた。約４トンのプロペラ部分を引き揚げる際に船体と接触し「ゴンッ」という鈍い音が約６００メートル離れた地点まで響いた。【琉球新報電子版】
響く爆音、複数機縦横に＝「県民感情逆なで」－事故後６日で飛行再開・オスプレイ


在日米軍による全面飛行再開を受け、米軍普天間飛行場を飛び立つ２機の新型輸送機オスプレイ＝１９日午後、沖縄県宜野湾市
　沖縄県名護市沖での不時着事故後停止していた新型輸送機オスプレイの飛行を在日米軍が全面再開させた１９日、米軍普天間飛行場のある宜野湾市には、オスプレイの爆音が街中に響いた。事故からわずか６日後の飛行再開。「県民感情を逆なでしている」。市民から怒りの声が上がった。
　午後１時４０分ごろ、同飛行場に駐機していたオスプレイ１機のローターが回転を始め、米兵が次々と乗り込んだ。予定より２分早い同１時５８分に飛び立つと、北の方角へ向かった。その後も複数のオスプレイが相次いで離陸と着陸を繰り返し、宜野湾の青い空を縦横に飛んだ。
　２００４年に海兵隊ヘリが墜落した沖縄国際大学（同市）の学生も疑問の声を上げた。同大３年仲宗根和司さん（２１）は、在沖米軍トップがパイロットを称賛したことに触れ、「まずは素直に謝るべきだった」と批判。４年の山里杏奈さん（２２）は「事故が起きて人が死んでからでは遅い。オスプレイは低空飛行を繰り返すが、安全性には疑問が残るし日本政府は県民の話をもっと聞いてほしい」と訴えた。
　同大の前泊博盛教授（日米安保論）の研究室は、普天間飛行場の滑走路を臨む校舎にある。同教授は「事故６日後の飛行再開は米本土ではあり得ず、在日米軍の人命軽視の体質をよく表している。飛行停止期間の遅れを取り戻すかのように発着を繰り返しており、県民感情を逆なでしている」と話した。
　同大の事故を当時目撃した主婦嵩元和江さん（６０）は不時着事故に「あの恐怖がフラッシュバックした」という。「海に落ちて良かったという説明はとんでもない。県民を人間扱いしていない」と憤った。（時事通信2016/12/19-22:05）
飛行再開、各地も反発＝「沖縄だけでない」－オスプレイ関係先
　「沖縄だけの問題ではない」。オスプレイの１９日の飛行再開を受け、配備計画などがある各地の基地周辺住民も一斉に反発の声を上げた。
　空軍仕様のオスプレイが来年から配備される米軍横田基地（東京都福生市など）。毎月座り込みをしている「横田基地の撤去を求める西多摩の会」会長の高橋美枝子さん（７４）は「事故原因を究明すべきなのに、たった６日で飛行を再開した。政府が中止を働き掛けるべきだ」と憤った。
　空軍仕様機は不時着した海兵隊仕様機より事故発生率が高いとされる。「沖縄だけの話ではない。人口密集地で飛ばすこと自体が問題だ」と配備計画の撤回を訴えた。
　陸上自衛隊木更津駐屯地（千葉県木更津市）では、来年からオスプレイの定期整備が始まる。市民団体「オスプレイ来るな　いらない住民の会」事務局の野中晃さん（７６）は「木更津でも試験飛行が行われる。身近な脅威を感じた市民も多いだろう」と厳しい口調で話した。
　陸自もオスプレイを導入予定で、２０１９年から佐賀空港（佐賀市）に配備を進める計画だ。反対する地域住民の会のメンバーで、地元自治会長を務める塩山正孝さん（７０）は「とんでもない」と飛行再開を非難。別の機体の胴体着陸にも触れ、「機体に構造的欠陥があるはずで、事故がまた起きるのではないか。絶対に配備してほしくない」と強い口調で話した。（時事通信2016/12/19-20:10）
オスプレイ飛行を米軍打診 沖縄県内さらに反発も
ＮＨＫ12月19日 5時00分
沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍の輸送機オスプレイが不時着して大破した事故で、アメリカ軍は、事故のあと飛行停止を続けているオスプレイを１９日にも飛行させたいと日本側に打診しています。沖縄県の翁長知事は、事故原因が究明されないまま飛行することは認められないとしていて、飛行に踏み切った場合、県内の反発がさらに高まることが予想されます。
今月１３日、沖縄県名護市の浅瀬にアメリカ軍のオスプレイが不時着して大破した事故のあと、防衛省はアメリカ軍に対し、安全が確認されるまでオスプレイの飛行を停止するよう申し入れています。
これに対し、アメリカ軍側は、沖縄の離島にある伊江島補助飛行場に駐機したままになっているオスプレイ１機について、１９日にも、整備のため所属する普天間基地へ飛行させたいと日本側に打診しています。
沖縄のアメリカ軍は、今回の事故について、空中給油機から給油を受ける訓練中に、燃料を送るホースが切れて飛行が不安定になったとして、機械的な問題ではないと説明していますが、詳しい事故原因は明らかになっていません。
１８日、事故現場を視察した沖縄県の翁長知事は、事故原因が究明されず、説明責任が果たされないままの飛行は認められないという考えを示していて、アメリカ軍が飛行に踏み切った場合、県内の反発がさらに高まることが予想されます。
東村高江地区 抗議文提出へ
沖縄県のアメリカ軍北部訓練場に新たに建設されるヘリコプター発着場について、オスプレイの利用が見込まれることから、近くの東村高江地区の住民は、今回の事故を受けてオスプレイの配備の撤回などを求める抗議文を２０日、沖縄防衛局に提出することを決めました。
アメリカ軍北部訓練場をめぐっては、東村高江地区などに新たにヘリコプター発着場を建設することを条件に、敷地のおよそ半分が今月２２日に日本側に返還されることになっていますが、発着場についてはオスプレイの利用が見込まれています。
高江地区では今回のオスプレイの事故を受けて、１８日夜、住民の代表９人が対応を話し合いました。
仲嶺久美子区長が「前から不安に思っていたことが現実となってしまった。それぞれの思いをぶつけてほしい」と呼びかけると、出席者からは「オスプレイは沖縄から引き上げてほしい」とか「日本政府はいつも『米軍に申し入れる』と言うが何も変わっていない」などの意見が相次ぎました。
そして、今回の事故についてアメリカ軍に抗議するとともに、オスプレイの配備撤回を求める抗議文を、２０日、沖縄防衛局に提出することを決めました。
会議のあと仲嶺区長は「いつも不安の中で生活をしなければならなくなった。今回は特に強く抗議したい」と話していました。
しんぶん赤旗2016年12月20日(火)

オスプレイ飛行再開に憤り　事故からわずか６日　原因究明もないまま防衛相「理解」

　在沖縄米海兵隊は１９日午後、沖縄県名護市安部（あぶ）の浅瀬で１３日夜に発生した墜落事故を受けて停止していた垂直離着陸機ＭＶ２２オスプレイの飛行を、事故原因となった空中給油を除いて全面的に再開しました。

　同日午後１時５８分、最初の１機が米海兵隊普天間基地（宜野湾市）を離陸したのを皮切りに、２時３０分ごろまでに計４機が離陸。宜野湾市上空や那覇市、浦添市といった人口密集地や伊江島（伊江村）など県内各地への飛行を強行し、旋回飛行も繰り返しました。

　また、１３日から米軍伊江島補助飛行場にとどまっていた１機も同日午後、飛行を再開し、普天間基地に着陸しました。

　１３日に墜落事故が発生してからわずか６日。事故原因の究明はおろか、機体回収も終わらない中での傍若無人な飛行再開に、県内では怒りの声が高まっています。

　オスプレイはこれまで、首都圏や山口県、長崎県など全国各地に飛来しています。「全面飛行」が宣言されたことで、近く本土への飛行も再開される可能性があります。

　在沖縄米軍トップのニコルソン四軍調整官は１９日、「ＭＶ２２の安全な飛行を継続できることを強く確信している」とのコメントを発表。また、稲田朋美防衛相も同日、「これまで米側から得た情報等に基づき、防衛省・自衛隊の専門的知見に照らせば合理性が認められる」として、１３日夜に普天間で発生したオスプレイの胴体着陸に対する説明を含め、飛行再開は「理解できる」とコメントしました。

　さらに稲田氏は、依然として事故を「墜落」と認めず、「不時着水」との評価に固執しました。

　伊江島補助飛行場に隣接する伊江村真謝（まじゃ）区の平安山（へんごん）良尚区長は「区の住民は自分たちの頭上にいつ落ちるかと敏感になっている。沖縄県民を人間と思っていないのか」と怒りをあらわにしました。

しんぶん赤旗2016年12月20日(火)

オスプレイ飛行再開　翁長知事「言語道断」

　オスプレイの飛行再開について沖縄県の翁長雄志知事は１９日、「言語道断」と批判、午後に県庁で行った記者会見では、険しい表情で「県民を一顧だにしない日米政府に強い憤りを感じる」と強く抗議しました。

　翁長知事は、県民が配備に反対してきたオスプレイが墜落事故を起こしたことに対し怒りを禁じ得ず、飛行中止を強く要請してきたにもかかわらず、事前に十分な説明がないまま飛行が再開されたとのべ、「オスプレイに対する県民の不安は一向に払拭（ふっしょく）されていない」と語りました。また、日米地位協定のもとで日本政府にまったく主体性がないと批判しました。

　沖縄県は、県内の全４１市町村長らが署名した「建白書」の精神に基づき、オスプレイ配備に反対してきました。翁長知事は、「今後ともあらゆる機会を通じて、日米両政府に対してオスプレイの配備撤回を求めるとともに、飛行再開の中止を求める」考えであり、「県民の思いに寄り添って全力投球していく」と強い決意を語りました。

伊江島のオスプレイを確認　１９日にも飛行

琉球新報2016年12月18日 19:06 
　【伊江】オスプレイ墜落事故に関連し、琉球新報は１８日午後６時ごろ、米軍が１９日に伊江島から米軍普天間飛行場への移動で飛行を再開すると日本政府に伝達したとみ


ＬＨＤデッキを模した着陸帯側のヘリパッドに駐機するＭＶ２２オスプレイ＝１８日午後６時２分ごろ、伊江島補助飛行場（小型無線ヘリで撮影）
られる垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイの機体を確認した。県は機体の安全性を確認できていないとして、同型機の飛行中止の継続を求めているが、日本政府側も整備などのために移動飛行はやむを得ないとして認める方針。米軍は機体の安全点検などを終え次第、全ての機体の飛行を再開するとしている。
　県基地対策課によると、１８日夕の段階で日本政府などから１９日に米軍がオスプレイを飛行するとの情報提供はない。
　琉球新報が１８日夕、伊江島で確認したオスプレイは１機。伊江島補助飛行場内にあるヘリコプター着陸帯に駐機している。機体は固定翼モードでプロペラを前に向けた状態で駐機している。周辺に人影はない。
　翁長雄志知事は１８日午後３時に事故現場を視察した際、オスプレイの飛行再開について「とんでもない。これを許してしまうとどんどん飛んでいく」と述べている。【琉球新報電子版】
連合と民進の分断狙う＝安倍首相、神津会長に協力要請


連合の神津里季生会長（右手前）と会談する安倍晋三首相（左手前）＝２２日午後、首相官邸
　安倍晋三首相は２２日昼、連合の神津里季生会長と首相官邸で約３０分間会談し、政府が進める働き方改革への協力を求めた。会談は首相が呼び掛けた。民進党の最大の支持団体である連合に接近することで、野党共闘をめぐりぎくしゃくしている民進党と連合の分断を図る狙いがありそうだ。
　首相は席上、「安倍政権の最大のチャレンジの一つが働き方改革だ。労使がともに理解し合いながら進めていかなければ、実を挙げることができない」と協調を呼び掛けた。


安倍晋三首相との会談を終え、質問に答える連合の神津里季生会長＝２２日午後、首相官邸
　一方、神津氏は第２次安倍政権以降、一度も開かれていない首相と連合会長による「政労会見」の再開を要請。首相は明確に回答はしなかったものの、「これからもさまざまな提言、意見を承りたい。建設的に議論していきたい」と述べ、連合との対話には前向きな姿勢を示した。
　首相は政権復帰後、政労会見に代えて経済界を交えた政労使会議を開催。春闘で連合を差し置く形で経済界に直接賃上げを促してきた経緯がある。だが、今回の首相と神津氏との会談や、先月３０日に自民党が５年ぶりに開いた連合幹部との意見交換会を通じ、政権側は柔軟姿勢を見せている。
　連合は、民進党が共産党と連携を深めることに強く反対している。政権側には、連合と距離を縮めることで民進党を揺さぶりたいとの思惑があるとみられる。これに関し、同党の蓮舫代表は記者会見で「働く声を代弁する連合が政労会見を求めるのは当然の主張だ。われわれとの関係にくさびを打つとの見方は邪推だ」と語った。（時事通信2016/12/22-19:55）
共産との共闘「あり得ない」＝連合
　連合は２２日の中央執行役員会で、次期衆院選に向けた基本方針を決めた。方針では、「仮に共産主義社会の実現を目指す政党も含め共闘を行えば、政権を担い得る政党として国民理解を得られるとは考え難い。連合が共産党と選挙戦において連携することはあり得ない」と明記した。　
　連合の神津里季生会長はこの後の記者会見で、共産党を含む野党共闘の調整を行っている民進党に対し、「長い目で（見て）、選択は誤らないようにしてほしい」とくぎを刺した。（時事通信2016/12/22-19:53）
連合、政権と定期協議要請　首相は回答避ける

共同通信2016/12/22 17:29

　安倍晋三首相は22日、連合の神津里季生会長と官邸で会談した。神津氏は、首相と連合会長による政策協議「政労会見」を来年に開催するよう申し入れたが、首相は明確な回答を避けた。会談後、神津氏が記者団に明らかにした。

　首相は会談で、働き方改革について「労使が理解し合いながら進めないと実を挙げることはできない。建設的な議論をしたい」と述べた。神津氏は「働きがいのある人間らしい仕事にどう取り組むのかを話したい」と語った。

　会談後、神津氏は記者団に「首相は（政労会見の再開について）否定はしていない。引き続き厚生労働省を通じて要請していく」と強調した。

連合 衆院選へ基本方針決定 引き続き民進党支援
NHK12月22日 21時11分
連合は、次の衆議院選挙に臨む基本方針を決定し、民進党への支援を引き続き強化していく一方、民進党が共産党と協力関係を深めることについては、「国民からの理解を得られるとは考えがたい」として、強くけん制しています。
連合は、次の衆議院選挙に向けた体制を速やかに構築する必要があるとして、２２日の中央執行委員会で選挙に臨む基本方針を決定しました。
それによりますと、与野党の勢力がきっ抗して政策で切磋琢磨（せっさたくま）する政治体制を確立することが重要だとして、引き続き民進党への支援を強化していくとしています。
一方で、野党連携について、「政権選択選挙である衆議院選挙で、仮に共産主義社会の実現を目指す政党も含めて、選挙戦術の次元を超えた『共闘』を行えば、責任を持って政権を担いうる政党として国民からの理解を得られるとは考えがたい。連合が共産党と連携することはありえない」としています。
連合の神津会長は記者会見で、「衆議院の解散がいつあるかわからない中で、民進党とお互い認識を合わせて取り組んでいくことが大事だ。本来、目指すべきは、国民の信を取り戻し、政権の座につくことであり、長い目で見たときの選択を誤らないでほしい」と述べ、共産党との関係をめぐって民進党を強くけん制しました。
しんぶん赤旗2016年12月20日(火)

安倍内閣の支持率低下　三大悪法の強行が原因　日ロ首脳会談も　小池氏が指摘

　日本共産党の小池晃書記局長は１９日、各メディアの世論調査で安倍晋三内閣の支持率が低下していることについて問われ、「国会最終盤の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、年金カット法、カジノ解禁推進法という三大悪法の強行３連発による影響だ」と指摘するとともに、領土問題の解決に逆行する結果をもたらした日ロ首脳会談に対する失望感も大きく、こうしたことが安倍内閣の支持率を低下させている原因だと述べました。

　小池氏は、「特にカジノ解禁推進法は、どの世論調査でも圧倒的に反対の声が大きく、それを、あれだけの短時間の審議で乱暴に強行したことに対する国民的な批判が高まっている」と強調しました。

　また、日ロ首脳会談について、「二階俊博自民党幹事長ですら『国民の大半はがっかりしている』と述べるほどであり、これに対する失望感が大きい。さらに、合意された『共同経済活動』については、領土問題を棚上げにしたことで、その解決をいっそう困難にするものだ」と批判しました。

　一方、野党の支持率が低迷していることについて問われ、「野党が安倍内閣に対抗する勢力として、しっかりと大義の旗を掲げて、本気の共闘になるということが現時点ではできていないが、これが実れば大きく変わる」と指摘。「いっそう引き締めて、野党共闘の体制、選挙協力体制を強めていくために努力したい」と述べました。

「１月解散」なお警戒＝４野党、共闘調整を加速
　民進党の野田佳彦幹事長と共産党の小池晃書記局長は１９日、来年１月に衆院が解散される可能性があるとみて、衆院選準備を着実に進める方針をそれぞれ示した。両党に自由、社民を加えた４野党は週内に幹事長・書記局長会談を開き、次期衆院選での共闘の具体化に向け、調整を加速させる方針だ。
　野田氏は山形市で記者団に対し「来年早々に衆院選はあり得るという前提に立って動いている。年末年始はフル回転するよう指示している」と発言。小池氏は記者会見で「（安倍晋三首相が）いつ解散に打って出るか分からない状況は続いている。しっかり備えたい」と語った。（時事通信2016/12/19-18:44）
蓮舫代表、共闘進まず提案不発　就任から100日

共同通信2016/12/23 20:06

　民進党の蓮舫代表は23日、就任から100日を迎えた。高い知名度を武器に地方行脚を重ね「選挙の顔」としてアピールに努めるが、期待された党支持率アップにはつながっていない。共産党などとの野党共闘は進まず、掲げた提案路線も不発気味で、早くも課題にぶつかった格好だ。

　「挑戦する野党という原点を忘れず、政府に対案を指摘できる民進党でありたい」。蓮舫氏は22日の記者会見で「看板」である提案路線を継続する考えを強調した。

しんぶん赤旗2016年12月22日(木)

野党・市民の結束強めよう　衆院選へ　市民連合がシンポ　小池書記局長、民進・福山議員参加

　安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合（市民連合）は２１日、東京都内でシンポジウム「衆院選挙をどうたたかうか～立憲政治の再生を」を開催し、衆院選での野党共闘の勝利にむけた課題や意義について交流しました。
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（写真）「衆院選挙をどうたたかうか」と開かれた市民連合のシンポジウム参加者＝21日、東京都北区


　開会あいさつした高田健氏（総がかり行動実行委員会）は、参院選では野党４党が共闘し、市民が結束してたたかえば、自公勢力を打ち負かすことが可能だという確信をつかむことができたと強調。この結束は急速に強くなっているとして、「この道を進んでいきたい。野党４党と市民の共闘で、衆院選２９５の小選挙区で自公勢力を打ち破りたい。そして安倍内閣の野望を打ち砕く」と語りました。

　日本共産党の小池晃書記局長があいさつし、立憲主義を破壊した戦争法の強行をきっかけに、「安倍政権は権力行使に抑制を失い、歯止めを失っている」と指摘。「参院選では希望の一票が広がった」として、総選挙でもこの希望を広げるために、政党間の協議を加速度的に進めたいと強調しました。「安倍政権を倒すためには共闘しかありません。前向きの合意ができるために全力を尽くしたい」と語りました。民進党の福山哲郎参院議員は、市民とともに立憲野党４党が結束する必要性を強調しました。社民党、自由党は欠席しました。

　東京大学の石川健治教授が基調講演し、立憲主義とは何かについて語りました。

　パネルディスカッションで、東京大学の大沢真理教授、ジャーナリストの山田厚史氏、法政大学の山口二郎教授、筑波大学大学院生の諏訪原健氏が発言し、議論しました。

しんぶん赤旗2016年12月23日(金)

市民連合シンポ　小池書記局長、福山民進幹事長代理あいさつ（詳報）　“総選挙へ協議加速したい”

　安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合（市民連合）が２１日に都内で開いたシンポジウムで、日本共産党の小池晃書記局長と民進党の福山哲郎幹事長代理があいさつし、次期総選挙へ野党共闘を前進させる決意を表明しました。

　小池氏は、安倍政権が臨時国会で、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認・関連法、カジノ解禁推進法、「年金カット法」の３大悪法で「強行採決３連発」を行ったことや、戦争法を具体化する安倍政権の暴走を告発しました。

　総選挙に話を進めた小池氏は、共闘発展の協議を加速度的に進めたいと語り、「安倍政権を倒すためには共闘するしかない」と力説。その上で、(1)豊かで魅力ある共通政策をつくる(2)選挙は相互推薦・相互支援でたたかう(3)政権問題でも前向きの合意を得る―ことが大事だと訴えました。
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（写真）あいさつする小池晃書記局長
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（写真）あいさつする福山哲郎幹事長代理


　小池氏は共通政策をつくる上で、野党との懇談を通じてその土台となる考え方を提案した市民連合の役割は大きいと述べ、「政党の責任できちんとまとめあげていく」と表明。７月の参院選では共産党が一方的に候補を降ろす対応をとったが、総選挙では比例代表とあわせて一定の小選挙区候補が立たなければそれぞれの政党が十分に力を発揮することはできないとし、「互いに推薦・支援しあう、“本気で力をあわせる”関係をつくることは極めて大事だ」と強調しました。

　政権論について、「総選挙ではどういう政権をつくるかが問われる」と強調。その一方で、政権論については政党間の合意がないもとで「これを協議の入り口の条件にはしない」と説明しました。

　民進党の福山氏は、臨時国会について「立憲主義を踏みにじり、国会議論を数の力で打ち切る安倍政権の姿がより明らかになった」「民主政治の危機だ」と批判しました。

　総選挙の共通政策づくりについて「『立憲４党』の中で政策をまとめあげ、共有（できる）ものをつくりあげていくために加速してやっていきたい」と表明。「野党がしっかり結びつき協力すればなんとか勝てることを、参院選ではみなさんの力で証明していただいた」と述べ、「それを教訓に、今度の小選挙区で、どういう形で『立憲４党』が選挙で協力するか。これから加速して議論を進めていきたい」と述べました。

しんぶん赤旗2016年12月22日(木)

日ロ首脳会談・野党共闘　ラジオ番組　小池書記局長語る

　日本共産党の小池晃書記局長は２１日、ラジオ日本「岩瀬恵子のスマートＮＥＷＳ」に出演し、日ロ首脳会談や野党共闘などについて語りました。

　「小池さんは番組最多出演です」と紹介した岩瀬氏に「どんな一年だったか」と問われた小池氏は、「手ごたえのあった一年」だったと回顧。参院選の１１選挙区で野党統一候補が勝利し、新潟知事選で米山隆一知事が誕生したことに触れ、「市民の皆さんと野党が力を合わせて政治を変える大きなうねりが始まった年」だったと振り返りました。

　領土問題を棚上げし、共同経済活動を進めることが合意された日ロ首脳会談について聞かれ小池氏は、「危険だ。ロシアの支配を後押ししてしまうことになりかねない」と指摘。かつて小渕政権が「共同経済活動の検討」といったときは「国境画定委員会を同時並行で立ち上げていた」と述べ、「今回はそれもない。共同経済活動で協議が調わなければ、領土問題の交渉に入っていけないことになる」と安倍政権の対応を批判しました。

　共同会見で「第２次世界大戦の結果、南千島をロシアが得た」と述べたプーチン大統領に安倍首相が何の反論もしていないことも批判。「戦後処理の大原則は『領土不拡大』だ。その原則に照らせば、国後（くなしり）、択捉（えとろふ）だけでなく（千島の北東端の）占守（しゅむしゅ）島までが日本の歴史的な領土だ。日本の領有権を棚上げにし、共同経済活動といってしまったのは、だらしない外交と言われても仕方がない」と語りました。

　衆院解散について岩瀬氏は「年内、年明けという話もあったが、永田町はどうなったのか」と問いかけました。小池氏は「いつ解散があってもいいように野党の間では選挙協力の話し合いも進めている。４党の書記局長・幹事長会談も近々開かれる」と話しました。

　「衆院選挙でも野党共闘ですか」との質問に小池氏は、「安倍政権を打倒するためには、参院選以上に協力を発展させて、多くの小選挙区で与野党逆転の状況をつくり出さなければならない」と強調しました。

　選挙協力の在り方については「香川選挙区以外の１人区では共産党が一方的に候補者を降ろした参院選とは違う」とも述べ、「衆院選では共産党の候補者を一方的に降ろすようなことは考えておりません。『相互推薦・相互支援でやっていきましょう』と野党間で話し合っていきます」と語りました。

共産大会に民進幹部ら出席へ
　共産党の小池晃書記局長は１９日の記者会見で、来年１月の党大会に民進党の安住淳代表代行ら野党幹部が来賓として出席すると発表した。共産党大会に他党の代表者が参加するのは初めてで、小池氏は「大歓迎したい」と語った。
　大会には安住氏の他に、自由党の森裕子参院会長、社民党の吉田忠智党首、参院会派「沖縄の風」の糸数慶子代表も出席する。（時事通信2016/12/19-18:34）
しんぶん赤旗2016年12月20日(火)

共産党大会に４野党・会派出席へ　小池書記局長会見　「歴史的・画期的なこと」

　日本共産党の小池晃書記局長は１９日、国会内で記者会見し、来年１月１５～１８日に静岡県内で開催される党大会に民進、自由、社民、参院会派・沖縄の風の各政党・会派からそれぞれの代表が来賓として参加することを発表しました。

　党大会に来賓として参加するのは、民進党の安住淳代表代行、自由党の森ゆうこ参議院会長、社民党の吉田忠智党首、沖縄の風の糸数慶子代表の４氏です。

　小池氏は記者会見で、「日本共産党の大会に、他党の代表が来賓として参加するのは史上初。大会では大歓迎してお迎えすることになる」と述べました。

　記者団から、他党の代表が党大会に出席する意義について問われ、「今度の党大会決議案でも、野党と市民の共闘対自民、公明、その補完勢力との対決の時代、現実に野党が共闘して、国政を動かす新しい時代が始まったと述べている。それをまさに示すようなことになると思う。非常に歴史的、画期的なことだ」と強調しました。

野党党首会談必要なし＝蓮舫民進代表
　民進党の蓮舫代表は２２日の記者会見で、次期衆院選での野党共闘を協議する共産党などとの４野党党首会談について「必要性はない」と述べた。その上で、各党幹事長などによる協議に委ねる考えを示した。野党党首会談は蓮舫氏が代表に就任した直後の９月２３日を最後に開かれていない。　（時事通信2016/12/22-18:53）
首相 安保理常任理事国入り目指す考え重ねて示す
ＮＨＫ12月19日 18時08分
安倍総理大臣は、日本の国連加盟６０周年を記念した行事であいさつし、「複雑化する国際社会の課題に国連が応えるため、安全保障理事会の改革が急務だ」と述べたうえで、国連安保理の常任理事国入りを目指す考えを重ねて示しました。
安倍総理大臣は、１９日、東京・渋谷区の国連大学で開かれた日本の国連加盟６０周年を記念する行事に、皇太子ご夫妻らとともに出席しました。
この中で安倍総理大臣は、「日本は現在、国連加盟国で最多となる１１回目の安全保障理事会の非常任理事国を務めている。これは日本の貢献への高い評価とともに強い期待の表れだ」とあいさつしました。
そのうえで安倍総理大臣は、「国連は日本が国際社会と連携しながら、さまざまな課題に対応するための大切なプラットフォームだ。日本は、国際協調主義に基づく積極的平和主義を高く掲げ、国連のＰＫＯ＝平和維持活動や『人間の安全保障』などの分野で、これまで以上に積極的に貢献していく決意だ」と述べました。
また安倍総理大臣は、「変化し複雑化する国際社会の課題に国連が応えるためには、安保理の改革が急務だ。日本は安保理改革の実現に引き続き尽力し、常任理事国として一層の責任を果たしていく考えだ」と述べ、国連安保理の常任理事国入りを目指す考えを重ねて示しました。
蓮舫氏「国民感覚とずれ」＝共産・小池氏「軍拡へ暴走」－１７年度予算案で
　民進党の蓮舫代表は２２日の記者会見で、２０１７年度予算案について、「防衛費は５年連続増で５兆円越え。一方で医療、介護で負担を皆さまにお願いしていく。これは国民の感覚とずれている」と批判し、来年の通常国会で追及していく考えを示した。
　蓮舫氏は国防の重要性を認めた上で「むしろ担保してもらいたいのは将来の安心と安全だ。予算分配のバランスがこれでいいのか。この予算編成に違和感を覚える」と述べた。
　共産党の小池晃書記局長は談話で「アベノミクスの行き詰まりのしわ寄せを国民に押し付けるとともに、軍拡推進の道を暴走する安倍内閣の強権的な姿勢を象徴する予算だ」と非難した。（時事通信2016/12/22-17:57）
政府 一般会計で過去最大 来年度予算案２２日閣議決定へ
NHK12月22日 4時40分
政府は一般会計の総額が過去最大の９７兆４５００億円程度となる来年度の予算案を２２日閣議決定します。借金となる新たな国債の発行額は今年度の当初予算と比べわずかに減りますが、それでも歳入の３分の１以上を国債に頼る厳しい財政状況が続きます。
来年度・平成２９年度予算案は一般会計の総額で、今年度の当初予算より７３００億円程度上回る過去最大の９７兆４５００億円程度となります。『歳出』のうち「社会保障費」は、所得のある高齢者の医療や介護の自己負担を増やすことで伸びを５０００億円程度に抑えますが、過去最大の３２兆４７００億円程度に膨らみます。
また国から地方自治体に配分する「地方交付税」は、今年度よりも２９００億円程度増えて１５兆５７００億円程度。国債の償還や利払いに充てる「国債費」は日銀のマイナス金利政策で金利が下がっていることから、今年度より８００億円程度少ない２３兆５３００億円程度としています。
一方『歳入』では「税収」を５７兆７１００億円程度と見込んでいます。今年度の当初予算を１１００億円程度上回るにとどまり、税収の伸びの鈍化を反映した形です。
新たな借金となる国債の新規発行額は３４兆３７００億円程度と当初予算案としては７年連続で前の年度を下回りますが、減少額は６００億円程度にとどまり歳入の３分の１以上を国債に頼る厳しい財政状況が続きます。政府は、来年度予算案を２２日午前の閣議で決定することにしています。
防衛費厚く　暮らし圧迫　１７年度予算案閣議決定
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　政府は二十二日、一般会計の歳出総額が過去最大の九十七兆四千五百四十七億円となる二〇一七年度予算案を閣議決定した。防衛費を五年連続で増やし過去最高を更新したほか、働き方改革や子育て支援のための予算を手厚く配分した。一方で、高齢化の進展による医療や介護など社会保障費の伸びを抑えるために、一部の高齢者や現役世代の負担が増えるなど暮らしに厳しい政策が並んだ。税収不足の穴埋めに新たな国債を発行し続ける借金頼みの予算編成は続いている。

　総額は一六年度当初予算から七千三百二十九億円増え、五年連続で過去最大となった。新規国債発行額は三十四兆三千六百九十八億円で、歳入の３５・３％を占める。政府は年明けの通常国会に提出し、三月末までの成立を目指す。

　防衛費は前年度当初比１・４％増の五兆一千二百五十一億円。二年連続で五兆円を突破した。

　予算案は、政府が掲げる「一億総活躍社会の実現」に向け非正規社員の待遇改善や、長時間労働の是正に取り組む企業への助成金などを盛り込んだ。待機児童を解消するための保育所の整備や保育士の賃金アップ、所得税の配偶者控除の上限引き上げで、働きやすい社会を目指している。教育の格差解消に給付型奨学金の創設や、無利子の奨学金にも予算を配分した。

　全体の予算の３３・３％を占める社会保障費は三十二兆四千七百三十五億円。前年度からの伸びを約五千億円に抑えるため高齢者に能力に応じた負担を求めた。一定以上の所得がある七十歳以上を対象に高額療養費の自己負担を引き上げる。七十五歳以上の後期高齢者医療制度では保険料を段階的に引き上げる。大企業に勤める一部の現役世代では介護保険料が増額となる。

◆安倍カラー鮮明　社会保障は抑制

＜解説＞　政府の二〇一七年度予算案は、過去最高を三年連続で更新した防衛費や前年度から微増となった公共事業費など、安倍政権が重視する政策がひと目で分かる編成になった。円安という追い風に乗った税収増加に陰りが見えるなかで、政権色を優先した予算のしわ寄せは国民の日常生活に及ぶ。

　安倍政権は「経済再生なくして財政健全化なし」を掲げ続けている。一二年十二月に発足した第二次安倍政権以降に編成された過去四度の予算では、税収増とともに国債（借金）の発行を減らしてきた。

　だが、今年前半に進んだ円高で輸出企業を中心とする法人税収は伸び悩み、税収増の潮目は変わりつつある。一七年度予算案と同時に閣議決定した一六年度第三次補正予算では、想定していた税収が実現できず、赤字国債の追加発行を余儀なくされた。

　十一月以降、為替相場では米国の次期大統領に決まったドナルド・トランプ氏による景気対策への期待から、再び円安ドル高に動いている。これを見た安倍政権は来年度の税収を強気に見込んでいるが、思惑でも動くのが為替相場だ。新大統領のかじ取り次第で、あっという間に円高に反転する可能性はある。

　それでも安倍政権は防衛費や公共事業を重視する姿勢は崩さない。保育士や介護士の処遇改善なども予算の目玉に挙げるが、現役世代向けの予算額はまだ少ない。一方で、先進国の中で群を抜く借金を減らすため、高齢者の医療費など社会保障費は抑制された。この予算編成が暮らしに優しくないと言われても仕方がない。（桐山純平）

沖縄振興、６％減の３１５０億円＝１７年度予算で知事けん制－政府
　政府は２１日、２０１７年度の沖縄振興予算を、今年度当初比６．０％減の約３１５０億円とする方針を決めた。米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟の県敗訴確定を踏まえ、早期の埋め立て着手に向けて、対決姿勢を崩さない翁長雄志知事をけん制する狙いがあるとみられる。
　減額は２年ぶりで、概算要求額を６０億円割り込んだ。使途を県に委ねる「沖縄振興一括交付金」に未執行や繰り越しがあることが理由。安倍晋三首相が前知事から辺野古沿岸部の埋め立て承認を得た１３年末に表明した２１年度まで３０００億円台確保の方針は維持したが、承認後最低となる。
　菅義偉官房長官や鶴保庸介沖縄担当相は来年度予算編成に当たり、基地問題が振興策に影響する「リンク論」に言及。政府のこうした厳しい姿勢が実際の予算額に反映された形だ。（時事通信2016/12/21-11:07）
沖縄振興予算 今年度当初下回る３１５０億円程度に
NHK12月21日 4時07分
政府は、沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画などをめぐり沖縄県との対立が続く中、来年度の予算編成の焦点の１つになっていた沖縄振興予算について、今年度の当初予算をおよそ２００億円下回る３１５０億円程度とする方針を固めました。
沖縄振興予算について、安倍総理大臣は平成３３年度まで毎年３０００億円台を確保する方針を表明していますが、沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画などをめぐって政府と沖縄県の対立が続く中で、その扱いが来年度の予算編成の焦点になっていました。
こうした中、政府は、来年度の沖縄振興予算について、今年度の当初予算をおよそ２００億円下回る３１５０億円程度とする方針を固めました。
具体的には、使いみちを地元の自治体が自主的に決められる一括交付金が、使い切れなかったり繰り越されたりした金額が多かったなどとして減額されました。
一方、新規事業として、先進的なものづくり産業を創出する事業と、離島の市町村が行う人材育成などを支援する事業に、それぞれ１０億円が計上されました。
１７年度予算、過去最大の９７兆４５００億円＝５年連続増、社会保障費膨らむ
　政府は１８日、２０１７年度予算案の一般会計総額を過去最大の９７兆４５００億円程度（１６年度当初予算は９６兆７２１８億円）とする方向で最終調整に入った。高齢化に伴う社会保障関係費の増加を主因に、歳出の規模は５年連続で前年度を上回る。一方、歳入面では景気回復に伴う税収増をわずかながら見込み、新規国債発行額は７年連続で減らす。その結果、国債依存度は３５．３％程度と１６年度比０．３ポイント低下する。
　政府は１９日の閣僚折衝を経て２２日に同予算案を閣議決定する。
　政策的な経費に使う一般歳出は５８兆４０００億円弱（１６年度当初５７兆８２８６億円）。医療・年金・介護などの社会保障関係費は３２兆円台半ばに膨らみ、防衛費も過去最大となるが、前年度比の増加幅は政府が財政健全化計画の目安としている年５３００億円程度にとどめた。
　一般歳出以外では、国債の償還や利払いに充てる国債費が２３兆５０００億円強と１６年度当初比で数百億円減少する。日銀によるマイナス金利政策の影響を考慮し、長期金利の想定を過去最低の１．１％に設定、利払い費を抑制する。地方の財源不足を補う地方交付税交付金は１６年度当初を上回る１５兆６０００億円弱とする。
　税収は５７兆７０００億円強（同５７兆６０４０億円）と微増を見込み、新規国債発行額は３４兆４０００億円弱（同３４兆４３２０億円）とわずかながら減らす。１６年度税収は、円高下での法人税収の伸び悩みなどで約５５兆９０００億円と当初見込みより減少する見通しだが、１７年度税収は企業収益改善などで再び増加すると見込んだ。（時事通信2016/12/18-18:56）
しんぶん赤旗2016年12月20日(火)

社会保障　自然増１４００億円削減　医療・介護　負担増と給付減　厚労・財務相合意

　塩崎恭久厚生労働相と麻生太郎財務相は１９日、２０１７年度予算をめぐる閣僚折衝を行い、高齢化などによる社会保障費の自然増を１４００億円削減して５０００億円に圧縮することで合意しました。医療分野で９５０億円、介護分野で４５０億円を削減する大負担増・給付減計画です。

　医療費負担の月額上限を定める「高額療養費制度」では、１７年８月から一定以上の収入のある７０歳以上を対象に負担額を引き上げ、２２０億円を削減。

　７５歳以上の後期高齢者医療では、低所得者の保険料を５割軽減する特例を１７年４月から２割に縮小。扶養家族だった人の保険料を９割軽減する特例も、７割にして１９０億円を削減します。

　療養病床に入院する６５歳以上の居住費（水光熱費）を値上げして２０億円を削減。中小企業の従業員らが加入する「協会けんぽ」への国庫補助も３２０億円を削減します。超高額の抗がん薬「オプジーボ」の値下げで２００億円を捻出します。

　介護保険では、４０～６４歳が支払う保険料を収入に応じた「総報酬割」に見直し、４４０億円を削減します。

　政府は社会保障の伸びを３年間で１兆５０００億円とする方針を決定。これにもとづいて概算要求で６４００億円に削減、今回の削減で５０００億円の削減目標を達成する構えです。
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しんぶん赤旗2016年12月23日(金)

１７年度予算案　辺野古工事費を再計上　軍事費突出　Ｆ３５実戦配備へ　高齢者負担増次々　社会保障削減　年金はマイナス改定　「通級指導」を定数化　文科省　党質問と運動実る

辺野古工事費を再計上　軍事費突出　Ｆ３５実戦配備へ

　２０１７年度予算案の軍事費では、沖縄県名護市辺野古の米軍新基地本体工事費として１６年度並みの５３６億円(歳出ベース｡契約ベースで１７０４億円）を再計上しました。護岸工事や土砂の採取・運搬・埋め立て費用などが含まれています。

　３月の和解条項で新基地工事は停止していましたが、政府は沖縄県の敗訴が確定した最高裁判決を受け、工事の早期再開を狙っています。辺野古新基地を含む米軍再編関係経費（「地元負担軽減」を口実に基地強化などを図る分）は、２０１１億円（１６年度比２４５億円増）で、過去最高額を大きく更新しました。在沖米海兵隊のグアム移転経費２６５億円（同年度比１２５億円増）や、岩国基地への米空母艦載機移転９０２億円（同１９０億円増）など大幅に増加しました。

　米軍「思いやり」予算も１９４６億円（同２６億円増）を計上しました。

　Ｖ２２オスプレイ３９１億円（４機、ベル・ボーイング社）、Ｆ３５戦闘機８８０億円（６機、ロッキード・マーティン社）など、米国製高額兵器の導入も続いています。

　また、三沢基地（青森県）にＦ３５ステルス戦闘機「臨時飛行隊」を新設。１７年度中に実戦配備を開始し、１８年度末に１０機態勢にする見通しです。１機あたりの単価は１４７億円としています。

　県営佐賀空港への自衛隊オスプレイ配備に伴う施設整備関連費など約３０億円も計上されています。

高齢者負担増次々　社会保障削減　年金はマイナス改定
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（写真）利用者の自宅で調理するホームヘルパー＝京都市内


　２０１７年度予算案のうち社会保障関連では、高齢者を狙いうちにした負担増が盛り込まれました。３年間で自然増を１・５兆円圧縮する方針を受け、１７年度予算案では概算要求で６４００億円に圧縮したものをさらに１４００億円削減し、５０００億円の枠内に収めました。

　１４００億円削減の内訳（別表）をみると、医療では、医療費負担の上限を定める「高額療養費制度」で、一定以上の収入のある７０歳以上（対象１４００万人）の負担額を引き上げ（２２４億円減）、７５歳以上の後期高齢者医療の保険料で、低所得者や扶養家族だった人の保険料の「軽減特例」を見直し（１８７億円減）。６５歳以上の療養病床入院の居住費（水光熱費）を１日３２０円から３７０円に引き上げ（１７億円減）ます。
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　介護では、高額介護サービスの上限を３万７２００円から４万４４００円に引き上げ（１３億円減）、介護納付金の「総報酬割」導入で４０～６４歳が支払う保険料の負担増（４４３億円減）で、現役世代にも負担増を迫っています。

　高額療養費の引き上げや後期高齢者保険料の「特例軽減」廃止は、１８年度以降もさらなる負担増が決まっています。

　年金は、改定率が１４年度に「特例水準の解消」として以来３年ぶりのマイナス改定（マイナス０・１％）となり、年金生活者にとっては医療・介護の負担増と合わせた大打撃です。

　消費税増税見送りを理由に、来年度から予定されていた、低年金者への給付金など“社会保障の充実”メニューは軒並み見送られました。唯一、実施される年金支給資格期間の短縮（２５年から１０年、２５６億円計上）だけでは、低年金にあえぐ高齢者の生活を改善するには程遠いものです。

隠れ待機児に及ばず　保育所整備　企業主導型は大幅増

　１７年度予算では、待機児童解消に向けた取り組みの推進として、１０１３億円（対前年度比３１億円増）が計上されました。受け皿拡大として、自治体計画を積み上げた４・６万人分の整備に７１０億円が計上されていますが、対前年度比では３９億円減。“隠れ待機児童”が６万７千人おり、保護者が求める認可保育所の抜本増設には程遠い内容です。

　育休終了後の入所枠を確保する「入園予約制」の導入や、「サテライト型小規模保育所」の設置に前年度比７１億円増の９３億円が計上されています。

　一方、認可外施設である「企業主導型保育」には、５１３億円増の１３１３億円が計上されました。安倍政権は今年度を含めた２年間で５万人分を整備する構えで、保育水準の向上にはつながらないものです。

「通級指導」を定数化　文科省　党質問と運動実る

　２０１７年度文部科学省予算案では、毎年度予算措置する加配定数で対応してきた発達障害のある子どもなどへの「通級指導」を担当する教員について、基礎定数化することが盛り込まれました。文科省は義務標準法の改正案を通常国会に提出する方針。教職員増を求める父母・教職員の運動や日本共産党国会議員団の質問が実った形です。

　予算案は、来年度から１０年間で加配定数（今年度約６・４万人）の約３割を基礎定数化すると明記。来年度分として「通級指導」の教員６０２人、外国人の子どもを指導する教員４７人を基礎定数化します。ほかに指導方法工夫改善加配の一部（約９５００人）などを基礎定数化します。

　この結果、教職員定数の改善は８６８人増（１９億円）となりました。ただし少子化や学校統廃合に伴う自然減として４１５０人の減少を見込んでおり、全体として３２８２人減となっています。

　この間、財務省は「通級指導」などについて「学力向上は認められない」と否定的でした。日本共産党国会議員団は「成果を学力などに矮小（わいしょう）化すべきでない」（大平喜信衆院議員）などと追及。毎年加配で対応してきたこともあり、財務省も「加配では安定的な運営はできない」と改善を認めました。

しんぶん赤旗2016年12月23日(金)

社会保障５年で３．４兆円削減　政府予算案

　安倍晋三政権が２２日閣議決定した２０１７年度政府予算案と「税制改正」大綱は、国民を苦しめ大企業に恩恵を与えるものです。その特徴は―。

　（清水渡、杉本恒如）

軍事費・公共事業…　歳出膨張に潜む危うさ
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　１７年度予算案の一般会計総額は９７兆４５４７億円と１６年度当初予算を７３２９億円上回りました、当初予算として過去最大です。目立つのは軍事費や公共事業の増額です。

　軍事費は５兆１２５１億円で１６年度当初予算と比べ７１０億円も増額し、過去最大を更新しました。沖縄県名護市の浅瀬に墜落したオスプレイ４機の購入費３９１億円などが含まれます。

　歳出の膨張は、歳入の危うさに支えられたものです。１７年度の新規国債発行額は１６年度比６２２億円減の３４兆３６９８億円としました。税収は１６年度当初予算に比べ１０８０億円増の５７兆７１２０億円と見込みます。

　しかし、１７年度の税収計画は、足元の株高や円安にもとづいたものです。実際、１６年度は、円高などにより法人税を中心に税収が減少し、２２日に閣議決定された１６年度３次補正予算案では１兆７５１２億円の赤字国債を追加発行しています。

　また、税外収入を５兆３７２９億円と１６年度に比べ６８７１億円も増額しています。そのうち、２兆５１８８億円は外国為替資金特別会計の運用益の一部を歳入に繰り入れます。運用益は円安が主な要因です。さらに国債費の歳出減も財源とされます。これは、低金利の結果です。円安や低金利に支えられる危うさがあります。

機械的な切り捨て　高齢者標的　若者も不安
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　１７年度予算案で安倍政権が削減の標的にしたのは、高齢化などで当然に増える社会保障費（自然増分）です。

　概算要求で６４００億円だった自然増分を削り、４９９７億円に抑えました。年平均５０００億円への自然増圧縮という「骨太方針２０１５」（１５年６月に閣議決定）に沿った「削減額ありき」の機械的な切り捨てです。

　経団連の榊原定征会長は「社会保障関係費の伸びを５０００億円程度に抑制することができたのは大きな進歩」（１９日）と、削減規模を“評価”しました。

　主な中身は、病気になりがちな高齢者を狙い撃ちした医療・介護の負担の増大です。１８年度にさらに負担を増やす方針を示しました。老後の医療・介護負担の増加は、若者の将来不安や家族介護の負担を増幅させます。

　安倍政権による社会保障費の自然増削減額は５年間で１兆４６００億円にのぼります（表）。さらに別枠で、法改悪などに基づく削減が行われています。これらは、概算要求の段階で反映され、社会保障費を圧縮します。額が判明するものだけでも５年間で１兆９９１８億円にのぼります。

　両者を合わせた社会保障費の削減額は、５年間で３兆４５００億円以上に達します。さらに、介護保険の要支援者向けサービスを保険給付から外すなど、削減額の不明な制度改悪も行ってきました。

　１７年度以降も、▽介護保険への３割負担導入（１７年通常国会に法案を提出し１８年８月に実施の計画）▽要介護１～２向け生活援助などの保険給付外し（１９年度末までに措置）▽「かかりつけ医」以外を受診した場合の定額負担導入（１８年通常国会に法案提出）▽湿布薬など「市販品類似薬」の自己負担引き上げ（１８年度末までに措置）―などの制度改悪を狙っています。

“世界一、企業が活躍しやすい国”　大企業減税で税収空洞

　「世界で一番企業が活躍しやすい国」をめざすとする安倍政権のもとで、大企業優遇の政治が続けられました。大企業の業績は上向き、１５年度は大企業の経常利益、当期純利益ともに史上最高額を更新しています。大企業にため込まれた内部留保も３８６兆円（銀行・保険業含む）に上ります。

　それにもかかわらず、１７年度予算の税収見込みで、法人税収は１２兆３９１０億円と、１６年度当初予算比１５８０億円増と低い伸びにとどまりました。企業業績上昇に見合う法人税収増が得られていません。

　安倍政権は、大企業向けの減税を毎年のように行い、３年で４兆円減税しました。安倍政権は１２年度に３７％だった法人実効税率（国と地方を合わせた税率）を、１６年度には２９・９７％まで下げ、１８年度からは２９・７４％まで下げることを決めています。１７年度「税制改正」大綱では、研究開発減税の対象に「サービス開発」を加えています。

　これまでの製造業中心から銀行や証券、通信の産業でも研究開発減税を受けられるようになりますが、実際のところ大企業が中心になると考えられます。

　大企業優遇税制で空洞化した税収を埋めているのが、消費税です。安倍政権が１４年４月に強行した消費税増税は、個人消費を冷え込ませ、日本経済の低迷の要因となっています。

しんぶん赤旗2016年12月23日(金)

軍拡暴走の強権姿勢象徴　政府予算案　小池書記局長が談話

　日本共産党の小池晃書記局長は２２日、２０１７年度政府予算案について次の談話を発表しました。

　一、本日、安倍内閣が決定した２０１７年度の政府予算案は、「アベノミクス」と「消費税頼み」路線の行き詰まりのしわよせを国民に押し付けるとともに、軍拡推進の道を暴走する、安倍内閣の強権的な姿勢を象徴する予算案となった。

　一、「格差と貧困」の是正を求める国民の声に逆行して、暮らしの予算はさらに削減・抑制された。医療・介護など社会保障費の「自然増」分が１４００億円も削減され、老齢・障害年金やひとり親家庭の児童扶養手当も減額される。文教予算や農林水産予算、中小企業予算も軒並み減額となった。安倍政権が「１億総活躍」と銘打って宣伝した施策も、まったく看板倒れのものとなった。給付制奨学金は創設されるものの、対象はきわめて狭い範囲に限定され、高い学費に苦しむ多くの学生の願いに程遠い内容となった。保育所予算も待機児童の解消には全く不十分である。低年金への上乗せや介護保険料の低所得者減額も先送りされた。

　一、一方で、軍事費は５年連続の増額で５兆１２５１億円となった。墜落事故を起こしたオスプレイ４機をはじめ、ステルス戦闘機Ｆ３５、無人機グローバルホークなどの装備が増強される。補正予算への「ミサイル防衛」予算計上とあわせて、「戦争する国」づくりを進める危険な予算である。米軍への「思いやり予算」、辺野古新基地建設などの米軍再編経費も大幅に増額され、ＳＡＣＯ（沖縄に関する日米特別行動委員会）経費を含めた米軍関係３経費は３９８５億円と過去最高になった。

　一、高速道路等の物流ネットワークや国際コンテナ戦略港湾などの大型公共事業予算は増額され、リニア中央新幹線の建設支援のため、１・５兆円の融資枠も計上された。富裕層優遇の不公平税制や研究開発減税などの大企業優遇税制も温存される。ふくらむ福島原発事故の処理費を国民負担でまかなう方向で、東電支援のための交付金を新たに計上している。

　一、このような暮らしに冷たい予算案となったのは、度重なる大企業減税や「アベノミクス」の破たんによって税収が伸び悩むなど、財政面でも安倍政治が行き詰まり、そのしわよせが国民に押し付けられたからである。「トリクルダウン」と「消費税頼み」の路線では、暮らしも経済もよくならない。いまこそ、「税金の集め方」「税金の使い方」の抜本的改革に踏み出すことが必要である。日本共産党は、そのために政府予算案の抜本的な組み替えを要求するものである

来年度予算案 高齢者と若い世代の受け止めは
NHK12月22日 21時01分
政府が閣議決定した来年度予算案。このうち歳出では、全体の３分の１を社会保障費が占め、過去最大の３２兆円余りとなりました。増え続ける社会保障費を抑えるために、今回、一定の所得がある高齢者については医療費の自己負担を増やすことになりました。一方、若い世代に対しては保育の受け皿を拡大するなど支援を拡充します。ぞれぞれ対象となる人たちは、どう受け止めているのでしょうか。
高齢者の医療費は負担増
今回の予算編成では、社会保障費の伸びを５０００億円程度に抑えるため、一定の所得がある高齢者の医療費の自己負担を増やすことになりました。高齢者の間では将来世代にツケを回さないためにもしかたない。でも、大きな病気をした時に医療費の負担が重くなることが不安だという声も出ています。
東京都内に住む山脇英夫さん（８５）は、膝を痛めていて、週に１回程度、近くの病院で治療を受けています。妻の富子さん（８１）とふたり暮らしの山脇さん。年収は年金のほか株式の配当などがあり「現役並み」と呼ばれる比較的収入が多い世帯に区分されます。今、気がかりなのは、毎月の医療費の自己負担に上限を設ける「高額療養費制度」の見直しです。
山脇さんの場合、これまでは、外来で支払う自己負担が１か月で４万４４００円を超えた場合、その分が戻ってきました。しかし、制度の見直しで来年８月からは自己負担の上限額が１か月当たり５万７６００円に引き上げられます。さらに再来年８月からは、外来・入院を問わず上限の額が世帯で８万円余りを超える水準となります。
山脇さんも妻の富子さんもこれまで自己負担の上限を超えるほど多額の医療費がかかる病気にはかかっていませんが、今後のことを考えると不安が募ります。このため山脇さん夫婦は、将来に備えて日々の生活で節約したり、貯金を心がけたりしているといいます。
山脇さんは「貯蓄だけはしておかないと心配ですね。大病でも起こして、長生きしたら医療費に非常に負担がかかってくるんじゃないか。（国の財政を考えると）多少でも協力したいと思っていますが、先のことを考えるとどの程度の協力がいいのだろうか、結論はつきません。心配は心配です」と話していました。
介護の負担に不安も
実際に介護や医療のサービスを利用している高齢者からは、負担の増加はしかたないが、今後、体調が悪化した場合にどこまで負担が大きくなるか不安だという声が出ています。
東京・豊島区で妻と２人で暮らす森本隆雄さん（７３）です。４年前、通勤中に交通事故に遭い、一命はとりとめましたが首から下がまひしてしまいました。毎日、朝９時からは医療保険を利用して看護師の訪問看護を受けます。体調のチェックのあと、排せつのケアも受けます。３０分後には介護保険の枠を利用したヘルパーが到着。洗面など身の回りの世話をします。森本さんはこうした医療や介護のサービスを毎日受けて暮らしています。
今、森本さんにとって気がかりなのが来年度から行われる毎月の医療費の自己負担に上限を設ける「高額療養費制度」の見直しです。今回の見直しで来年８月から自己負担の上限額が５万７６００円に引き上げられるのです。さらに懸念しているのが介護保険での自己負担の増加です。森本さんは２４時間、介護が必要な状態です。今は妻の良子さんが支えてくれていますが、それがいつまで可能なのか。介護保険のサービスにより頼らざるを得なくなった場合、費用を負担し続けることができるのか、不安を募らせています。
森本さんは「妻が本当に倒れたら、私の２４時間の介護は誰がするんでしょうかということになる。夜も寝ず働いて、それで企業戦士とおだてられながら、結局はこういう体になったときに、医療保険だ介護保険だと心配せざるをえないようなことが起きるということ、一生懸命納めてきたんだから、ケガをしてもこんな体になっても安心しなさいよという社会がほしいですよね」と話していました。
若い世代の支援は
来年度予算案で政府が柱の１つに位置づけるのが少子化対策です。しかし、保育の現場を支える保育士は、人手不足が深刻化しています。大きな要因は低い賃金水準で、資格を持っていても結婚や出産などを機に辞めてしまう人も後を絶ちません。このため政府は、待機児童の解消に向けて保育士を少しでも確保しようと、予算案に、２％程度の賃金の引き上げ、経験を積んだ中堅の保育士には月額４万円を加算する費用などを盛り込みました。
今回、東京・文京区にある認可保育所を取材しました。１１人の保育士が０歳から３歳まで３６人の子どもを預かっています。ここで保育士として働く渡部恵美莉さん（２３）。専門学校で保育士の資格を取得したあと、新潟の実家から上京。去年から、この保育所に勤めています。勤務時間は午前７時から午後７時半までの８時間のシフト制。子どもたちの食事から昼寝、日中の体調管理まで面倒を見ます。
この日はいわゆる「遅番」と言われる夜までの勤務。子どもたちが帰ったあと、部屋の掃除をし、子どもたちのその日の行動や体調についてこまめに記録も作成します。子どもたちを育てる保育士の仕事にやりがいを感じていますが、保育士の平均賃金はすべての職種の女性の平均賃金を３万円下回る２１万円余り。２年目の渡部さんの月給はさらに低い１９万円です。
渡部さんは「ほかの職業に比べたら、給料は安いと思いますが、あまりほかの職業とは比べないようにしています。国が２％程度の賃上げを支援するのはうれしいです。でも改善されたかは感じにくいです」と話しています。
この保育所を運営する会社では、渡部さんのような保育士に長く働いてもらえるよう、住まいの支援策を独自にとっています。渡部さんが暮らすのはオートロックつきのマンション。家賃は月６万５０００円ですが、このうち運営会社が自治体の助成も活用して、４万円を補助しています。さらに渡部さんのために冷蔵庫や電子レンジ、洗濯機もそろえました。都内で８か所の保育所をもち、さらに事業の拡大を目指すこの運営会社。地方に保育士をスカウトする採用事務所を設け、今後も増やしていく準備を進めています。それだけ力を入れなければ保育士を確保できない厳しい状況にあるのです。
運営会社ＨＹＢＲＩＤＭＯＭの三宅恵里社長は「やはりスタッフがいて初めて園が開園できるというところが当然あるので、地方のスタッフ、保育士たちが東京に出てくるときに何でもそろっていて、あしたから働ける状態にしていきたい」と話していました。　　　　　　　　　　
来年度予算案 東京五輪 震災復興 テロ対策は
NHK12月22日 17時08分
政府が閣議決定した来年度の予算案には、東京オリンピック・パラリンピックの開催に向けたスポーツ関連の予算、廃炉にする方針が正式に決まった高速増殖炉「もんじゅ」関連の予算、国境警備やテロ対策の予算なども計上されています。
東京オリンピック・パラリンピック
２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックの開催を控えて、スポーツ関連の予算としては、今年度を１０億円上回る過去最大の３３４億円が計上されました。
活躍が期待される選手の発掘や強化費用として９２億円が盛り込まれたほか、選手の強化拠点となる東京・北区のナショナルトレーニングセンターについてパラリンピックの選手も使用できるよう設備を拡充する費用として３６億円が盛り込まれました。
日ロ経済協力
日ロ首脳会談で合意した経済協力プランにもとづいて、ロシアへの進出を目指す日本の中小企業を支援する相談事業や、ロシアに風力発電を導入するための費用、それに大学間の交流事業の費用などとして、一般会計と特別会計合わせて４０億円が盛り込まれました。
東日本大震災の復興
東日本大震災の復興関連では、今年度の当初予算より５５７３億円少ない２兆６８９６億円が復興特別会計に計上されました。
長期間、住民が戻るのが難しい福島県の帰還困難区域の復興に向けて、区域内に設ける復興拠点の除染などの費用として３０９億円が計上されました。
除染で出る廃棄物を保管する中間貯蔵施設の整備などにかかる費用として、１８７６億円が計上されました。
一方、被災した中小企業が事業を再開する際の設備投資や販路の開拓などを支援する費用として５４億円が盛り込まれました。
水産加工業などの人手不足対策として都市部の若者などを対象に、長期滞在型の就業体験や就業実習を実施したり、大手企業に専門的な技能を持つ人材を派遣してもらったりする費用として９億８０００万円が盛り込まれました。
福島第一原発事故
東京電力福島第一原子力発電所の事故の賠償や除染にかかる費用が大幅に増える見通しになったことから、国による一時的な肩代わり分として必要に応じて現金化できる「交付国債」を４兆５０００億円追加します。
これに伴い、金利の負担が発生するのに備えて４００億円を計上しました。また、福島第一原子力発電所の廃炉にかかる研究開発の加速や、国際的な共同研究を進めるための費用として４４億円が計上されました。
「もんじゅ」
高速増殖炉「もんじゅ」を廃炉にする方針が正式に決まったことを受けて廃炉作業の準備の費用として９億円が初めて計上されました。
また施設を当面、維持管理していくための最低限の費用として１７０億円が計上されています。
一方、原発で出る使用済み核燃料からプルトニウムを取り出して再び利用する「核燃料サイクル政策」を進めるため、今後、フランスと協力して高速炉開発を進めるのに必要な委託費などとして５２億円を計上しています。
国境・テロ対策
国境警備やテロ対策については、沖縄県の尖閣諸島周辺の警備を強化するため、海上保安庁が新たに大型の巡視船２隻の整備を進める費用として１２３億円余りが盛り込まれました。
また防衛省の予算では、北朝鮮による相次ぐ弾道ミサイルの発射を受けて、イージス艦により性能の高い迎撃ミサイルを搭載する費用や、鹿児島や沖縄に設置しているレーダーの機能を向上させるなど、弾道ミサイルへの対策を強化する費用として６４９億円を計上しました。
ことし７月、バングラデシュで起きた人質事件で日本人７人が犠牲になったことを受けて、海外にある日本人学校の安全対策を強化するための予算などとして１８億円が盛りこまれました。
一方、東京オリンピック・パラリンピックの開催に備えて、治安情報の収集や、サイバーテロに対応するための監視システムの導入などのために、法務省の予算として３０億円余りが盛り込まれました。
また警察庁では、国際的にテロの脅威が高まる中、対策を強化する費用として１７億円余りが盛り込まれました。
諫早湾対策経費
長崎県の諫早湾干拓事業をめぐり、漁業者と干拓地の農業者、それに国の３者による和解協議が行われる中、開門調査を行うことになった場合に備えて対策費として６２億円を計上しました。
徳島県に消費者庁の新オフィス整備
消費者庁が消費者教育や商品の安全性を確かめる実験などを行う新しい消費者行政の拠点となるオフィスを徳島県に整備する費用として、５億５０００万円が計上されました。
しんぶん赤旗2016年12月23日(金)

軍事費５．１兆円　５年連続増　来年度予算案　社会保障は１４００億円抑制　一般会計９７兆４５００億円　過去最大

　安倍晋三内閣は２２日、２０１７年度政府予算案と「税制改正」大綱を閣議決定しました。国の基本的な予算規模を示す一般会計の総額は１６年度当初比０・８％（７３２９億円）増の９７兆４５４７億円と、当初予算としては過去最大になりました。日本共産党の小池晃書記局長は同日、「軍拡推進の道を暴走する、安倍内閣の強権的な姿勢を象徴する予算案」とする談話を発表しました。
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　軍事費は、５年連続の増額で、５兆１２５１億円と過去最大となりました。一方で、暮らしの予算は削減・抑制され、「格差と貧困」をさらに広げます。社会保障予算は、概算要求段階で削られた自然増をさらに１４００億円圧縮しました。

　歳出では、軍事費が突出しています。第２次安倍政権発足以来、５年連続の増額です。オスプレイ４機（３９１億円）をはじめ、無人偵察機グローバルホーク１機（１６８億円）、Ｆ３５戦闘機６機（８８０億円）など米国製の高額兵器を中心に購入します。

　また、大学などで行われる研究を兵器開発に活用する予算（安全保障技術研究推進制度）として１１０億円が計上されました。１６年度予算の６億円に比べ約１８倍もの急増です。「軍学共同」を加速するものです。同日、閣議決定した１６年度第３次補正予算案ではミサイル防衛体制の強化などに１７０６億円を計上しています。

　社会保障では、高齢者を狙い撃ちに給付減と負担増を押し付けます。７０歳以上の高額療養費制度の患者負担の上限額を引き上げます。７５歳以上の後期高齢者医療制度では、所得が比較的低い人の保険料を５割減額する特例を２割に縮小し、扶養家族だった人の保険料を９割軽減する特例も７割にします。その結果、社会保障予算の自然増は４９９７億円増に抑制されました。

　公共事業費は、１６年度に比べ２６億円増額しました。５年連続の増額です。国際コンテナ戦略港湾の機能強化など、不要不急の大型プロジェクトが盛り込まれました。リニア中央新幹線の建設支援として１・５兆円の財政投融資を行います。

　給付型奨学金を創設し、１８年度から２万人を対象に月額２万～４万円を給付します。１７年度は７０億円を計上し、先行実施として「私立・自宅外」の２８００人を対象にします。規模・金額ともに高学費に苦しむ学生の願いから程遠いものです。

　歳入では大企業優遇が鮮明です。「税制改正」大綱には研究開発減税の対象拡大が盛り込まれています。

来年度予算案 社会保障費増で財政再建一段と険しく
NHK12月23日 5時14分
政府は２２日、一般会計の総額が過去最大の９７兆４５４７億円に上る来年度予算案を決定しました。医療や介護で高齢者の負担を増やす制度の見直しに踏み切りましたが、社会保障費の増加に歯止めはかからず、財政再建の道のりは一段と険しくなります。
政府が２２日決定した来年度予算案は、一般会計の総額が今年度よりも７３２９億円多い９７兆４５４７億円で、５年連続で過去最大を更新しました。
政府は今回の予算編成で、全体の３分の１を占め最大の歳出項目である社会保障費を抑えようと、医療や介護で一定の所得がある高齢者の負担を増やす制度の見直しに踏み切りました。しかし、社会保障費の増加に歯止めはかからず、来年度は過去最大の３２兆４７３５億円に膨らみます。
このため、政府は社会保障費とほぼ同じ規模となる３４兆円余りの国債を新たに発行しますが、その結果、来年度末の国債の発行残高は８６５兆円程度まで増え、財政再建の道のりは一段と険しくなります。
政府は財政の信認を確保するため、２０２０年度に国と地方を合わせた基礎的財政収支を黒字にする目標を掲げていますが、その達成には社会保障制度のさらなる見直しが避けて通れません。痛みも伴う社会保障の改革をいかに進めていくのか。超高齢化社会の到来に備えた議論を急ぐ必要があります。
来年度予算案 閣僚折衝の結果どうなった？
ＮＨＫ12月19日 22時05分
最終盤を迎えている来年度予算案の編成作業で政府は１９日午後、麻生副総理兼財務大臣と各大臣が個別の項目について閣僚折衝を行いました。これを受けて政府は、来年度予算案について一般会計の総額で過去最大の９７兆４５００億円程度とすることで最終調整を進めていて、今後、与党の意見を踏まえた上で今月２２日に決定することにしています。
社会保障費の伸び ５０００億円程度に抑制へ
塩崎厚生労働大臣との折衝では、毎月の医療費の自己負担に上限を設ける「高額療養費制度」などを見直して、一定の所得がある高齢者の自己負担を増やし、社会保障費の伸びを５０００億円程度に抑えることを決めました。
その一方で、年金の受給資格を得るための加入期間を２５年から１０年に短縮することで必要になる予算を国・地方で合わせて２６０億円盛り込みました。
また、待機児童の解消に向けて保育の受け皿を５０万人分に拡大するための施設の運営費などとして、国・地方合わせて６９６０億円を盛り込みます。
さらに、介護施設での人手不足に対応するため、介護職員の賃金を月額の平均で１万円相当引き上げるための予算などが認められました。
保育士の賃金引き上げ
加藤一億総活躍担当大臣との折衝では、保育士とほかの業種との間の賃金格差を縮めて人材確保につなげようと、２％程度の賃金の引き上げなどを実施する予算として、国・地方合わせておよそ１１００億円が認められました。
「給付型奨学金」を創設
松野文部科学大臣との折衝では返済のいらない「給付型奨学金」を創設することが決まりました。
本格的な実施は再来年度（平成３０年度）からですが、来年度は、私立大学に通う下宿生など特に経済的に厳しい学生を対象に、最大で月額４万円を給付することにしています。
空き家の有効活用
石井国土交通大臣との折衝では、所得の低い子育て世帯や高齢者向けの住宅として空き家を有効に活用するため、リフォームの費用や家賃の一部を補助する新たな制度の創設が決まり、およそ２７億円が盛り込まれることになりました。
また、ことし８月に記録的な大雨で大きな被害が出た北海道で、堤防の整備や川底を深くする緊急対策の予算として、およそ３２億円が認められました。
被災地に人材を
今村復興大臣との折衝では、被災地の企業が抱える人材不足の課題を解決しようと、都市部からインターンの学生や仕事を求める社会人を呼び込む費用などとして、８億円余りが認められました。
原発事故への対応 搾乳ロボット導入
世耕経済産業大臣との折衝では、東京電力福島第一原子力発電所の事故の賠償や除染にかかる費用が大幅に増える見通しになったことから、国による一時的な肩代わり分として、必要に応じて現金化できる交付国債を４兆５０００億円追加で発行することが決まりました。
また、企業がＡＩ＝人工知能や、あらゆるモノをインターネットで結ぶＩｏＴと呼ばれる技術などの研究開発を支援するため、１８０億円の予算などが認められました。
山本農林水産大臣との折衝では、酪農家の作業の負担を軽くするため、搾乳ロボットなどを導入する費用を補助する予算として、６０億円が盛り込まれました。
地方交付税 １５兆５７００億円程度に
焦点となっていた地方交付税について、高市総務大臣との折衝では、総務省が国の一般会計からの配分を今年度より７０００億円余り増額するよう要求していましたが、２９００億円多い１５兆５７００億円程度とすることで合意しました。
日本人学校の安全対策強化
岸田外務大臣との折衝では、ことし７月、バングラデシュで起きた人質事件で日本人７人が犠牲になったことを受けて、海外にある日本人学校の安全対策を強化するための予算などを１５億円増額することになりました。
南シナ海をめぐる問題では、東南アジア各国の海上保安能力の強化が課題となっていることを踏まえ巡視船の改修費などとして、ＯＤＡ＝政府開発援助を１５億円増額することが決まりました。
パリ協定の実施に向け
山本環境大臣との折衝では、地球温暖化対策を進める国際的な枠組み、「パリ協定」の実施に向け温暖化の影響について調査・研究を行う費用として１２億円が認められました。
また老朽化した廃棄物処理施設を早急に建て替える費用などとして、一般会計と特別会計の総額で５１２億円を盛りこむことが決まりました。
稲田防衛大臣との折衝では、新型の潜水艦１隻を整備する費用７２８億円が盛り込まれました。
サイバー犯罪の捜査強化
松本国家公安委員長との折衝ではサイバー犯罪の捜査を強化するための機材を導入する費用として１０億円余りが盛り込まれることになりました。
また兼務している海洋政策を担当する大臣としての折衝では国境に近い離島の住民が船や航空便を利用する際の運賃を低く抑える措置などとして５０億円が盛り込まれることになりました。
金田法務大臣との折衝では、日本を訪れる外国人の数が増え続けていることを受け、外国人の入国時に義務づけられている顔写真の撮影を迅速に行う費用や、日本人の出入国手続きを顔認証で行う技術の開発費などが認められました。
来年度予算案は２２日決定へ
閣僚折衝の結果を受けて政府は、来年度予算案について一般会計の総額で過去最大の９７兆４５００億円程度とすることで最終調整を進めていて、今後、与党の意見を踏まえたうえで、今月２２日に決定することにしています。
首相「地方の声に耳を傾ける」
安倍総理大臣は、総理大臣官邸で開かれた「国と地方の協議の場」で、来年度の予算案について、「財政健全化への着実な取り組みを進める一方で、地方が持つ魅力や資源を最大限に活用するためにも、子育て支援や介護の拡充など重要な政策課題には必要な予算措置を講じていきたい。安倍内閣としては、『地方の活力なくして日本の活力なし』という考えで、地方の声に徹底して耳を傾け、政策を進めたい」と述べました。
社会保障費の伸び 目標どおり５０００億円程度に抑制へ
ＮＨＫ12月19日 19時30分
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来年度予算案の今月２２日の閣議決定に向けた麻生副総理兼財務大臣と各大臣との閣僚折衝が行われました。このうち、塩崎厚生労働大臣の折衝では、一定の所得がある高齢者の医療費の自己負担上限額を引き上げるなどの負担策を実施することで、社会保障費の伸びを医療分野で９５０億円、介護分野で４５０億円それぞれ圧縮し、全体の伸びを当初の目標どおり５０００億円程度に抑えることを確認しました。
また、来年４月の消費税率の１０％への引き上げを再延期することで、財源の確保が課題になっていた、年金や子育てなどの「社会保障の充実策」には、国と地方合わせて１兆８３９０億円を盛り込みました。
充実策のうち、待機児童の解消に向けて、来年度末までに保育の受け皿を５０万人分拡大するため、施設の運営費を支援する費用などとして６９６０億円、年金の受給資格を得るための加入期間を２５年から１０年に短縮することで必要となる予算には２６０億円が盛り込まれました。
また、地方側との間で調整が続いていた、市町村が運営する国民健康保険への追加的な財政支援については、来年度は予定よりも３００億円減額して１４００億円とすることになりました。
一方、充実策のうち、所得の低い高齢者や障害者に対する年額６万円の福祉的給付や、低所得者の介護保険料の軽減は、来年度の実施が見送られることになりました。
このほか、人手不足が深刻な介護職員の処遇を改善するため、平均して月額１万円程度、賃金を引き上げるための費用などに４１０億円が盛り込まれました。
厚労相「負担増の影響度合いに配慮」
塩崎厚生労働大臣は閣僚折衝の後、記者会見で、「社会保障制度の持続可能性を見据える一方で、負担増となる方々への影響度合いを十分に配慮することにいちばん、心を配った。負担能力に応じた負担、そして世代間や世代内の公平性にも目配りしながら決めた」と述べました。
経団連会長「さらなる斬り込み必要」
経団連の榊原会長は記者会見で「社会保障費の伸びを今年度の当初予算と比べて５０００億円に抑えたのは１つの進歩であり、基本的には評価できる内容だ。しかし、社会保障改革については、まだまださらなる斬り込みが必要だ。私としても経済財政諮問会議などを通じ、社会保障費の適正化に向けて、さらに踏み込んでいきたい」と述べました。
第３次補正予算案決定 赤字国債１．７兆円余追加発行
NHK12月22日 9時44分
政府は２２日の閣議で来年度予算案とともに今年度の第３次補正予算案を決定し、年度前半の円高の影響で法人税収などが落ち込み財源が不足するため、１兆７０００億円余りの赤字国債を追加で発行することになりました。年度途中で赤字国債を追加発行するのは７年ぶりのことです。
今年度の第３次補正予算案では税収について、年度前半の円高の影響で法人税収が落ち込むことなどから５７兆６０００億円の見込みには届かないとして１兆７４４０億円減額しました。
これによって不足する財源を補うため政府は税収の減少分とほぼ同じ１兆７５１２億円の赤字国債を追加で発行します。税収が前の年度を下回り年度の途中で赤字国債を追加発行するのはリーマンショック後の平成２１年度以来７年ぶりのことです。
一方、補正予算案では、北海道や東北を襲った台風・大雨の被害や熊本地震の復旧・復興の費用として１９５５億円。中東での難民支援やテロ対策それに国連に対する分担金の支払いなどで１６８５億円。北朝鮮による弾道ミサイル発射への対応を強化するための費用などとして１７０６億円を盛り込み総額で６２２５億円の歳出を追加します。
政府は今年度の第３次補正予算案を来年度予算案とともに年明けの通常国会に提出することにしています。
来年度予算案 閣僚折衝が終了
ＮＨＫ12月19日 16時55分
来年度予算案の今月２２日の閣議決定に向けた麻生副総理兼財務大臣と各大臣との閣僚折衝は、さきほど、すべて終了しました。
閣僚折衝は、高市総務大臣との間で地方交付税の配分額を固め、終了しました。
焦点となった社会保障費では、塩崎厚生労働大臣との折衝で一定の所得がある高齢者の医療や介護の自己負担を増やし、予算の伸びを５０００億円程度に抑えること。そのうえで、年金の受給資格を得るための加入期間を２５年から１０年に短縮するため必要な予算を国・地方合わせて２６０億円を盛り込むことが決まりました。また、介護職員の賃金を月額の平均で１万円相当引き上げるための予算なども認められました。
加藤一億総活躍担当大臣との折衝では、保育士の人材確保につなげようと２％程度の賃金の引き上げなどを実施する予算として国・地方合わせておよそ１１００億円が、松野文部科学大臣とは、返済のいらない「給付型奨学金」を創設することが決まりました。来年度は、私立大学に通う下宿生など特に経済的に厳しい学生を対象に最大で月額４万円を給付することにしています。
政府は閣僚折衝の結果を踏まえ来年度予算案を一般会計の総額で過去最大の９７兆４５００億円とすることで最終調整を進め、今月２２日に閣議決定することにしています。
一般財源の総額 ６２兆１０００億円で過去最高
麻生副総理兼財務大臣と高市総務大臣との折衝の結果、地方に入る税収や地方交付税などをあわせた、自治体の裁量で自由に使える「一般財源」の総額は、今年度予算よりも４０００億円上回る６２兆１０００億円となり、過去最高となりました。
このうち、地方交付税については、特別会計の財源も加え、実際に地方に配分される額は、今年度より４０００億円下回る１６兆３０００億円となります。
高市総務大臣は記者会見で、「地方が自由に使える一般財源の総額をしっかり確保し、自治体が、地方の重要課題に取り組むことができる内容になったと思う。今後、アベノミクスの成果を全国各地に行き渡らせ、地方に入る税収の増加を図るとともに、自治体の側にも、歳出面でメリハリをつけるなど、財務体質の強化に努めてもらいたい」と述べました。
“給付型奨学金の創設は画期的”
松野文部科学大臣は記者会見で、「制度を創設できたことは大きな意味があり、画期的なことだ。この制度によって経済的に困難な状況のなかで進学を目指している子どもたちの後押しができる」と述べました。
そのうえで松野大臣は、「来年度から住民税が非課税の世帯の学生について、無利子奨学金の成績基準を実質的に撤廃するほか、卒業後に所得が低い場合には２０００円からの返還となる。給付型奨学金の創設自体の意味も大きいが、こうした対策を合わせて活用することによって、すべての生徒の進学を後押しすることが可能になる」と述べました。
来年度予算案 一般会計９７兆４５００億円で最終調整
ＮＨＫ12月19日 18時54分
政府は来年度（平成２９年度）の予算案について、高齢化で医療や介護などに充てる「社会保障費」が増えることから、一般会計の総額を過去最大となる９７兆４５００億円程度とすることで最終的な調整を進めています。
それによりますと、「歳出」のうち、「社会保障費」は医療・介護分野で、所得のある高齢者の自己負担を増やすことなどで今年度の当初予算と比べ５０００億円程度の増加に抑えますが、それでも３２兆４７００億円程度に膨らみます。
また、「防衛費」は過去最大の５兆１３００億円程度、「公共事業費」は今年度とほぼ同じ５兆９８００億円程度となる見通しです。
一方、国から地方に配分する「地方交付税」は今年度より２９００億円程度増え１５兆５７００億円程度となる見通しです。
国の借金にあたる国債の償還や利払いに充てる費用の「国債費」は、日銀のマイナス金利政策で金利が下がっていることから今年度を８００億円程度下回る２３兆５３００億円程度となる見通しです。
この結果、一般会計の総額は今年度の当初予算を７３００億円程度上回る過去最大の９７兆４５００億円程度とすることで最終的な調整を進めています。
一方、「歳入」は「税収」が景気の緩やかな回復で法人税収が伸びると見込み、今年度の当初予算を１１００億円程度上回る５７兆７１００億円程度としました。
国債の新規発行額は３４兆３７００億円程度と、今年度より６００億円程度減らし、当初予算案としては７年連続で前の年度を下回る見通しですが、「歳入」全体の３５．３％を借金に頼る厳しい状況が続いています。
政府は１９日に行った麻生副総理兼財務大臣と各大臣による閣僚折衝の結果に加え、今後、与党の意見を踏まえた上で、今月２２日に来年度予算案を決定することにしています。
来年度予算案 きょう閣僚折衝
ＮＨＫ12月19日 4時04分
政府は、来年度予算案の今月２２日の閣議決定に向け、１９日、麻生副総理兼財務大臣と各大臣による閣僚折衝を行い人手が不足している保育士や介護職員の賃金の引き上げや、返済の必要がない「給付型奨学金」の創設などについて最終的な調整を行うことにしています。
最終盤を迎えている来年度予算案の編成作業は、１９日午後から麻生副総理兼財務大臣と各大臣が個別の予算項目について、閣僚折衝を行います。
このうち、塩崎厚生労働大臣とは、来年４月の消費税率の引き上げを再延期することで財源の確保が課題となっている年金や子育てなどの「社会保障の充実策」について調整します。
具体的には、年金の受給資格を得るための加入期間を２５年から１０年に短縮することで必要となる予算や、待機児童の解消に向けて保育の受け皿を５０万人分に拡大するため施設の運営費の支援策について協議します。
このほか、人手不足が深刻な介護職員の処遇を改善するため平均で月額１万円程度の賃金引き上げの費用などについても協議します。
また、加藤一億総活躍担当大臣との折衝では、保育士とほかの業種との間の賃金格差を縮めて人材確保につなげようと、２％程度の賃金の引き上げについて協議します。
さらに、松野文部科学大臣とは、所得の低い世帯の大学進学などを支援するため返済のいらない「給付型奨学金」の創設について協議します。
そして高市総務大臣とは、予算編成で焦点の１つになっている地方交付税の上積みについて最終的な調整を行います。
政府は、来年度予算案の一般会計の総額を過去最大となる９７兆円台とする方向で調整を進めていて、１９日の閣僚折衝を経て予算案を固め、今月２２日に閣議決定することにしています。
保育士の役職を新設 人材確保に向け処遇改善策
ＮＨＫ12月20日 5時22分
厚生労働省は、待機児童の解消に向け人手不足が深刻な保育士の確保を図ろうと、一定の経験を積んだ民間の保育士を対象に、「副主任保育士」や「専門リーダー」といった中堅の役職を新設して、月額４万円を上乗せするなどとした処遇改善策をまとめました。
厚生労働省によりますと、現在、多くの民間保育所では、園長を除く役職は平均勤続年数が２１年の主任しかなく、一般の保育士との賃金の差は月額平均およそ１１万円で、経験を積んでも処遇に反映されにくい仕組みになっているということです。
このため、厚生労働省は、経験を積んだ保育士の処遇を改善し、人手不足の解消につなげようと、キャリアアップの仕組みを柱とした対策をまとめ、来年度予算案に盛り込みました。
具体的には、経験年数がおおむね７年以上で、都道府県などが実施する研修を終えた中堅の職員を対象に、「副主任保育士」や「専門リーダー」という役職を新設して、月額４万円を上乗せするとしています。
また経験年数がおおむね３年以上で、研修を終えた職員を、「職務分野別リーダー」として、月額５０００円を上乗せするとしています。
厚生労働省は、こうした改善策に、来年度、国と地方合わせて、およそ１１００億円を充てることにしています。
給付型奨学金 実施後に効果検証し制度見直しも
ＮＨＫ12月20日 4時29分
大学生などを対象にした返済の必要がない給付型奨学金について、文部科学省は、低所得世帯の学生を対象に、月額２万円から４万円を給付することを決めました。しかし、支給の対象者などは限定的なため、文部科学省は実施後に効果を検証し、必要に応じて制度の見直しも検討することにしています。
文部科学省は、返済の必要がない給付型奨学金の制度案を１９日に公表し、低所得世帯の学生のうち一定の成績を収めた学生などを対象に、月額２万円から４万円を給付することになりました。
この新たな制度で給付の対象となるのはおよそ２万人ですが、現在、国の奨学金は１３２万人が利用しているため、わずか１．５％にとどまります。
また、この奨学金を受けるだけでは、学生生活を送るのが難しいのが実情です。
最も多い月４万円が支給される私立大学に通う下宿生の場合、年間４８万円を受け取りますが、授業料と下宿代などを合わせた年間の支出額は平均で２０７万円に上り、１６０万円ほど不足することになります。
文部科学省は、仕送りやアルバイトのほか、ほかの奨学金を活用することで不足分を補ってほしいとしていますが、実施後に効果を検証し、不十分とわかった場合は、制度の見直しも検討する方針です。
第３次補正予算案 １．７兆円の赤字国債追加発行へ
ＮＨＫ12月19日 12時47分
政府が来年度予算案とともに決定する、今年度の第３次補正予算案が固まり、年度前半の円高の影響で法人税収が落ち込むなどして不足する財源を補うため、１兆７５１２億円の赤字国債を追加で発行する方針です。年度途中での赤字国債の追加発行は７年ぶりのことです。
政府は今年度の税収について、年度前半の円高の影響で法人税収が落ち込むことから、当初予算での見込みより１兆７４４０億円少ない５５兆８６００億円にとどまると見ています。
このため不足する財源を補おうと、今年度の第３次補正予算案で税収の減少分とほぼ同じ１兆７５１２億円の赤字国債を追加で発行する方針です。
税収が前の年度を下回り、年度の途中で赤字国債を追加発行するのは、リーマンショック後の平成２１年度以来７年ぶりのことです。
一方、補正予算案では、北海道や東北を襲った台風・大雨の被害や、熊本地震の復旧・復興の費用、それに北朝鮮による弾道ミサイル発射への対応を強化するための費用など、総額で６２２５億円の歳出を追加する方針です。
政府はこうした予算を盛り込んだ今年度の第３次補正予算案を、来年度予算案とともに今月２２日に決定することにしています。
秘密保護法の無効却下確定＝ジャーナリストら訴え－最高裁
　特定秘密保護法をめぐり、フリーのジャーナリストら３７人が表現の自由や知る権利を侵害しており違憲で無効だとして国を訴えた裁判で、最高裁第２小法廷（菅野博之裁判長）は２１日付の決定で原告側の上告を退けた。訴えを却下するなどした一、二審判決が確定した。
　一審東京地裁は「具体的な争いが生じておらず、合憲か違憲か判断できない」として無効の確認を求める請求を却下。原告らが「取材が困難になっている」として求めた損害賠償も退け、二審東京高裁が一審の判断を維持した。（時事通信2016/12/22-18:11）
特定秘密保護法の違憲訴訟 原告の敗訴確定
NHK12月22日 21時26分
特定秘密保護法に反対するフリージャーナリストなどが「国民の知る権利を侵害し憲法に違反する」として、法律の無効などを求めた裁判で、最高裁判所は上告を退ける決定を出し、原告側の敗訴が確定しました。
特定秘密保護法は、特に秘匿が必要な安全保障に関する情報を特定秘密に指定し、漏えいした公務員らに最高で１０年の懲役を科すもので、おととし１２月に施行されました。
これについてフリージャーナリストなどは「取材活動を萎縮させ、国民の知る権利を侵害し憲法に違反する」として、法律の無効などを求める訴えを起こしました。１審の東京地方裁判所と２審の東京高等裁判所は「原告らの主張は将来、罰則を適用される可能性があるという抽象的なものだ」などと指摘し訴えを退けました。
これに対して原告側が上告していましたが、最高裁判所第２小法廷の菅野博之裁判長は、２２日までに上告を退ける決定を出し、原告側の敗訴が確定しました。
令状ないGPS捜査、違法決定　地裁立川支部、証拠は採用

共同通信2016/12/22 16:28

　東京地裁立川支部（宮本孝文裁判長）は22日、車を盗んだとして窃盗罪に問われた男2人の公判で、警視庁が2人の車に裁判所の令状なく衛星利用測位システム（GPS）端末を取り付けた捜査について「違法」と判断した一方、「証拠能力は否定されない」として結果を証拠として採用する決定をした。

　宮本裁判長は決定理由で「GPS捜査はプライバシーを大きく侵害し、令状が必要な強制処分。実施を秘匿し、位置情報の確認頻度などの記録が不十分だった」と指摘。

　一方で「2人は車のナンバープレートを付け替えるなどして移動しており、GPS捜査の必要性は認められる状況だった」との判断も示した。

ＧＰＳ捜査は違法も 記録は証拠採用 東京地裁立川支部
NHK12月22日 21時55分
警視庁が裁判所の令状を取らずに容疑者の車にＧＰＳ端末を取り付けて行動を監視したことが違法かどうかが争われている裁判で、東京地方裁判所立川支部は違法という判断を示したものの、捜査で収集された記録を証拠として採用しました。
神奈川県の４４歳と４２歳の２人の被告は、おととし、静岡県や山梨県などで乗用車やトラックなどを盗んだとして窃盗の罪に問われています。
裁判では警視庁が裁判所の令状を取らずに容疑者の車にＧＰＳ端末を取り付けて行動を監視したことが明らかになり、被告側が「プライバシーを侵害するにもかかわらず令状なしに行われていて、重大な違法性がある」として、ＧＰＳ端末を使って収集された記録を証拠として採用しないよう求めていました。
２２日の裁判で東京地方裁判所立川支部の宮本孝文裁判長はＧＰＳ端末を使った捜査について、「捜査対象者をいつでも監視下に置くことを可能にし、個人のプライバシーを大きく侵害する。裁判所の令状を取らずに行ったことは違法だ」という判断を示しました。
一方、車の通行経路などＧＰＳ端末を使って収集された記録については「被告は事件について相当程度の嫌疑があり、行動確認をするうえで捜査の必要性があった。令状を出す要件は満たしていたと考えられる」などとして証拠として採用しました。
同じようなＧＰＳ捜査をめぐっては、各地の裁判所で判断が分かれていて、最高裁が審理しています。
スノーデン容疑者、ロ機関と接触　米議会、トランプ氏に警鐘

共同通信2016/12/23 06:1412/23 06:15updated
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エドワード・スノーデン元米中央情報局職員（ゲッティ＝共同）

　【ワシントン共同】米下院情報特別委員会は22日、米政府の個人情報収集活動を暴露してロシアに政治亡命した中央情報局（CIA）元職員のスノーデン容疑者が、ロシア情報機関との接触を続けていると指摘する調査報告書を公表した。報告書は、元職員が米国の安全保障に「甚大な被害」を与えたと非難した。

　ロシアがサイバー攻撃を通じて米大統領選に干渉した疑惑が問題となる中、ロシアに融和的なトランプ次期大統領の姿勢を懸念する声が議会で高まっており、報告書はトランプ氏に警鐘を鳴らした形だ。

衆院議長 審議の充実に努めたか 各党に報告求める
NHK12月22日 15時18分
大島衆議院議長は、みずからの呼びかけで開かれた議会制度協議会で、先の臨時国会では、与野党が審議の充実に努めたかどうか疑問だとして、各党に対し、法案審議の在り方などを協議して、来年の通常国会が召集されるまでに報告するよう求めました。
衆議院の議会制度協議会は、国会運営の在り方などを協議する衆議院議長の諮問機関で、大島議長の呼びかけで２２日におよそ５年ぶりに開かれ、与野党各党の代表者が出席しました。
この中で大島議長は、先の臨時国会について、「与野党が激しく対立する場面が一度ならず見受けられ、審議の充実に努めたかどうか疑問を感じざるをえない」と指摘しました。
そのうえで、大島議長は各党に対し、法案審議の在り方などを協議して、来年の通常国会が召集されるまでに報告するよう求めました。
このあと大島議長は記者会見し、「政党政治だから党対党の戦いはあって当然だが、国会運営は国民に恥じないものにしてもらいたい。合意形成を目指して必死に努力してもらいたい」と述べました。
衆院区割りで指針＝審議会が作成
　衆院選挙区画定審議会（区割り審、会長・小早川光郎成蹊大客員教授）は２２日、区割り改定の指針をとりまとめた。選挙区を飛び地にしないことや自治体を分割する場合の要件などを列挙。同審議会はこれを基に、来年５月の首相への勧告期限に向け、年明けから具体的な見直し作業に入る。
　指針は、「０増６減」の対象県で選挙区を改定する方針を明記。各選挙区の人口は、２０１５年の国勢調査に基づく鳥取２区の約２８万人と、２０年の予測に基づく鳥取１区の約２７万人より上で、なおかつその２倍未満に収めるなどとした。
　市町村単位の区割りでこうした基準を超える場合、例外的に自治体の分割を認めた。
　北海道は支庁、東京都は２３区と多摩地域の区域をそれぞれ尊重し、改定案を策定することも盛り込んだ。
　指針は都道府県知事らの意見を踏まえて策定された。見直し対象は２０都道府県の約１００選挙区に上るとみられる。　（時事通信2016/12/22-18:47）
衆院の区割り作成方針を決定　小選挙区「0増6減」で審議会

共同通信2016/12/22 14:02

　衆院選挙区画定審議会（区割り審）は22日、会合を開き、小選挙区定数の「0増6減」や1票の格差是正を踏まえた新たな区割り案に関し、市区町村の区域は分割しないことを原則とするなどの作成方針を決定した。選挙区は飛び地にしないことも盛り込んだ。この方針を基に、来年1月から具体的な境界変更の作業に入る。

　小早川光郎会長は会合後の記者会見で、見直しの対象は20都道府県の約100選挙区に上るとの見通しを示した。

　区割り審は先月25日までに、見直し対象となる20都道府県の知事に意見照会を終えている。過去の改定でも同様の作成方針を決め、作業に臨んでいた。

衆院小選挙区 区割り見直し対象は１００程度に
NHK12月23日 1時00分
衆議院の小選挙区の区割りを見直す政府の審議会は２２日の会合で、区割り改定案の作成方針を決め、審議会の小早川光郎会長は記者会見で、見直しの対象となる選挙区は１００程度になるという見通しを示しました。
政府の衆議院議員選挙区画定審議会は、２２日総務省で会合を開き、ことし５月に成立した衆議院の小選挙区を「０増６減」するなどとした法律に基づいて、区割りの見直しの基準となる「区割り改定案の作成方針」を決めました。
それによりますと、見直しにあたっては、去年の国勢調査で人口が最も少なかった鳥取県の２つの選挙区のうち、より人口の少ない鳥取２区を基準として、全国の小選挙区で格差が２倍未満となるようにするほか、４年後の平成３２年の見込みの人口でも同様の方法で格差が２倍未満になるようにするとしています。
さらに、見直しにあたっては、市区町村の区域は一定の限られた場合以外、原則として分割しないほか、いわゆる飛び地は作らないなどとしています。
審議会の会長を務める成蹊大学法科大学院の小早川光郎法務研究科長は、記者会見で、この方針に基づいて見直しを行った場合、全国で１００程度の選挙区が見直しの対象になるという見通しを示しました。
審議会は、来年５月までに区割りの改定案を総理大臣に勧告することになっていて、年明け以降、具体的な見直し作業にとりかかることにしています。
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